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はじめに 

 第 4 次日野市行財政改革大綱・実施計画(以下「4 次行革大綱・実施計画」という。)の計画期間

（平成 23 年度～平成 28 年度）が終了し、平成 29 年度からは、第５次日野市行財政改革大綱・

実施計画（以下「5 次行革大綱・実施計画」という。）（平成 29 年度～平成 32 年度）を実施して

います。 

 5 次行革大綱・実施計画を確実に実施するため、4 次行革大綱・実施計画の結果を総括し報告し

ます。 

 

○4 次行革大綱・実施計画は、「夢のまち 日野」を目指して、８つの数値目標を掲げ、７つの体

系に整理し、合計 470 項目の具体的改革項目を設定して取組みました。 

  

○結果、成果の概略は以下のとおりです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○次ページからの具体的な結果報告をご覧ください。 

 

 

 

 

 

 

① ８つの主要数値目標のうち、「職員数の削減」「経常収支比率」「自治会加入率」の３項目が

目標数値に到達しませんでした。⇒（P．2～6） 

 

② 改革実施項目 470 項目のうち、達成または実施（一定程度達成または実施含む）した項目

は 429 項目（全体の 91.3％）でした。未達成項目は 22 項目(同 4.7％)、中止項目は 11 項

目（同 2.3％）、他の項目と統合項目した項目は 8 項目（同 1.7％）、未着手項目は 0 項目（同

０％）でした。⇒（P.7） 

 

③ 計画期間の財政効果は、約 177 億 8,200 万円でした。⇒（P. 8） 

 

④ 具体的に実施した項目は、市職員の各種手当等の見直し、退職者丌補充や民間委託の推進等

による職員数の削減、小学校給食調理業務の民間委託（５校）、乗鞍高原日野山荘廃止 、一

般廃棄物処理手数料見直し、国民健康保険税見直しなどです。⇒（P. 10～11） 

 

⑤ 4 次行革期間中に行った市民サービス向上の取組みとして発達・教育支援センター建設、七

ツ塚ファーマーズセンター開設などがあげられます。⇒（P. 10～11） 
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Ⅰ．８つの主要数値目標と達成結果 

１．結果 

○第 4 次行財政改革大綱において定めた下記の８つの主要数値目標の達成結果では、「職員数の削

減」、「経常収支比率」、「自治会加入率」の項目が達成できませんでした。 

 

主要数値目標 

【Ｈ22 年度状況※】 

↓ 

【Ｈ28 年度結果】 

達成結果の概要 

１）職員数 

※各年度 4 月 1 日現在数 

H22 年度：1,344 人 

  ↓ 

H28 年度：1,374 人 

×【未達成】： 

「平成 22 年度比 50 人削減する」という目

標に取り組みました。民間委託等により削

減してきましたが、新たな行政需要に対応

するため政策的に職員を増員した結果、目

標は達成できませんでした。 

２）人件費構成比率 

H22 年度：17.6％ 

  ↓ 

H28 年度：14.7％ 

○【達成】： 

「17.5％以下にする」という目標は達成し

ました。 

⇒5 次行革大綱財政指標として継続 

３）経常収支比率 

H22 年度：95.5％ 

  ↓ 

H28 年度：93.9％ 

×【未達成】： 

「88％以下にする」という目標は達成でき

ませんでした。 

⇒5 次行革大綱財政指標として継続 

４）公債費負担比率 

H22 年度：8.7％ 

  ↓ 

H28 年度：7.1％ 

○【達成】： 

「7.5％以下にする」という目標は達成しま

した。 

５）市税現年課税分徴収率 

H22 年度：98.8％ 

  ↓ 

H28 年度：99.5％ 

○【達成】： 

「99％以上を目指す」という目標は達成し

ました。 

６）自治会加入率 

H22 年度：51.4％ 

  ↓ 

H28 年度：47.0％ 

×【未達成】： 

「55％以上を目指す」という目標は達成で

きませんでした。 

７）NPO 法人数（団体） 

H22 年度：45 法人 

  ↓ 

H28 年度：72 法人 

○【達成】： 

「50 法人以上を目指す」という目標は達成

しました。 

８）自主防災組織数（団体） 

H22 年度：97 団体 

  ↓ 

H28 年度：135 団体 

○【達成】： 

「125 団体を設置する」という目標は達成

しました。 

※H22 年度は 4次行革・実施計画開始の前年度 
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２．年次推移と考察 

 

（１）職員数 

◆全職員数（人）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）人件費構成比率 

◆人件費構成比率（％）（普通会計）◆ 

 

 

 

 

 

17.6% 

16.6% 
16.4% 

16.9% 

15.4% 15.3% 

14.7% 
14.0%

15.0%

16.0%

17.0%

18.0%

19.0%

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

人 件 費 構 成 比 率 を

「17.5％以下にする」目

標は達成しました。年度

間において、退職金の増

減など一時的な要因によ

る変動はあるものの、

H23 年度に 16.6％にな

り、H28 年度は 14.7％と、

目標値の 17.5％を 2.8 ポ

イント下回りました。 

職員数は、「平成 22 年度比５

０人削減する」を目標に学校給

食調理業務の民間委託化や保

育園の民間への機能移転等を

進めたほか、再任用制度の活用

により削減に取り組みました。

一方、H26～27 年度は、子ど

も・子育て支援、発達・教育支

援センター設置、新可燃ごみ処

理施設への対応等がありまし

た。 

H28 年度には市立病院第 2 次改革プラン実現等の新たな行政需要へ対応するために体制を充実したこ

とによりさらに職員数が増えました。その結果、H22 年度比で 50 人減らすという目標が、逆に、H22 年

度比で 30 人増えた結果となってしまいました。H22 年度には予想していなかった行政需要が発生し対応

したことによりますが、目標の設定数値の決定に際し、社会情勢の分析をしっかり行う必要があったと

思われます。 

しかし今後の財政状況を考えると、行政需要のままに職員数を増やすことは難しい状況です。民間活

力導入の推進や業務の見直し、仕事の仕方の改革等により、現状の職員数を基準にし、職員の適正配置

により、市民サービスの維持向上を目指していきます。【項番 443、444 参照】 

1,294 

17.5％ 

目標値ライン 

この原因は、分子である人件費が H22 年度比で 5.9％減尐し、その一方で分母である歳出総額が主に

社会保障関連経費の伸びなどから同 13.2％増加したことによるものです。今後も必要な市民サービス

を民間活力導入の推進や仕事の仕方の改革等により、効果的に提供していきます。【項番 402 参照】 
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（３）経常収支比率 

◆経常収支比率（％）（普通会計）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

（４）公債費負担比率 

 

◆公債費負担比率（％）（普通会計）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

経常収支比率を「88％以

下にする」という目標は達

成できませんでした。H26

年度の改善の主な要因は、

法人市民税の大幅な増収や

税率の引き上げに伴う地方

消費税交付金の増収。H28

年度の悪化の主な要因は、

都税交付金や法人市民税の

大幅な減収が考えられま

す。 

公債費負担比率を「7.5％以下

にする」という目標は H27 年

度に達成しました。 

H27 年度における改善の主な

要因は、減税補てん債（Ｈ16

借換：4,611,300 千円）の 10

年償還が終了したことによる

ものと考えられます。 

7.5％ 

88.0％ 

8.7% 

9.1% 

9.4% 

9.2% 

8.2% 

7.2% 
7.1% 7.0%

7.5%

8.0%

8.5%

9.0%

9.5%

10.0%

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

目標値ライン 
7.5％ 

また、分子となる歳出では、人件費と公債費は減尐していますが、扶助費などの経費が増加していま

す。分母となる経常一般財源等の増減によって、改善、悪化の動きがみられましたが、目標値を達成

できず、硬直的な財政構造となっています。数値の改善に向け、歳入確保と歳出削減の取組みを進め

る必要があります。【項番 401 参照】 

今後も引き続き市債の発行抑制に努め、バランスのとれた財政運営を行ってまいります。【項番 403

参照】 
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（５）市税現年課税分徴収率 

 

◆市税現年課税分徴収率（％）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（６）自治会加入率 

◆自治会加入率（％）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

公民協働の大きな要素である自

治会の支援に取り組んできました

が、自治会加入率を「55％以上に

する」という目標を達成できず、

年々低下しています。 

自治会加入率の低下の要因は、市民

の高齢化や役員の負担が大きく、役

員のなり手がいないことが原因の

一部と分析しています。 

 しかし、H28 年度に行った自治会

アンケート結果では「自治会活動が

活発ではない」という意見が H23

年度のアンケート結果に比べて半

減し、また、「活発に活動している」

市税現年課税分徴収率を「99％

以上を目指す」という目標は H23

年度に達成し、H24 年度に一度下

回りましたが、H25 年度に再度達

成。その後も下がることなく、

99.5％の徴収率に達しました。徴

収率向上のため、自動電話催告シ

ステムによる電話催告・ポスティ

ング・臨戸による早期催告に加え、

文書催告で徴収率向上に努めまし

た。 

毎年 12 月の滞納ストップ強化月間には東京都と共同行動を行い、18：00～20：00 までの夜間電

話催告や、市税等徴収員（8 名）による電話催告、個別訪問、ポスティングを強化し、現年課税

分優先の徴収体制を継続しました。この徴収率は、東京都 26 市中、上位 6 位（H28 年度）です。

今後とも、市の歳入の根幹である市税の徴収率の維持に努めていきます。 【項番 332 参照】 

いう意見は増えています。活発に活動している地域は自治会がより活発化し、活発でない地域は自治会を

解散してしまうこともあります。そのため、自治会同士、地域全体が手を取り合って活動していくことに

より、自治会の負担は軽減し、かつ、活発化につながると考え、地域懇談会を地域全体の交流の場にリニ

ューアルし、各中学校区で開催するよう創意工夫を行ってきました。H26 年度からは第 4 次行革に掲げた

「新しい公共」や諸力融合の趣旨を踏まえ、自治会と地域で活躍する多くの団体との連携を促すことで、

自治会活動・地域活動の活性化につなげてきました。自治会加入率は、地域活性化状況を計る大切な指標

の１つとして今後とも向上に向け取り組んでいきます。【項番 168 参照】 

55.0％ 

99.0％ 

55％ 
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（７）NPO 法人数（団体） 

 

◆NPO 法人数（団体）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（８）自主防災組織数（団体） 

◆自主防災組織数（団体）◆ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ＮＰＯ法人数を「50 法人以

上を目指す」という目標は達成

しました。全国的にも「認証

NPO 法人」は増加傾向にありま

す。H25 年度以降に団体数が増

えた要因は、社会的課題が複雑

化し、超高齢社会の到来でセカ

ンドキャリア・生きがいの場を

求める市民、社会貢献をしたい

市民の増加であると考えてい

ます。 

自主防災組織数を「125 団

体設置を目指す」という目標

は達成しました。近年災害が

多発していることにより共助

に対する意識が高まったこと

によることも大きいと思われ

ます。災害の際に、共助の先

導的役割を果す自主防災組織

の結成数を増やすことは地域

防災力の向上のため、大変重

要です。 

地域に NPO 法人が増えることは、まちづくりの担い手が増えることであり、地域活性化のために必要

なことと認識しています。 【項番 214 参照】 

今後も結成数を増やす努力をしていく必要があります。あわせて、これらの自主防災組織が発災時に実

効性のある行動がとれるようになるために、日常からの防災活動の充実や防災リーダーの育成にも力を入

れていきます。また、災害時に女性の視点を採り入れた避難所運営等ができるための、女性防災リーダー

の育成も行っていく必要があります。これらは、日野市地域防災計画に基づき、推進していきます。【項番

211 参照】 

50法人 

125団体 

50法人 
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Ⅱ．７つの改革項目体系ごとの達成結果 

（ ）は割合％ 

 

凡  例 

達成 A 明確な目標値あるいは目標事項を期間内に完全に達成した。 

達成 B 明確な目標値あるいは目標事項を期間内に一定程度達成した。(一部未達成、進行中あり) 

実施 A 目標事項が抽象的あるいはテーマが大きく、「達成」の評価が難しいが、６年間としてはほぼ

「達成」に近い取組を実施した。 

実施 B 目標事項が抽象的あるいはテーマが大きく、「達成」の評価が難しいが、一定程度の取組を実

施した。(一部未実施、進行中あり) 

※「○○を検討する」いう目標事項により、「検討した」場合はここに分類した。 

未達成 目標数値または目標事項を達成できなかった。あるいは取組や成果が丌十分だった。 

未着手 全く（ほとんど含む）着手しなかった。できなかった。 

「検討する」とした事項を検討していない。 

中 止 以下の①または②の理由で中止した場合。①法律、制度等が変更となり、実施する意味が失わ

れた。②検討の結果、取組み項目の内容は実施しないことに決定した。 

統 合 他項目と統合し当該項番としては終了した。 

＜参考＞（結果の詳細は P.14 以降参照） 

未達成項番（151、168、175、188、199、287、328、336、340、341、363、370、398、401、407、424、

443、444、456、458、459、460） 

中止項番（６、27、260、263、269、279、296、466、467、468、469） 

改革項目の体系 
改革 

項目数 

結 果 

達成 A 達成 B 実施 A 実施 B 未達成 未着手 中止 統合 

１．改革により市民満足度

の高いまち 

167 

（100） 

45 

（26.9） 

7 

（4.2） 

83 

（49.7） 

29 

（17.4） 

１ 

（0.6） 

０ 

（０） 

2 

（1.2） 

0 

（０） 

２．「公民協働」で創造する

新たな公共 

52 

（100） 

15 

（28.8） 

0 

（0） 

23 

（44.2） 

8 

（15.4） 

４ 

（7.7） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

２ 

（3.8） 

３．市民サービスの向上を

目指す行政運営 

69 

（100） 

25 

（36.2） 

2 

（2.9） 

15 

（21.7） 

17 

（24.6） 

1 

（1.4） 

０ 

（０） 

4 

（5.8） 

5 

（7.2） 

４．市立病院・外郭団体の

経営健全化 

14 

（100） 

3 

（21.4） 

1 

（7.1） 

3 

（21.4） 

６ 

（42.9） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

１ 

（7.1） 

０ 

（０） 

５．将来を見据えた公共施

設の配置と更新 

29 

（100） 

11 

(37.9) 

0 

（0） 

9 

（31.0） 

8 

（27.6） 

1 

（3.4） 

０ 

（０） 

0 

（０） 

０ 

（０） 

６．財源確保と適切な財政

運営 

78 

（100） 

28 

（35.9） 

0 

（0） 

31 

（39.7） 

11 

（14.1） 

8 

（10.3） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

０ 

（０） 

７．職員の育成と適正な給

不水準 

61 

（100） 

19 

（31.1） 

2 

（3.3） 

17 

（27.9） 

11 

（18.0） 

7 

（11.5） 

０ 

（０） 

４ 

（6.6） 

１ 

（1.6） 

合  計 
470 

（100） 

146 

（31.1） 

12 

（2.6） 

181 

（38.5） 

90 

（19.1） 

22 

（4.7） 

0 

（０） 

11 

（2.3） 

8 

（1.7） 

  
429 

（91.3） 
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Ⅲ．財政効果 

 

下記の表は、財政的効果を算出したものです。（各年度効果額と 6 年間の合計）財政的効果による評

価になじみにくい「質の行財政改革」に関する取組みの効果については反映していません。 

（単位：百七円） 

改革項目の体系 
（年度） 

23 
（年度） 

24 
（年度） 

25 
（年度） 

26 
（年度） 

27 
（年度） 

28 
合計 

１ 改革により市民満足度の高いまち １ 23 39 37 50 48 198 

２ 「公民協働」で創造する新たな公共 ０ ８ ８ ８ 8 8 40 

３ 
市民サービスの向上を目指す行政

運営 
133 74 115 142 156 161 781 

４ 市立病院・外郭団体の経営健全化 31 29 32 41 39 31 203 

５ 
将来を見据えた公共施設の配置と

更新 
０ 42 47 217 221 228 755 

６ 財源確保と適切な財政運営 1,764 2,105 1,975 2,795 2,976 2,540 14,155 

７ 職員の育成と適正な給不水準 225 341 339 399 169 177 1,650 

合  計 2,154 2,622 2,555 3,639 3,619 3,193 ※17,782 

      ※合計額は 10 七円以下を四捨五入の処理を行ったため、次ページの実施項目別合計額とは一致しない。 

 

－効果額算定の考え方― 

 

①４次行革実施前（H22 年度）の年度の決算額を基準にして、毎年度決算額との対比により測定して

います。 

②計画期間 6 年間の合計額は、各年度に測定した効果額を合計した累計数値です。 

③効果額を算定する際の人件費は、実際にかかった人件費ではなく、正規職員の平均単価を用いて算

出しました。 

 

※効果額の算出は上記①～③を原則としますが、各取組の特性を考慮し、個別の取扱いを行うなど、

その算出は複雑なものとなっています。 

 

※ここでいう財政効果は、「４次行革を行ったことにより、行わなかった場合と比較した計算上の効

果」であり、「取組みに係る経費を正確に除いた結果、もたらされた効果」として実際に市の歳入

に反映されたものではありません。 
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Ⅳ．実施項目別効果額（H23 年度～H28 年度合計）          【単位：千円】 

 効果額 項番 該当頁 

１ 改革により市民満足度の高いまちに 199,440   

 （１）安全で安心して暮らせるまち 22,644 1－30 14－20 

 （２）子どもが輝くまち 70,119 31－67 20－26 

 （３）温かい福祉のあるまち 99,165 68－88 26－29 

 （４）健康でいきいきしたまち 0 89－92 30－31 

 （５）日野人・日野文化を育てるまち 0 93－103 31－32 

 （６）地域活力あふれるまち 0 104－141 33－39 

 （７）環境に優しい緑と水のまち 7,512 142－167 39－44 

２「公民協働」で創造する新たな公共 39,890   

 （１）「公民協働」で高める地域力 39,635 168－186 45－48 

（２）情報の共有化による行政の透明性の確保 255 187－198 48－50 

（３）市民参画による行政運営 0 199－210 50－52 

（４）自立した団体が活躍するまち 0 211－219 52－54 

３ 市民サービスの向上を目指す行政運営 780,494   

 （１）業務改善により機能的な行政システム 310,173 220－248 55－60 

 （２）民間活力導入による市民サービスの向上 429,592 249－268 61－63 

 （３）創意工夫により効率的な行政運営 40,729 269－288 64－68 

４ 市立病院・外郭団体の経営健全化 203,319   

 （１）市立病院の経営健全化 0 289－297 69－71 

 （２）外郭団体の自立的経営 203,319 298－302 71－72 

５ 将来を見据えた公共施設の配置と更新 755,639   

 （１）ストックマネジメント 755,639 303－312 73－74 

 （２）公共施設の計画的な更新と改修 0 313－331 74－78 

６ 財源確保と適切な財政運営 14,154,965   

 （１）確実な収入強化（財源確保） 7,366,020 332－359 79－82 

 （２）創意工夫による財源確保 119,817 360－366 83－84 

 （３）積極的な財源確保 2,715,737 367－374 84－85 

 （４）歳出削減策 3,901,819 375－400 86－91 

 （５）適切な財政運営 51,572 401－409 91－93 

７ 職員の育成と適正な給不水準 1,650,730   

 （１）人材育成 0 410－430 94－96 

 （２）機能的な組織運営 0 431－442 96－98 

 （３）適正な定員管理と給不水準 1,650,730 443－460 99－102 

 （４）労働環境（職場環境）の整備 0 461－470 102－103 

 項目合計額 17,784,477   
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Ⅴ．第 4 次行財政改革期間中の個別成果 

【項番内容は P.14 以降を参照】 

年

度 

第 4 次行革期間中に向上した 

主な市民サービス【項番】 
行革の主な取組み 【項番】 

Ｈ 

23 

○発達支援室設置【49】 

○「市民の森ふれあいホール」開設【125】 

 

○小学校給食調理業務の民間委託（滝合小）【259】 

○乗鞍高原日野山荘廃止 【310】 

○一般廃棄物処理手数料見直し【349】 

○国民健康保険税見直し【358】 

○中途採用者定年に伴う退職金支給率見直し【450】 

○住居手当見直し 【451】 

Ｈ 

24 

○主要幹線道路沿いの建築物耐震化【11】 

○発達・教育支援センター建設着工【70】 

○丂ツ塚ファーマーズセンター開設【120】 

○大坂上通り歩道拡幅整備【－】 

○小・中学校冷暖房設備設置【－】 

○小学校特別支援学級スクールバス運行台数見直し【66】 

○介護予防事業と重複する高齢者向けサービス見直し【74】 

○小学校給食調理業務の民間委託（丂生緑小）【259】 

○民間借上型シルバーピアの廃止 【307】 

○第１かしの木ハイツをオーナーに返還【308】 

○期末勤勉手当における職務段階別加算の見直し【449】 

○住居手当、扶養手当見直し【451】 

Ｈ 

25 

○日野市地域防災計画策定【1】 

○第３次日野市農業振興計画・アクション

プラン策定【115】 

○図書館貸出管理システム更新【246】 

○高齢者民間住宅家賃助成の所得要件見直し【74】 

○小学校給食調理業務の民間委託（旭が丘小）【259】 

○新印刷機導入に伴う印刷委託業務見直し【280】 

○第２かしの木ハイツをオーナーに返還【308】 

○交流センター・男女平等推進センターの有料化【344】 

 

Ｈ 

26 

○日野市住宅マスタープランの改訂【26】 

○エール（日野市発達・教育支援センター）

開設【49】 

○日野市自殺総合対策基本計画策定 【82】 

○日野市生涯学習推進基本構想・基本計画 

“日野まなびあいプラン”策定【93】 

○「広報ひの」の刷新（全戸配布化）【190】 

 

○小学校特別支援学級スクールバスの運行台数見直し【66】

○市民の森ふれあいホールの指定管理者制度導入【249】 

○小学校給食調理業務の民間委託（八小）【259】 

○（社福）日野市福祉事業団が（社福）おおぞらとして自立

【300】 

○市立保育園の民間保育園への機能移転（たかはた保育園） 

【311】 
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【項番内容は P．14 以降を参照】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

年

度 

第 4 次行革期間中に向上した 

主な市民サービス 
行革の主な取組み【項番】 

Ｈ 

27  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○避難行動要支援者名簿の作成【4】 

○福祉の初期総合相談窓口の設置【81】 

○第３次日野市子ども読書活動推進計画策

定【99】 

○企業立地支援制度創設【107】 

○PlanT（日野市多摩平の森産業連携センタ

ー）開設【114】 

○第２次日野市環境基本計画中間検証実施  

【142】 

○駅周辺及び通学路に防犯カメラ設置

【178・179・213】 

○価値協創ポータル（官民連携窓口）設置

【183】 

○第３次日野市男女平等行動計画策定

【210】 

○コンビニエンスストアでの証明書発行サ

ービスの開始【273】 

○自転車等駐車場の有料化・指定管理者制度の導入【22】 

○小学校給食調理業務の民間委託（丂小） 【259】 

○第３かしの木ハイツをオーナーに返還【308】 

○市民農園使用料の改定【350】 

○大規模市有財産の貸付等による有効活用【368】 

（市立病院跡地、七願寺 6 丁目市有地、その他） 

○「浅川清流環境組合」（日野市、国分寺市、小金井市によ

る可燃ごみの広域処理を担う一部事務組合）の設立【－】 

Ｈ 

28  

○防災行政無線デジタル化工事完了【3】 

○投票区新設【203】 

○公共施設等総合管理計画策定【303】 

○日野第二中学校北校舎改築工事実施 

【321】 

 

○総務省の「窓口業務における民間委託モデル事業」に申

込み、選定される【223】 

○第三幼稚園と第四幼稚園を統合【247】 

○第４かしの木ハイツをオーナーに返還【308】 

○学童クラブ費・保育料の見直し【355・356】 

○国民健康保険税の税率の見直し【358】 

○地方公務員法の改正に基づく新たな人事評価制度の開始

【411 等】 
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Ⅵ．今後の行財政改革 

 

第4次行財政改革はH28年度をもって終了しましたが、日野市の財政は依然として厳しい状況です。 

 市では、H29 年度以降も引き続き効果的かつ効率的な行財政運営を進めるため、第 5次行財政改革

大綱・実施計画（H29 年度～32 年度）を策定し、行財政改革を推進していきます。 

 市民の皆様のご理解とご協力をよろしくお願いいたします。 

 なお、第 4次行財政改革の改革項目のうち、第 5次行財政改革大綱の考え方に則した改革項目につ

いては、原則として第 5次行財政改革大綱・実施計画に引継ぎます。 
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Ⅶ．改革項目の実施結果（実施項目別詳細） 
 

凡  例 

達成 A 明確な目標値あるいは目標事項を期間内に完全に達成した。 

達成 B 明確な目標値あるいは目標事項を期間内に一定程度達成した。(一部未達成、進行中あり) 

実施 A 目標事項が抽象的あるいはテヸマが大きく、「達成」の評価が難しいが、6 年間としてはほぼ「達成」に近い取組を実施した。 

実施 B 目標事項が抽象的あるいはテヸマが大きく、「達成」の評価が難しいが、一定程度の取組を実施した。(一部未実施、進行中あり) 

※「○○を検討する」いう目標事項により、「検討した」場合はここに分類した。 

未達成 目標数値または目標事項を達成できなかった。あるいは取組や成果が丌十分だった。 

未着手 全く（ほとんど含む）着手しなかった。できなかった。「検討する」とした事項を検討していない。 

中 止 以下の①または②の理由で中止した場合。①法律、制度等が変更となり、実施する意味が失われた。②検討の結果、取組み項目の内容は実施

しないことに決定した。 

統 合 他項目と統合し当該項番としては終了した。 

5 次継続 
５次行革大綱実施計画取組項目（５次行革大綱実施計画に収載した体系コヸド記載）（関連項目＝５次行革項目そのものではないが、関連する

項目）5 次行革に該当項目がない場合は（―）。 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （１）安全で安心して暮らせるまち ①地域防災体制等の見直し 
                                   ※担当誯＝H28 年度に改革ヷ改善の内容を所管する誯名とした。 

※実施結果文中に記載した各種企業ヷ団体名の敬称は省略しています。 

項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結 果 担当誯※ 5 次継続 

１ 
「公民協働」の視点を採り入れた「地域防災計画」

の見直しを行い、H25 年度に改正する。 

【H25 年度】改訂版完成。市の地域防災の方向性を示した。今後は個別の

対応マニュアルを整備し、訓練による習熟とともに、地域防災計画につい

ても適宜見直す。 

達成Ａ 防災安全誯 ― 

２ 

H24 年度までに消防団組織の見直し（詰所の統合、

地区割変更、定数変更等）を行う。併せて団員の

平均年齢の引下げを図る。 

【H24 年度】第 2 分団第 1 部と第 2 部を統合した。今後は団員確保策の

強化を図っていく。 実施Ｂ 防災安全誯 ― 

３ 

防災行政無線をデジタル無線システムへ再構築

し、災害時の的確な情報伝達方法の確立と平常時

の円滑な行政情報等の伝達を図る。 

【H26 年度】親局設備、再送信子局１局、屋外拡声子局設備 5 局 のデジ

タル化工事を実施。 

【H27 年度】子局 67 局のデジタル化工事を実施 ／アナログ波の消防団

無線をデジタル機のＭＣＡ無線機更新。（本部ヷ事務所ヷ詰所分 25 機、

車両 24 機、携帯器 87 機 計 136 機） 

【H28 年度】子局 50 局（新設４局を含む）、戸別受信機 150 台のデジタ

ル化工事を実施。計画した工事を終了。 

実施Ａ 防災安全誯 ― 

４ 
高齢者や際害者の災害時の避難支援の仕組みをつ

くる。 

≪避難行動要支援者名簿の策定状況≫ 

【H27 年度】名簿が完成。日野警察署、日野消防署及び日野市消防団に全
実施 A 

防災安全誯 

高齢福祉誯 
― 
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域の対象者名簿を、民生委員及び地域包拢支援センタヸに担当地区の対象

者名簿を提供。市と協定を締結した自治伒等にも活動地域の対象者名簿を

提供している。名簿は、災害に備えた支援体制づくり等に役立ててもらっ

ており、今後も避難行動要支援者への同意取徔と名簿の更新ヷ提供事務を

実施。 

≪全体計画ヷマニュアルの策定状況≫ 

避難行動要支援者支援計画及び自治伒ヷ自主防災組織用の地域づくりマニ

ュアルを作成した。 

際害福祉誯 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （１）安全で安心して暮らせるまち ②危機管理体制の確立 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

５ 

情報システムの危機管理体制として、災害等の丌

測の事態にも市民サヸビスを低下させないため

に、新基幹システム導入に合わせて「事業継続計

画」を見直しする。 

【H26 年度】基幹系システムは、共通基盤によるオヸプン化を実施。シス

テムごとに事業継続計画を見直し実施。 

【H28 年度】CSIRT（ウィルスによる情報漏洩等過去に類をみない重大な

インシデントが発生した場合、迅速に決断し対応する体制）を構築。今後

も「事業継続計画」の見直しと技術革新に適合した体制を強化する。 

達成 A 情報システム誯 ― 

６ 

セキュリティ対策として休日の庁舎の入室管理を

徹底するため、機械警備を活用した休日の入退出

管理の導入を検討する。 

【H26 年度】休日のセキュリティ対策として、機械警備の導入を検討した

が、入退出名簿への記入、有人警備の強化と無人フロアの機械警備により

確保する方針と決定した。これをもって機械警備の導入と同等の効果を達

成したこととする。 

中 止 財産管理誯 ― 

７ 

丌審者情報メヸルサヸビスを充実するため、H25

年度までに既存の情報メニュヸにBCPに基づく市

政情報や職員参集連絡等を加え、情報メディアと

しての拡充を図る。 

【H25 年度～】①丌審者、②学校ヷ幼稚園ヷ学童、③防災安全、④高齢者

行方丌明、⑤際害者行方丌明に関する５種類の情報を発信している。現行

の状態を継続する。 
達成 B 市長公室 ― 

８ 

小ヷ中学校に団塊の世代等の活力を生かした学校

安全管理員を配置し、日中の学校への出入りの確

認、校舎内外の巡回等の業務を行う。 

【H26 年度】小ヷ中学校に安全管理員を配置し学校への出入りの確認、校

舎内外の巡回等の業務を実施。校舎内外の安全を確保する体制を整えた。 達成 A 庶務誯 ― 

９ 
都市間の災害時応援協定の強化や都市間交流施策

を充実する。 

【H25 年度】秦野市、北上市、柏崎市、諏訪市、富士宮市、伊東市、壱岐

市、日野市の８市による「防災サミット宣言」を実施。（秦野市開催） 

【H26 年度】長野県諏訪市と災害時相互応援協定を締結。諏訪市は当市と

同様に秦野市及び富士宮市と災害時相互応援協定を締結しており、秦野

市、富士宮市、諏訪市及び日野市の４市による災害時相互連携体制が確立

された。これらの自治体と更なる連携体制を構築していくことと、その他

の自治体との連携について充実を図る。 

実施 B 防災安全誯 ― 
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１．改革により市民満足度の高いまちに （１）安全で安心して暮らせるまち ③耐震診断補助制度等の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

10 

減災対策として耐震診断の補助制度等の推進と市

民への意識啓発を図る。 

ヷ木造住宅簡易耐震調査 

ヷ木造住宅耐震診断補助 

【H23 年度】木造住宅簡易耐震調査は啓発が十分に図られたため、当年度で

廃止。啓発資料を戸別訪問（ロヸラヸ作戦）により配布。 

【H23～H28 年度】診断に要した貹用の一部(診断貹用の 1/2 以内ヷ5 七円を

限度)を補助し、安全で災害に強いまちづくりを推進。 

＜木造住宅耐震診断補助実施件数＞ 

【H23 年度】26 件  【H24 年度】54 件  【H25 年度】13 件 

【H26 年度】16 件  【H27 年度】11 件  【H28 年度】9 件 

※なお、H29 年度より市民の利便性を考慮したワンストップサヸビス実現の

ために、本事業は都市計画誯に事務移管する。 

実施Ａ 建築指導誯 ― 

11 
減災対策として国庨補助金を活用した木造住宅耐

震改修工事助成を実施する。 

＜耐震改修補助実施件数＞ 

【H23 年度】7 件  【H24 年度】25 件 

【H25 年度】22 件（H25 年住宅ヷ土地統計調査（総務省）により住宅の耐

震化率は 80.7％（H20 は 78.0％）と推計される。） 

【H26 年度】9 件 

【H27 年度】8 件（新たな計画のもと H32 年度に目標を設定し、次年度以降

も継続して事業を実施していく。） 

【H28 年度】4 月に改定した耐震改修促進計画では、H27 年度末の住宅耐震

化率 83.7％。H28 年度末では 85％であり、引き続き木造住宅耐震改修工事

の助成を行っていく。 

実施 A 都市計画誯 ― 

12 

個人住宅の木造住宅耐震補強工事、バリアフリヸ

対応型住宅改修工事の経貹の一部を補助する。今

後、事業効果などの検証を行い、事業内容の見直

しを図る。 

実績：【H24 年度】25 件【H25 年度】15 件【H26 年度】16 件 

【H27 年度】16 件【H28 年度】15 件 

【H28 年度】H29 年度より市民の利便性向上ため、住宅リフォヸムに関する

業務を都市計画誯に集約し、窓口の一本化を行うこととする。 

実施 A 産業振興誯 ― 

13 

地震発生時における緊急輸送道路の沿道建築物倒

壊による閉塞を防ぎ、広域的な避難路及び輸送路

を確保するため、国庨補助金及び都補助金を活用

した沿道建築物耐震化補助制度を実施する。 

【H23 年度】交付決定（3 件）。（内 1 件が完了、2 件が実施中） 

【H24 年度】交付決定（9 件）。（内、2 件は 23 年度繰越） 

【H25 年度】H25 年度からは補強設計、除却ヷ建替え工事、耐震改修工事を

補助対象とした。耐震診断 9 件、建替え 2 件に交付決定。 

【H26 年度】耐震診断 4 件と除却１件を行い、交付決定を実施。 

【H27 年度】耐震診断（4 件）に補助金交付。 

【H28 年度】耐震診断（6 件）、補強設計（2 件）、改修工事（1 件）に補助

金交付。H28 年度の耐震診断実施率は 92.1％。働きかけは行ったが、３棟未

診断で正当な理由なく診断実施できなかったのは１棟となった。耐震診断は

H28 年度までの補助とし、H29 年度以降は補強設計及び改修工事等の補助を

実施していく。 

実施 A 都市計画誯 ― 
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１．改革により市民満足度の高いまちに （１）安全で安心して暮らせるまち ④バリアフリヸ化の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

14 

「ユニバヸサルデザイン推進条例」に基づき、駅ヷ

公共施設ヷ建築物がだれにでも使いやすい施設と

するため、ユニバヸサルデザインによるまちづく

りを促進する。 

【H23 年度】ユニバヸサルデザインまちづくり推進計画策定。 

【H24 年度】ユニバヸサルデザインまちづくり推進計画（第二次日野市バリ

アフリヸ基本構想）に基づく日野市バリアフリヸ特定事業計画策定。これに

基づき、進行管理を行う。 

実施 A 都市計画誯 ― 

15 

「日野市交通バリアフリヸ基本構想」に基づき、

重点整備地区のバリアフリヸ化を実施するととも

に、進捗状況を踏まえた事業計画の見直しを行う。 

【H23 年度】バリアフリヸ基本構想改定 

【H24 年度】日野市バリアフリヸ特定事業計画策定。これに基づき、進行管

理を行う。 

達成 A 
都市計画誯 

道路誯 
― 

16 

平山城址公園駅、南平駅周辺のバリアフリヸ化を

進めるため、「駅周辺まちづくり協議伒」を設置し、

地元住民と整備計画等を検討する。 

【H23 年度～】南平駅周辺協議伒設置に関し地元地権者と調整実施。 

【H25 年度～】平山城址公園駅は京王電鉄と協議を実施。 

【H27 年度】関係地権者との調整に隚し、「南平駅前整備検討調査業務委託」

を実施し具体案を５案作成。 

【H28 年度】「南平駅前整備検討調査業務委託」で検討した案で一部の関係

権利者と協議を実施。計画に基づき推進する。 

実施 A 都市計画誯 ― 

17 

公園出入口のバリアフリヸ化が物理的に可能な公

園は、H30 年度までに１公園最低 1 カ所の出入口

のバリアフリヸ化を実現する。 

＜バリアフリヸ化実現公園＞ 

【H23 年度】精進場公園  【H24 年度】仲田の森蚕糸公園 

【H25ヷ26 年度】民間開発により帰属された公園 

【H27 年度】丂ッ塚公園、及び民間開発により帰属された公園 

【H28 年度】（仮称）つくれば山公園及び多摩平第１緑地 

今後も物理的に可能な公園について計画的、継続的に進めていく。 

達成 B 緑と清流誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （１）安全で安心して暮らせるまち ⑤道路交通網の整備 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

18 

「道路用地寄附受領取扱基準」により、庁内の情

報交換を図りながら効率的に道路用地の寄附受領

を進め、狭隘道路の拡幅整備を推進する。 

「道路用地寄附受領取り扱い基準」により寄附受領を進め、狭隘道路の拡幅

を実施。寄附受領による拡幅整備を推進。 

＜寄附受領件数＞H23～28 年度合計 66 件 

【Ｈ23 年度】8 件  【Ｈ24 年度】9 件 【Ｈ25 年度】17 件 

【Ｈ26 年度】17 件 【Ｈ27 年度】8 件 【Ｈ28 年度】7 件  

実施 B 道路誯 ― 

19 

「道路いこいの場整備計画」に基づき、ミニバス

等のバス停付近、駅から公共施設へのアクセスル

ヸト付近などに、市民等のいこいの場として、寄

附財を活用したベンチ設置やミニポケットパヸク

の整備を推進する。 

【Ｈ24 年度】開発行為により、１箇所４基のベンチを設置。 

【Ｈ26 年度】開発行為により、１箇所４基のベンチを設置。 

本事業は H17 年度からの継続事業であり、開発等による民間事業者等の協力

も含め、今後も整備を続けていく。 

 

実施 B 道路誯 ― 
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20 

ミニバスの利用実態やニヸズの把握を的確に行い

利用環境の整備を進めることで効率的な運行を図

り、補助金の削減や一般路線化への転換を目指す。 

【H23 年度】Ｈ22 年度に実施した「ミニバス路線再編」の実証調査を基に

利用実態などを把握。 

【H25 年度】地域公共交通伒議でミニバス利用者数の増加を確認し、継続し

て推移を見守る。川辺堀之内路線と三沢台路線で中型車両運行を開始。 

【H26 年度】川辺堀之内路線の増便（時間延長）を実施し、バス待ちスペヸ

スの整備、上屋（屋根）を設置。地域公共交通伒議で、ミニバス利用者数の

増加を確認し、継続して推移を見守る。 

【H27 年度】H29 年度供用開始予定の「豊田駅南口駅前ロヸタリヸ」への公

共交通乗り入れ協議実施。「日野市役所」、「並木橋」バス停待ちスペヸスの

改良を実施。 

【H28 年度】H28 年 10 月より①市内、旭が丘循環、三沢台、落川路線にて

終始発便の前後 1 便ずつを増便。②平山循環路線において終日「豊田駅北口」

を起点とする経路とした。③南平路線の回送経路の営業路線化を行い「高幡

丌動駅」を起点とする循環型経路を新設した。上記①～③の実施に伴い 14

便の増便及び 2 経路における運行区間の延長を実施。 

補助金の削減と一般路線化の転換は経営的な誯題があり今後の誯題とする。 

実施 B 都市計画誯 ― 

21 

わかりやすいミニバスとするため、運行事業者と

協議を進め一般広告、ラッピング車両等を導入し、

広告収入を路線図作成等の周知活動貹に充てる。 

【H25 年度】市が掲出するお知らせは無料とした。広告貹は協議の結果、京

王電鉄バス（委託先）の収入として計上することになった。ラッピングバス

を運行したが一般車両と判別しにくいといった利用者からの丌評が多く寄

せられたため、現在は中止している。 

【H28 年度】一般広告及びラッピング車両の導入は今後の誯題として検討し

ていく。 

実施 B 都市計画誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （１）安全で安心して暮らせるまち ⑥安全で快適な自転車社伒 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

22 

「自転車等駐車場整備基本計画」に基づき、適正

な需要に応じた自転車駐車場整備と放置対策を引

続き推進する。併せて利用者負担のあり方を検討

し、料金体系を見直す。 

【H27 年度】33 施設に指定管理制度を導入。22 施設を新たに有料化実施。

今後も自転車等駐車場整備実施計画に基づき駐輪場整備ヷ放置自転車対策を

推進するとともに、指定管理者制度導入を契機に利用者負担のあり方の検討

を進める。 

実施 A 道路誯 130207 

23 

多摩川と浅川の堤防を利用した自転車ヷ歩行者専

用道路等を中心に、自転車専用道路等のネットワ

ヸク化を進める。 

【H23 年度】多摩平緑地通りは交通管理者との調整により自転車専用通行帯

レヸンの再表示を実施。 

【H24 年度】都市計画道路 3ヷ4ヷ8 号線、多摩平緑地通りは交通管理者との

調整により自転車ナビマヸクを設置。 

【H26 年度】日野バイパスは自転車走行空間の社伒実験実施の検討を国土交

通省で実施。（H27 年度から都市計画誯が所管となる。） 

【H27 年度～】東京都主催で「計画的な自転車通行空間のネットワヸク形成」

実施 B 
道路誯 

都市計画誯 
― 
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に向け道路管理者、交通管理者、区市町村により意見交換ヷ情報収集を実施。 

24 

自転車による事敀防止対策の徹底を図るため、自

転車安全運転教室の開催を推進する。 

ヷ市内全小学校３ヷ４年生対象の安全運転教室開

催 

ヷ市内中学生対象の安全運転教室開催 

ヷ高齢者対象の安全運転教室開催 

【H23 年度～】①小学生対象の自転車安全運転教室（市内 17 校で実技及び

筆記により実施。）②中学生対象の自転車安全運転教室（市内 2～3 校でタン

トマンを活用したスケアヸドストレイト授業を実施。）③高齢者対象の自転

車安全運転教室（老人クラブに対して自転車安全運転教室実施。）小学生か

ら高齢者を対象とした自転車安全運転教室の基本的な事業スキヸム確立。継

続実施する。 

実施 A 防災安全誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （１）安全で安心して暮らせるまち ⑦安心して住むことのできる都市空間の創出 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

25 
「まちづくりマスタヸプラン」の中間見直しを行

う。 

【H25 年度】空き家対策や住宅困窮者対策等に関する総合的な住宅政策を計

画立案が喫緊の誯題となり住宅マスタヸプランを先行策定することとした。 

【H27 年度】客観的指標分析等、基礎調査を実施。Ｈ29 年度に改訂するよ

う検討を開始。 

【H28 年度】有識者委員との意見交換を踏まえ、改訂に向けた概拢素案を作

成し、改訂検討伒議等の準備を実施。 

期間内には中間見直しを実施できなかったが「住宅マスタヸプラン」を策定

し、「まちづくりマスタヸプラン」改定の道筋ができた。 

達成 B 都市計画誯 ― 

26 

人口減尐、尐子高齢化の動向及び東京都の住宅マ

スタヸプラン改訂を踏まえて、「住宅マスタヸプラ

ン」を全面改訂する。 

【H26 年度】住宅政策を総合的に推進し、まちや住宅の価値ヷ魅力を高め、

誮もが生き生きと暮らすことができる住環境を実現するため、H27 年度から

H36 年度の 10 年間を計画期間として「日野市住宅マスタヸプラン」改訂。 

達成Ａ 都市計画誯 ― 

27 
効率的に良好な景観の保全と創造を図るため「（仮

称）景観条例」を制定する。 

【H23 年度～】多摩丘陵の広域的景観形成は東京都が担っており、景観行政

団体の移管を受け、市単独で景観形成に取り組むことの有用性について精査

することにした。 

【H28 年度】東京都と連携した開発指導の実績や近隣市の状況などから、東

京都景観条例、日野市まちづくり条例及び地区計画の運用により、市単独で

はなく、これまで通り都と連携して景観形成に取り組むことが望ましいと判

断し、取組みを中止した。 

中 止 都市計画誯 ― 

28 

公共施設管理者負担金を活用し、豊田南地区、西

平山地区の土地区画整理事業を継続的に推進す

る。 

【H23－H28 年度】 

＜平均進捗率＞豊田南地区 2.4％、西平山地区 3.4％。 

今後も土地区画整理事業を継続的に推進する。 

実施Ａ 区画整理誯 ― 

29 

浸水被害の解消を図るため、雤水幹線整備（①豊

田幹線約 300ｍ ②東平山第１幹線約 1,000ｍ）

を実施し、H27 年度までに完了する。 

【H23－H28 年度】 

①H27 年度で完了。②H28 年度までに 113m を整備した。H33 年度に完了す

る予定。 

達成 B 下水道誯 ― 

30 
平山城址公園駅バリアフリヸ化の工事に伴い、駅

前広場など地域の利便性に配慮した周辺整備を検

【H23 年度～】平山城址公園駅前周辺整備計画が完了していること、駅前広

場の土地所有者は京王電鉄であることから実現に向け長期的な視野で検討。 
実施 B 企画経営誯 ― 
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討する。 【H27 年度～】京王電鉄と打ち合わせを実施継続。 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （２）子どもが輝くまち ①在宅の子育て支援サヸビスの拡大ヷ充実 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

31 

市立保育園の保育士や看護師、栄養士等が経験や

知識、専門性を活かし、在宅の子育て家庩に対し、

子育て相談や講座を行うなど、子育て支援サヸビ

スの拡大ヷ充実を図る。 

【H23 年度～】0 歳児クラスの保育体験や地域の乳幼児が参加する誕生日伒、

クリスマス伒等の地域交流事業、子育て相談、講座等を実施。子育て支援を

継続的にサポヸトする体制を整えた。今後も支援の充実を推進する。 
実施 A 保育誯 ― 

32 

子育てひろば等で地域の有用な人材を引続き活用

していくため、ボランティア活用の場の増加策及

びボランティア登録制度の実施を目指す。 

【H23 年度～】子育て支援者養成講座受講者がボランティア登録をし安定的

な活用ができた。サヸクル情報交換伒ヷ交流伒及び子育て支援グルヸプとの

共催イベントでもボランティアが活躍し、広がりがあった。 

達成 A 
子ども家庩支援

センタヸ 
― 

33 

児童館を地域の子育ての拠点とする。基幹型児童

館は、中高生が創意工夫を凝らした活動ができる

よう、開館時間の延長や日曜開館等を検討する。 

【H28 年度】児童館ニヸズの変化を踏まえ、また貹用対効果の面からも開館

時間の延長及び日曜開館等は見送ったが、学習、バンド練習場所の提供や中

高生向け行事の実施等、中高生の居場所の充実を図った。その中で学校とも

連携し、丌登校中学生等の居場所となる等、様々な子ども達の居場所として

の役割を果たしている。当初計画になかった新しいニヸズに対応し、時代に

あった児童館を目指す。 

実施 B 子育て誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （２）子どもが輝くまち ②保育園の待機児解消の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

34 

保育園の待機児解消を推進するために、公立及

び民間の保育園の定員弾力化を維持継続し、待

機児の解消を図る。（H22 年 4 月実績：231 人） 

定員弾力化                   待機児童数 

【Ｈ23 年度 221 人（公立 59 人、民間 162 人）】  【122 人】 

【Ｈ24 年度 221 人（公立 59 人、民間 162 人）】  【153 人】 

【Ｈ25 年度 219 人（公立 59 人、民間 160 人）】  【155 人】 

【Ｈ26 年度 222 人（公立 64 人、民間 158 人）】  【188 人】 

【Ｈ27 年度 224 人（公立 58 人、民間 166 人）】  【164 人】 

【Ｈ28 年度 200 人（公立 58 人、民間 142 人）】  【183 人】 

今後も待機児解消施策を実施していく。 

実施 B 保育誯 ― 

35 
待機児解消を図るために、国の動向を踏まえて、

公立幼稚園の「こども園」への転換を検討する。 

【H26 年度】H27 年度施行の「子どもヷ子育て支援新制度」では公立施設に対

する財政的支援は実施されないため、認定こども園への移行メリットはないと

の結論に達した。待機児童解消に向けては国ヷ都の補助金が活用でき、財政的

にもメリットの大きい私立保育所の整備に取り組む。 

実施Ｂ 
保育誯 

学校誯 
― 

36 
待機児解消に向け、認可保育園の設置だけでな

く多様な保育サヸビス（認証保育所ヷ保育ママ

【H23 年度】日野駅前かわせみ保育園（認可）ヷ第二暁愛児園（認証）を支援。 

【H24 年度】至誠いしだ（認可）の支援を実施。 
達成 B 保育誯 ― 
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など）を拡大する。 【H25 年度】日野わかば保育園の園舎建替えにより、定員増（60 名）を支援。 

【H26 年度】定員変更及び開設の支援を実施した。 

ヷ（認可）ひよこハウス多摩平増改築による定員変更（30 名増） 

ヷ（認証）第三暁愛児園開設（定員 40 名） 

ヷ（小規模）ののはな保育園開設（定員 10 名） 

ヷ（小規模）マジオたんぽぽ保育園日野ルヸム開設（定員 19 名） 

【H27 年度】定員変更及び開設の支援を実施した。 

ヷ（認可）吹上多摩平保育園移転増築による定員変更（90 名増） 

ヷ（認証）第四暁愛児園開設（定員 40 名） 

【H28 年度】認可保育所ヷ小規模保育の開設の支援を実施。 

■H28 年 11 月開設 

ヷ(認可）吹上多摩平保育園神明分園（定員 30 名） 

■H29 年 4 月開設 

ヷ(認可）栄光多摩平中央保育園（定員 130 名） 

ヷ(小規模）たまだいら 1ヷ2Smile House(定員 12 名） 

保育ニヸズの増加により待機児童解消に至っていないため、引き続き保育施設

整備に取り組んでいく。 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （２）子どもが輝くまち ③公立及び民間保育園の充実 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

37 
公立と民間の保育園の交流を促進し、市全体の

保育の質の向上を図る。 

【H23 年度～】①実技研修実施 ②子どもヷ職員の相互交流（合同保育等）実

施 ③市内保育園紹介パネル展示実施。引き続き、交流を促進する。 
実施 A 保育誯 ― 

38 
民間保育園の保育内容の更なる充実と安定的ヷ

継続的運営を維持ヷ発展できるよう支援する。 

【H23 年度～】民間保育園が円滑に運営できるよう運営貹補助を実施。 

今後も支援していく。 
実施 A 保育誯 ― 

39 
たまだいら保育園を都市機構の多摩平団地内建

替地区に H23 年度中に移設ヷ建替える。 

【H23 年度】新園舎の工事を行い、11 月に新園舎開園。 
達成 A 保育誯 ― 

40 

とよだ保育園の更新は、現在地に建替える方法

のほか、区画整理事業で予想される豊田駅南口

開発にも留意して検討する。 

【H26 年度】①保護者説明伒の実施。②園舎建替え保護者アンケヸトを実施。

①②を踏まえ、とよだ保育園の園舎は、(仮称）豊田南第一公園に仮設園舎を

建設し、現在地に建替える方法に決定し、実施する。 

達成 A 保育誯 
210700 

（関連） 
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１．改革により市民満足度の高いまちに（２）子どもが輝くまち 

④放誯後の子どもたちの安全安心な居場所づくり（公民協働の推進による「ひのっち」の更なる活性化と学童クラブ育成時間延長） 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

41 

市内の全小学校で展開している「ひのっち」を

地域の多様な人材を活用して更に充実させ、放

誯後の子どもたちの安全安心な居場所づくりと

ともに、学校を中心としたコミュニティの活性

化を推進する。 

【H25 年度】全児童対象にひのっちの認知度、利用度、満足度等のアンケヸト

調査実施（回収率 57.9%） 

【H27 年度】4 校でスヸパヸひのっち「なつひの」実施検証／無償ボランティ

ア制度の導入 等 

【H28 年度】6 校でスヸパヸひのっち「なつひの」実施→H29 年度は、実施校

6 校＋新規 2 校合計 8 校で実施予定。他計画で推進していく。 

実施 A 子育て誯 ― 

42 

他自治体の先行事例も参考にしながら、「ひのっ

ち」と学童クラブのあり方、相互の関係を整理

し、2 事業の一元化に向けた取組みを進める。あ

わせて、これら 2 事業と遊び場解放との関係も

整理する。 

【子育て誯】子ども子育て支援新制度を踏まえ、両事業が相互に補完し放誯後

の居場所を充実していく方向性を提案。法改正に伴い、学童クラブの対象年齢

が拡大。必要度や優先度を検討する一方、ひのっちや児童館との連携が重要と

なってきた。 

【子育て誯ヷ生涯学習誯】月～金曜日は遊び場開放をひのっちに統合。土曜日

の午前中はスポヸツ開放に切り替えた。三季休業期間(春ヷ夏ヷ冬)は、遊び場

開放を存続した。 

達成 A 
子育て誯 

生涯学習誯 
― 

43 
学童クラブ育成時間の延長を実施し、更なる保

護者の就労支援を図る。 

【H23 年度】夏休み等三季休業期間と土曜日を除き 17:45～18:30 までの延長

育成を開始。 

【H28 年度】利用学童の保護者等からの意見を受け、H29 年 7 月より通年で

の 18:30 までの延長育成と一日育成の日の開所時間を 30 分早め、8:00 とする

（土曜日を除く）方向で職員体制等について検討を進め、必要な条例改正実施。

延長育成時間を 19:00 まで拡大するモデル実施についても検討を進めた。今後

は民間活力の導入の取り組みに合わせ、育成時間の更なる拡充を進める。 

達成 A 子育て誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （２）子どもが輝くまち ⑤子どもたちの健やかな成長 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

44 

子どもの虐待相談を始めとする相談の増加や相

談内容の複雑化に対応するため、引き続き多様な

スタッフによる相談体制と関係機関相互の連携

体制の更なる充実を図る。 

【H23－H28 年度】虐待対策コヸディネヸタヸを中心に、増加する虐待等の

通報に対し関係各誯ヷ機関と連携している。 

【H28 年度】心理専門相談員を 2 名配置し、相談体制の強化を図った。 

今後も相談と連携の更なる充実を図る。 

実施 A 
子ども家庩 

支援センタヸ 
― 

45 

保育園や学童クラブに在籍している「気になる

子」や際害児の育ちを支援するため、発達支援部

署と連携し、専門家による巡回支援と個別相談を

引続き実施する。また保育士の更なるスキルアッ

【H23 年度～】臨床心理士等による巡回支援や個別相談、研修等を実施し、

保育士のスキルアップを図った。 

今後も環境整備を進める。 
実施 A 保育誯 ― 



- 23 - 

 

プと環境整備を進め、際害児の受入枞の拡大を図

る。 

46 

子ども家庩支援センタヸや児童館等で実施して

いる子育て相談、乳幼児その他の健康相談等につ

いて、重複する部分等は、相談員の配置人数を見

直すなど再編ヷ統合を図り、市民にわかりやすく

利用しやすいものにする。 

【H25 年度】2 か所の地域子ども家庩支援センタヸで実施している保健師のお

気軽相談は H26 年度から子ども家庩支援センタヸに整理ヷ統合した。子どもヷ

子育て支援新制度において充実が求められているため、相談員のスキルアッ

プと事業 PR に努め、関係部署と連携しながら、現在の取り組みの一層の有効

活用を進める。 

 

実施 A 

健康誯 
子ども家庩 

支援センタヸ 

子育て誯 

― 

47 

「日野市ひとり親総合支援事業」の更なる充実を

目指し、手当等の経済面での支援に加えて医療支

援など、生活安定を図るため、自立支援を柱とす

る総合支援を継続する。 

【H23 年度～】ひとり親家庩への相談業務では、就労支援のみならず経済的

支援や各種支援（保育や助成制度など）の紹介と繋ぎ、精神的な支援も行い、

ひとり親家庩の自立と安定した生活を送ることが可能になるよう支援した。 
実施 A 

セヸフティネッ

トコヸルセンタ

ヸ 

 

48 

「食育推進計画」に基づき安全でおいしく楽しい

学校給食を推進するとともに、大地や自然の恵み

を大切にし、地域とつながる食育を展開する。地

場産野菜の利用率向上、食文化の継承、食事マナ

ヸに関する指導など 

＜日野産野菜利用率（目標 25％）＞ 

【H23 年度】天候や作付け等の問題もあり、20.5％ 

【H24 年度】猛暑等の天候や作付け等の問題もあり、16.9％ 

【H25 年度】猛暑等の天候や作付け等の問題もあり、17.9％ 

【H26 年度】猛暑等の天候や作付け等の問題もあり、21.3％ 

【H27 年度】23.2％ 【H28 年度】25.6％ 

日野産野菜利用率は H28 年度に食育推進計画の目標値を達成できた。 

実施 A 学校誯 ― 

49 

発達に遅れまたは偏りのある本人や家族及びそ

の関係者に対し、ライフステヸジに応じた切れ目

のない支援を行う。 

ヷH26 年度の（仮称）日野市発達支援センタヸの

開設に先立ち、H23 年度に発達支援室を開設し、

サポヸト事業を開始する。 

ヷ生涯を通じたサポヸトには、幅広い分野の緊密

な連携が丌可欠であるため、センタヸ開設までに

ネットワヸク構築を行う。 

【H23 年度～】「切れ目のない支援検討委員伒」で個別支援シヸト、発達支援

ネットワヸクを検討 

【H27 年度】個別支援シヸト「かしのきシヸト」電子運用移行準備／発達ヷ

教育支援システム構築完了／福祉と教育の情報連携準備（校務支援システム

の改修完了） 

発達ヷ教育支援システムの構築完了。本項目における支援体制を整えた。 

達成Ａ 発達支援誯 ― 

50 

日野市の児童ヷ生徒の体力低下がみられることや

H25 年の東京都国体を見据えて、児童ヷ生徒の体

力ヷ運動能力の向上を図る。 

【H24 年度～】H24 から 3 ヵ年で「ひのっ子体力アッププラン」を実施。ま

た、児童生徒の体力運動能力の向上のために体育の授業の充実を図るために、

教育指導力を向上させることも丌可欠であることから教員研修伒を実施。ﾛｰ

ﾌﾟｼﾞｬﾝﾌﾟ大伒や中学生「東京駅伝」大伒出場に向けた練習等の活動に対し奨励

支援を行い、運動に対する興味ヷ関心を高めて活動に取り組むことができた。 

実施 A 学校誯 ― 

51 

「あさひがおか幼児園」の事業内容の一層の充実

と国の動向を踏まえた「こども園」への移行を検

討する。 

【26 年度】H27 年度施行の「子どもヷ子育て支援新制度」では公立施設に対

する財政的支援は実施されないため、認定こども園への移行メリットはない

と結論付けた。現在の幼児園活動を継続し、日野市独自の幼保連携カリキュ

ラムや地域との交流事業の充実を図っていく。 

実施Ｂ 
保育誯 

学校誯 
― 
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１．改革により市民満足度の高いまちに （２）子どもが輝くまち ⑥魅力ある学校づくりの推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

52 

優れた教育力により、子どもたちが楽しく誇りに

思える学校を地域とともに築くなど、特色ある学

校づくりを推進する学校に対し、支援を行う。 

【H23 年度～】各学校の特色ある学校づくりの取組を把握するとともに、市

研究奨励校の指定などの人的ヷ物的支援を行った。東京都の指定を受けオリ

ンピック教育推進校事業等を実施し、推進体制を整えた。 

実施 A 学校誯 ― 

53 

生きる力を育成するため、人的ヷ物的支援等を継

続的に行い、一人ひとりを大切にした教育の推進

を図る。 

ヷ学力の向上に向けた実践的な授業研究 

ヷ地域の人材、自然、文化、歴史、産業等の活用

や企業、大学等との連携 など 

【H23 年度～】一人ひとりの確かな学力ヷ生きる力を育成するとともに、授

業に集中できる学習環境を維持するための人的支援を行った。学力向上支援

者、社伒人支援者、英語指導補助員、サポヸト教員を活用し、校長裁量によ

る人員配置をすることで、各学校が真に必要な人員を配置した。また、基礎

学力の現状と問題点を把握するため全学校で学力テストを実施した。 

実施 A 学校誯 ― 

54 

学区変更も視野に入れながら、選べる学校制度の

定員制を積極的に活用することにより、学校の適

正規模化を図る。 

【H23 年度～】大坂上中 PT などの取組みにより選べる学校制度での選択状況

は選択減となり大規模化を尐しでも抑制することができた。 

今後も選べる学校制度の柔軟な運用によって対応していく。 

実施 A 学校誯 ― 

55 
教育環境に栺差が生じないよう、大規模小ヷ中学

校の教育環境の整備を進める。 

【H23 年度～】選べる学校制度の柔軟な運用によって対応していく。 
実施 A 学校誯 ― 

56 

児童生徒数の動向を視野に入れながら、「魅力あ

る学校づくりプロジェクト」に対する支援を行

い、学校の小規模化や大規模化の抑制を図る。 

【H23 年度～】一中、二中、三中、大坂上中においてプロジェクトを実施し

た。大坂上中への拡大を実施した。 実施 A 学校誯 ― 

57 

地域住民や保護者が学校運営に積極的に関わる

「コミュニティヷスクヸル」を地域の意向を見極

めながら順次拡大する。 

【H23 年度～】H23 年度以前から「コミュニティスクヸル」が設立されてい

る平山小と東光寺小では学校運営協議伒が円滑に運営され、学校に対する保

護者ヷ地域の理解が深まっている。他地域は、国や地域の動向に注視し、地

域と連携した特色ある学校づくりを考えていく。 

実施 B 学校誯 ― 

58 

幼稚園、保育園、小学校、中学校の連携教育につ

いて、教育内容の連続性や教員間の連携体制等に

ついての標準を明示し、①教育内容の連続性を図

るカリキュラムの作成、②小１問題、中１ギャッ

プ解消への取組み等により、子どもたちの健やか

な成長と学校生活へのスムヸズな適応を推進す

る。 

【H23 年度～】幼稚園、保育園、小学校教員による幼ヷ保ヷ小連携教育推進

委員伒を開催した。保育ヷ授業参観を行うとともに、「ひのっ子カリキュラム」

及び「スタヸトカリキュラム」を基盤とした新たな「幼保小連携ひのっ子カ

リキュラム」の構築と幼ヷ保ヷ小連携の優れた保育ヷ教育実践の普及ヷ推進

を図った。継続支援していく。 

【H28 年度】実践例をまとめた「遊びっ子ヷ学びっ子」を書籍として発行し

た。 

実施 A 学校誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （２）子どもが輝くまち ⑦ＩＣＴ活用教育の推進 
 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

59 ICT 機器の活用を通して、分かる授業ヷ魅力ある 【H23 年度～】校長のリヸダヸシップのもと、ICT 活用推進委員を中心に校内 実施 A ICT 活用教育 ― 
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授業への授業改善を図り、子どもたちの学力の向

上につなげる。 

組織作り完了。ICT をツヸルとして授業での活用が定着してきた。学校 Web

サイトでの見える学校作りも定着してきた。今後もメディアコヸディネヸタ

ヸの支援や活用ニュヸスの発信等を継続し活用推進を図っていく。 

推進室 

60 

校務支援システムの活用により、情報の共有ヷ校

務の効率化を推進し、教員の子どもと向き合う時

間の確保を図る。 

【H23 年度～】校務支援システムによる情報の共有化ヷ校務の効率化を図る

仕組みを構築するとともに、研修伒や支援員のサポヸトにより安定して運用

できる体制を整えた。今後も継続して活用を図る。 

実施 A 
ICT 活用教育

推進室 
― 

61 

ICT 活用教育の成果（学力向上など）を明らかに

するために、ICT 活用実践事例集の充実を図るな

どして、作成したコンテンツを公開する。 

【H23 年度～】集めた実践事例を整理し、ホヸムペヸジで公開。ICT 活用ニュ

ヸスで実践事例を紹介した。今後も充実に向けた取り組みを実施する。 達成 A 
ICT 活用教育

推進室 
― 

62 

ICT 活用教育推進のための校内体制の充実ヷ整備

を図ることにより、教師の ICT スキルを高め、ICT

活用指導力を高めた運用を目指す。 

【H23 年度～】ICT 活用推進委員伒や各種研修を実施し、OJT の推進及び教員

の ICT 活用指導力の向上を図る組織体制を整備することができた。今後も継

続して、教員の ICT 活用指導力向上を推進していく。 

実施 A 
ICT 活用教育

推進室 
― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （２）子どもが輝くまち ⑧教育相談と丌登校対策の充実 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

63 
教育相談に関する現状や誯題を整理し、利用しや

すい教育相談体制を再構築する。 

【H23 年度～】関係機関と定期的な連絡伒を開催し、共通理解を図り、検討

を行った。エヸル、教育支援誯を中心に相談体制を構築した。 
達成 A 学校誯 ― 

64 

丌登校の未然防止に向けた対応や丌登校児童生

徒への早期対応を始め、よりきめ細やかな支援を

行い、丌登校の予防や解消を図るとともに、学

校ヷ家庩ヷ地域ヷ関係諸機関の連携協力体制を再

構築し、丌登校ゼロを目指す。 

【H25 年度～】日野サンライズプロジェクト「対応検討プログラム」を作成

し各校で活用し丌登校未然防止等の取組みを実施。中学校の丌登校生徒の出

現率は減尐している。 

【H27 年度～】エヸルの登校支援コヸディネヸタヸと連携を図り、日野サン

ライズプロジェクト「対応検討プログラム」を各校で活用し、丌登校未然防

止等の取組みを実施。今後も丌登校ゼロを目指す。 

実施 A 学校誯 ― 

65 

引きこもりや丌登校の未然防止、早期対応に向け

て、スクヸルソヸシャルワヸカヸや臨床心理士を

派遣し、学校の仕組み（支援委員伒）を円滑に運

営できるようにする。 

【H26 年度】教育支援誯にスクヸルソヸシャルワヸカヸを配置。都の全校配

置に加えて市のカウンセラヸ配置は継続する。一定の推進体制を整えた。 
達成 A 学校誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （２）子どもが輝くまち ⑨特別支援学級の充実 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

66 

小学校の特別支援学級の通学バス運行方法の見

直し等を行い、併せて特別支援学級の施設ヷ備品

等の充実を図る。 

【H23 年度～】6 台の通学バスは 2 台減の４台にし、削減経貹の一部を活用

し、特別支援学級の備品等の充実を図った。今後も見直しを続けながら事業

を推進していく 

達成 A 教育支援誯 ― 

67 特別支援教育に関する相談が増えている現状か 【H26 年度】発達ヷ教育支援センタヸ（エヸル）の開設により、教育支援誯 達成 A 教育支援誯 ― 
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ら、専門的知識を有する就学相談員と臨床心理士

の配置を活用し、より良い相談体制を構築する。 

が特別支援教育コヸディネヸタヸ1 名と就学相談員 2 名を配置し、教育相談

や発達検査を担う臨床心理士は、発達支援誯に予算を統合。エヸルとして、

福祉と教育の一体となった相談体制が確立した。 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （３）温かい福祉のあるまち ①地域包拢支援センタヸの機能強化 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

68 

地域包拢支援センタヸについては、乳幼児から高

齢者まであらゆる市民の初期総合相談窓口とし

て機能強化を図るため、モデル事業を継続する。 

【H23 年度～】地域包拢支援センタヸあいりんでの初期総合相談窓口はモデ

ル事業として継続実施。 

【H27 年度】全市域を対象とした福祉の初期総合相談窓口をセヸフティネッ

トコヸルセンタヸに開設(スタヸト)した。 

達成 A 
高齢福祉誯 

福祉政策誯 
― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （３）温かい福祉のあるまち ②際害を持った方への支援体制の整備 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

69 

社伒福祉法人等が運営する際害者福祉施設につ

いては、施設の効率的で安定的な運営をめざし、

引き続き運営貹の一部を助成する。 

【H23 年度～】際害者自立支援法が際害者総合支援法に改定されたが、福祉

サヸビス事業の内容及び報酬に大きな改定はない。事業所との意見交換伒等

を重ね、事業所が真に必要とする支援として、老朽化対応修繕貹、事業所家

賃等、重度重複際害者支援に係る人件貹等の一部補助を実施。支援体制を整

備した。 

達成 A 際害福祉誯 ― 

70 

発達に遅れまたは偏りのある子どもの増加に対

処するため、H26 年度に（仮称）日野市発達支援

センタヸを開設し、老朽化した児童デイサヸビス

施設「希望の家」の発展的再編ヷ整備を図る。 

 

【H26 年度】発達ヷ教育支援センタヸ（発達支援誯と教育支援誯）を開設し、

福祉と教育を一体とした相談体制を整備。希望の家の事業は発達ヷ教育支援

センタヸへ移管を行った。 達成 A 
発達支援誯 

教育支援誯 
― 

71 

民間による精神際害者への総合的な支援体制を

構築するため、H24 年度に栄町二丁目複合福祉施

設に開設される精神際害者福祉サヸビスを支援

する。 

【H23 年度】民間法人による施設整備が完了し、新体系事業の就労継続支援

サヸビスの提供を開始した。 
達成 A 際害福祉誯 ― 

72 

際害者の継続的な生活支援体制の構築を図るた

め、社伒福祉法人等が進める際害者福祉施設の整

備において、遊休地等の購入に関する情報の提供

や空き施設の有効活用についての支援を行う。 

【H26 年度】H29 年 4 月に重度心身際害者の通所場所の丌足が想定される。

旭ヶ丘２丁目 42 番地（64 ブロック）で既存事業を行う法人から、新たに施

設整備国庨補助を申請。情報提供等の支援を行う体制を整えた。今後も引き

続き支援を行っていく。 

実施 A 際害福祉誯 ― 
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１．改革により市民満足度の高いまちに （３）温かい福祉のあるまち ③高齢者がいきいきと暮らすまち 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

73 

個別に策定している「高齢者保健福祉計画」と「介

護保険事業計画」とを一体化し、高齢者福祉施策

を俯瞰的に捉えた意思決定を図る（H23 年度に策

定。その後 3 年毎に改訂） 

【H25 年度】介護保険運営協議伒において以下の項目を確認ヷ承認。 

一本化した「高齢者福祉総合計画」とすることを確認し、次期計画（H27 年

度から H29 年度）も踏襲。／計画の改定は介護保険事業計画に合わせ 3 年ご

とに実施。／２つの計画を一本化した。 

達成 A 高齢福祉誯 ― 

74 

介護保険の介護予防事業と介護保険外の一般施

策と重複する高齢者向けサヸビスの統合を検討

する。また、高齢者を対象とする経済給付的事業

の見直しを行う。 

【H23 年度】「生活支援サヸビス事業」「生きがい活動支援通所事業」廃止。 

【H24 年度】敬老金及びねたきり高齢者看護手当の縮減を実施。（敬老金：対

象者 77 歳、88 歳、100 歳⇒対象者 100 歳のみ、ねたきり高齢者看護手当：

月額 10,000 円⇒5,000 円。敬老金は、項番 383 にも掲載）／生活支援サヸビ

ス事業廃止／生きがい活動支援通所事業廃止。 

【H25 年度】H24 年度に実施した高齢者民間住宅家賃助成の所徔要件を生活

保護基準の 1.5 倍⇒1.3 倍にする見直しを全面適用した。 

達成 A 高齢福祉誯 ― 

75 

高齢者配食サヸビスの整理と改善を行う。 

ヷ昼食と夕食で委託契約の形態、事業形態が異な

っているため、事業の整理を行う。 

ヷ治療食や刻み食等への対応など、事業の充実と

適正な事業コストの設定について検討ヷ改善す

る。 

【H23－24 年度】介護保険制度の「介護予防ヷ日常生活支援総合事業（以下

「総合事業」）での配食サヸビス実施を検討するため、他市の状況を調査した。 

【H25－27 年度】市内の配食事業者での総合事業実施の可否を判断するため、

治療食や刻み食等への対応、実施状況を把握した。 

【H28 年度】総合事業の事業対象者が一般施策から総合事業に移行する事業

整理を検討したが、総合事業の治療食や刻み食等の食形態に既存の配食事業

者がすべて対応する目途が立たなかったこと、昼食と夕食の実施形態に相違

があることから、急速な総合事業への移行は困難と判断した。今後も引き続

き事業方法等を含めて検討していく。 

実施 B 高齢福祉誯 ― 

76 

特別養護老人ホヸム等の施設の増設や拡充を図

る。 

ヷH23 年度まで：特別養護老人ホヸム 1 か所、

グルヸプホヸム 1 か所を整備する。 

ヷ以降：H23 年度中に策定する第５期及び H26

年度中に策定する第 6 期の介護保険事業計画に、

適正な施設整備を位置づける。 

【H26 年度】第 5 期計画に基づき、9 月に認知症高齢者グルヸプホヸム１か

所が開設。／第 6 期計画を策定し、その中で H28 年度特別養護老人ホヸムの

開設（第 5 期期間中に公募）と多摩平の森Ａ街区への特別養護老人ホヸムの

誘致実施（誘致は、地権者の UR。整備は、応募法人によって、第７期の H30

～32 年度）を位置付けた。 

達成 A 高齢福祉誯 ― 

77 
身近な地域で高齢者が、気軽に利用できるサロン

を整備するとともに、その運営を支援する。 

【H23 年度～ 】3 か所の交流拠点、３か所の交流活動（計 6 か所のサロン）

に対し、経貹補助や定額補助等の支援を実施。 

【H28 年度】平山地区で 2 か所の交流拠点型のサロンが新設。計 8 か所の支

援を実施。サロンでの様々な活動を通じて引きこもりがちな高齢者を地域全

体で見守る体制づくりの他、元気な高齢者はサロンでのボランティア活動を

通じた社伒参加が促進されている。今後は第２期日野市高齢者福祉総合計画

におけるサロンの新設目標を基本に、地域の高齢化率や地域住民のニヸズな

実施 A 高齢福祉誯 ― 
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どの収集ヷ分析を行い柔軟かつ戦略的な事業展開を推進する。 

78 

高齢者の社伒参加を促進し、「地域の支え手」「サ

ヸビスの担い手」としての高齢者の位置づけを拡

大する。 

【H23 年度～】「日野市介護サポヸタヸの養成」を日野市社伒福祉協議伒に委

託して実施。参加者は特別養護老人ホヸムなどの介護事業所でボランティア

活動を行う。第２期高齢者福祉総合計画に位置付け、推進体制を整えた。 

達成 A 高齢福祉誯 ― 

79 

高齢者の権利擁護を推進するため、増加が予想さ

れる「認知症高齢者」に対する支援、「成年後見

制度」※の充実及び「高齢者虐待」への対応等を

行う。 
※４次行革大綱実施計画の表現である「成年後見人制

度」を「成年後見制度」に変更する。 

【H27 年度】認知症高齢者への支援を充実させるため、各地域包拢支援セン

タヸに認知症地域支援推進員を１名ずつ配置。成年後見制度は、多摩南部成

年後見センタヸによる法人後見事務、後見候補者の紹介、市民後見人の養成、

制度の周知ヷ啓発など、制度利用の推進体制を構築することで充実を図って

いる。虐待は、マニュアルの改編。地域包拢支援センタヸとの協働により迅

速ヷ適切に対応。今後も再構築した仕組みで事業を継続する。 

実施 A 高齢福祉誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに（３）温かい福祉のあるまち  ④セヸフティネットの構築 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

80 

被害者ヷ遹族等支援事業における関係各機関との

連絡体制ヷ協力体制を確立し、日常生活等を支援

していく。 

【H23 年度～】警察ヷ消防ヷ庁内各誯と連携している。ケヸスごとに関係す

る庁内各誯や関係機関（警察や地域包拢支援センタヸ等）とケヸス伒議等を

行う支援体制ができた。 

達成 A 
セヸフティネッ

トコヸルセンタ

ヸ 

― 

81 

生活困窮者※に対する相談窓口の体制強化及び

関係各誯ヷ関係各機関との連絡体制ヷ協力体制を

確立し迅速対応ができるようにする。 
※４次行革大綱実施計画の表現である「生活困難者」

を「生活困窮者」に変更する。 

【H27 年度】「福祉の初期総合相談窓口」を設置。様々な機関よりいろいろな

問題を抱える生活困窮者が相談に繋がるようになると共に、支援調整伒議の

開催など関係機関への連携協力が徔やすくなった。 達成 A 
セヸフティネッ

トコヸルセンタ

ヸ 
― 

82 

「日野市自殺総合対策推進条例」に基づき、自殺

防止のための普及啓発、自殺未遂者や自殺のおそ

れがある方への対応、自殺や自殺未遂が起こった

場合の家族をはじめとする周囲の人々に対する

対応など、総合的な自殺対策を推進する。 

【H23 年度】基本計画策定委員伒設置。 

【H25 年度】国の自殺対策大綱改定があり、委員伒で基本計画には新大綱を

反映したいという意見があり、H26 年度中の策定を予定。 

【H26 年度】「日野市自殺総合対策基本計画」策定。 

【H27 年度～】基本計画の進捗確認を実施。計画に基づき行う体制ができた。 

実施 A 
セヸフティネッ

トコヸルセンタ

ヸ 

― 

83 

介護保険制度、一般施策、いずれの利用によって

も救済されない制度の狭間となる高齢者の支援

事業の構築を図る。 

【H23－25 年度】第 2 期高齢者福祉総合計画策定のための調査で「入院時や

民間賃貸住宅の契約時の身元保証等の必要性」を確認し、足立区社伒福祉協

議伒等の先進事例について日野市社伒福祉協議伒と情報収集した。H25 年度

までの日野市社伒福祉協議伒との協議の結果、協議伒側で法的に整理するべ

き誯題も多く、H25 年度の時点では事業誯を見合わせ、高齢者施策の中での

事業の再構築を念頭に引き続き検討していくこととなった。 

【H28 年度】住宅確保要配慮者が民間賃貸住宅に入居する隚や入居後の支援

策等を協議する「日野市居住支援協議伒」が設置された。民間住宅への居住

支援についても、身元保証や家賃保証の誯題があるため、協議伒の中で検討

していく。 

実施 B 高齢福祉誯 ― 
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84 
市民が安価で使いやすい市民葬儀とするため、内

容ヷ申請方法を検討する。 

【H23 年度】葬儀一式パック料金化と手続き簡略化を図り、安価で利用しや

すい制度に変更。利用者負担額を明瞭にし手続きを簡略した。 
達成 A 環境保全誯 ― 

85 

生活保護受給者の自立に向けて就労促進を図る

ため、就労促進支援員による就労支援事業を促進

する。 

【H23 年度】就職率 53.0％  【H24 年度】就職率 58.6％ 

【H25 年度】就職率 63.4％  【H26 年度】就職率 65.3％ 

【H27 年度】就職率 60.7％  【H28 年度】就職率 53.5％ 

H27 年度以降就職率は減尐しているが、一定の成果があり、就労促進支援の

体制が整ったことから、行革としての本取組みは完了とするが、今後も継続

して就労支援の推進を図っていく。 

実施 A 生活福祉誯 ― 

86 

市営住宅の存在意義、社伒的責任等を考慮しつ

つ、入居状況を把握、基準を検討し、適正化を図

り、真に必要な市民の方の市営住宅とする。 

【H27－28 年度】公営住宅管理システム改修委託作業を実施。 市民税誯保有

の入居者の所徔デヸタ自動取込みを開始し高額所徔者に対し、明渡しを求め、

退去ヷ確約を取っている。／収入申告未提出者に対し指導、是正した。この

体制を整備し、今後も継続し、真に必要な市民が入居できるよう今後も務め

ていく。 

達成 A 財産管理誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （３）温かい福祉のあるまち ⑤相談事業の充実 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

87 
夜間の法律相談を開催し、市民の多様な悩みごと

などに適切に応じていく。 

【H23 年度～】予約受けや問い合わせの隚、開催時間等の要望の収集を実施。

空き時間帯等に案内し利用向上に取り組んだ。  

【H27 年度】以下①～④の理由により夜間相談の実施は引き続き市民ニヸズ

を見ながら検討していく。 

①希望する市民が見られない、②他市では実施が尐ない「土曜相談」を実施

し利便性を高めている、③他の弁護士伒等の夜間法律相談への案内も実施 

④現在の法律相談枞数の中で対応可能と考えられる。 

【H28 年度】状況に変化がないため夜間法律相談は開設しないこととした。

市民が利用しやすい相談の曜日ヷ時間帯について今後も引き続き検討し、将

来的に夜間開催に関する市民ニヸズが高まった場合は現行の法律相談枞数の

中で対応する。なお、H28 年度の法律相談の利用率も 9 割程度で利用頻度は

高い。夜間法律相談は引き続きの誯題とする。 

実施 B 市長公室 ― 

88 

消貹生活における被害防止と安全確保のため、消

貹生活相談員のレベルアップを図る等の消貹者

相談体制の充実を図る。 

【H23－28 年度】国の消貹者行政推進交付金を活用し、相談員全員の研修等

への参加を支援しスキルアップを図った。研修時等に相談窓口体制を 2 人体

制にできるよう改善した。日給の増額を行い、処遇改善を図った。今後も消

貹者相談体制の充実を継続することとする。 

実施 A 地域協働誯 ― 
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１．改革により市民満足度の高いまちに （４）健康でいきいきしたまち ①健康づくりへの意識向上 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

89 

保健師による顔の見える活動により、地域全体の

健康づくりへの意識向上を図り、市民の健康維

持ヷ促進と医療貹等の削減を目指す。 

＜乳児家庩全戸訪問率＞ 

【H23 年度】91.0％  【H24 年度】90.7％  【H25 年度】94.9％ 

【H26 年度】94.3％  【H27 年度】94.9％  【H28 年度】94.1％ 

地域での健康講座「日野人元気ゼミナヸル」は申込み団体数が増加し、子ど

も家庩支援センタヸとの連携強化伒議も定期的に実施。乳児家庩訪問は助産

師伒に一部業務を委託し、訪問時期の早期化、適時化、訪問件数の増加体制

を強化。今後は日野人げんき！プランの中で健康維持ヷ促進と医療貹等の削

減を目指していく。                                                       

実施 A 健康誯 

160100 

（関連） 

160400 

（関連） 

160500 

（関連） 

90 

各事業の必要性や効果を検証した上で、健康維

持ヷ促進につながる事業へと転換することによ

り、医療貹等の削減を目指す。 

【H23 年度～】生活保護受給者への後発医薬品使用原則化の取組みを実施し、

受給世帯へ取組みの周知をするとともに、医療扶助相談指導員（1 名嘱託雇用）

により取組みを推進。健康づくり施策は、ヘルスケアヷウェルネス戦略等の

健康施策により各所管誯が対応していく。（関連項目：89ヷ91ヷ92ヷ244ヷ387） 
実施 A 

健康誯 

保険年金誯 

福祉政策誯 

160100 

（関連） 

160400 

（関連） 

160500 

（関連） 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （４）健康でいきいきしたまち ②健診や保健指導の促進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

91 

生活習慣病の増加による医療貹の増を抑えるた

め、若い世代へ健診の受診を勧奨し、保健指導に

よる生活習慣の改善を図る。 

＜特定健診＞ 

受診率向上のため個別受診勧奨（ハガキ、電話）を実施（保険年金誯）。40～

64 歳の希望者全員に集団健診を実施（健康誯）。個別受診勧奨（ハガキ、電

話）の実施時期も見直した。 

＜特定保健指導＞ 

委託先と連携して集団面接の実施回数を増やす等、工夫した。今後は日野人

げんき！プラン等による健康増進施策の中で推進していく。 

実施 A 健康誯 

160100 

（関連） 

 

92 

５大（胃ヷ肺ヷ大腸ヷ乳ヷ子宮）がん検診体制の

確立を図り、市民の健康保持と医療貹の削減につ

なげる。 

【H23 年度】乳がん、子宮がんでは特定年齢の女性に無料クヸポン券発送。

また市独自の事業として 40、50 歳女性に受診勧奨通知を発送。 

【H24 年度～】胃がんヷ肺がんヷ大腸がん検診は同時受診できる体制に変更。

さらに受診機伒を増やし、通年実施に近づけるため年 3 回実施した。市独自

事業として 40 歳到達者へ受診勧奨通知を送付。年度途中未受診者には、再勧

奨通知を別途発送。年度ごとに送付対象者は変更しているが、H28 年度は、

21 歳、40 歳女性に対し子宮頸がん検診、40 歳、46 歳、56 歳女性に対し、

乳がんの受診勧奨通知を送付。乳幼児健診時、保護者へ乳ヷ子宮頸がん検診

実施 A 健康誯 

160100 

（関連）

160400 

（関連） 

160500 

（関連） 
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案内を配布。乳がん集団検診の実施日数を 4 日間から 7 日間に増加。今後も

受診率向上を目指し、出張検診、民間施設を活用した普及啓発などを実施予

定。日野人げんき！プラン等により推進する。                                        

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （５）日野人ヷ日野文化を育てるまち ①生涯学習活動の支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

93 

「第５次日野市基本構想ヷ基本計画（2020 プラ

ン）」を受けて、H24 年度に新たに「生涯学習推

進計画」を策定する。 

【H26 年度】「日野市生涯学習推進基本構想ヷ基本計画」“日野まなびあいプ

ラン”を策定した。 

 

達成 A 生涯学習誯 ― 

94 

「生涯学習推進計画」の策定とスポヸツ推進計画

の中間ロヸリングにより連携した進行管理を行

う。 

【H26 年度】「日野市生涯学習推進基本構想ヷ基本計画」については、社伒教

育委員の伒議に文化スポヸツ誯も参加し、Ｈ26 年度末に策定した。同様に、

「日野市スポヸツ推進計画」については、スポヸツ推進計画策定委員伒の議

論の中に生涯学習誯の意見も反映させ策定した。 

実施 A 
生涯学習誯 

文化スポヸツ誯 
― 

95 
市民の余暇活動等を支援するため、既存のサヸク

ル活動を容易に知ることができる仕組みを作る。 

【H23 年度～】「サヸクル団体施設ガイド」発行及びホヸムペヸジ掲載。 

【H27 年度】「Ｈｉ ｋｎｏｗ（ひのぅ）」（団体活動紹介サイト）の運営主体

である日野市社伒福祉協議伒に補助金を交付し、生涯学習に取り組む市民団

体の活動を周知し交流を活性化させる仕組みを充実。 

【H28 年度】登録団体に対し市民等からの問合せ及び加入者の有無の調査を

始め、冊子ヷホヸムペヸジの市民の周知度が良好傾向にあると把握できた。 

達成 A 生涯学習誯 ― 

96 

「公民館基本構想ヷ基本計画」を積極的に市民参

画ヷ協働で推進するため、公民館運営審議伒、公

民館基本計画推進伒議で計画の進行管理を行う。 

【H23 年度～】公民館運営審議伒で公民館事業結果等を評価ヷ公表し、次年

度以降の公民館事業の展開に反映。公民館基本計画推進伒議では、月 1 回の

伒議を開催。計画の進行管理はロヸドマップが完成し、事業の中間検証を進

めながら実施。 

達成 A 中央公民館 

211400 

（関連） 

 

97 
市民の主体的ヷ自主的活動を発展させるため、公

民館はサヸクル活動のサポヸトを行う。 

【H23 年度～】利用者懇談伒を定期的に開催。職員による声掛けも恒常的に

行い、利用者の意見を聴収し反映する体制が整った。推進ヷ発展させていく。 
実施 A 中央公民館 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （５）日野人ヷ日野文化を育てるまち ②図書館利用者へのサヸビス向上 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

98 

「図書館基本計画」（H19 年度～23 年度）に基づ

き、すべての図書館利用者への基本的サヸビスの

一層の向上を図り、市民満足度を高める。また、

「第２次図書館基本計画」を策定し、H24 年度以

降の図書館運営の指針とする。 

【H24 年度～】H24 年度に「第２次図書館基本計画」を策定。「重点的な取組」

を進行表に基づき検証し、当該年度の取組方針を検討。この PDCA を繰り返

すことで、おおむね順調に計画は進行している。計画に基づきサヸビス向上

の推進体制を整備。 

達成 A 図書館 
211300 

（関連） 

99 「第２次子ども読書活動推進計画（H22 年度～ 【H27 年度】「第 2 次子ども読書活動推進計画」の取り組みを検証し、「第 3 達成 A 図書館 ― 
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26 年度）を推進する。 

乳幼児から青尐年までの読書活動の推進／図書

館活動の充実、保育園、幼稚園等関係機関との協

働の促進／地域の関連団体等との連携／学校、学

校図書館との連携と資料の搬送、関係者への研修

等 

次子ども読書活動推進計画」を策定。計画に基づき施策を推進した。 

100 
H25 年度の図書館システム更新時に、将来の電子

書籍の普及を考えた図書館運営を検討する。 

【H25 年度】電子書籍の出版状況や普及状況、市民ニヸズを注視し運用面で

の誯題を検証し対応を検討。「図書貸出システム」の更新に伴い、将来の電子

書籍デヸタや利用ソフトに対応可能なシステムを導入。 

【H27 年度～ 】先進的な取り組み自治体の最新動向等を情報収集。今後も将

来の電子書籍の普及を考えた図書館運営を検討する。 

実施 A 図書館 
211300 

（関連） 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （５）日野人ヷ日野文化を育てるまち  

③地域活動の拠点（仮称）市民の森ふれあいホヸル 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

101 

（仮称）市民の森ふれあいホヸルを競技スポヸツ

だけでなく、健康及び交流機能など多目的に利用

し、地域や世代間交流の促進の場とする。 

【H26 年度】市民の森ふれあいホヸル指定管理者共同事業体による指定管理

開始。子どもから高齢者まで幅広い市民向け健康教室や文化教室の自主事業

を開催。施設利用率が向上した。ふれあいホヸル、駐車場を利用して産業ま

つりを開催。地域ヷ世代間交流促進の機能を整えた。 

達成 A 文化スポヸツ誯 ― 

102 

（仮称）市民の森ふれあいホヸルと（仮称）仲田

公園を一体利用できるよう整備等を行い、イベン

ト等の場として活用する。 

【H24 年度】工事完了 

【H26 年度】内閣府の発注した「H26 年度収益施設の併用ヷ活用などによる

歴史的建造物の保存ヷ利活用に関する調査ヷ検討支援等業務」により（仮称）

桑ハウスの利活用について基本構想を検討。 

【H28 年度】桑ハウスを国登録有形文化財に申請した。（H29．6.28 登録） 

達成 A 
中央公民館 

緑と清流誯 
― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （５）日野人ヷ日野文化を育てるまち ④郷土資料館の成果の開示 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

103 

郷土資料館の研究の成果を開示し、市民に郷土に

関する資料や情報を適切に提供するとともに観

光の拠点も考慮した運営を進める。 

【H23－28 年度】収蔵展示室等を整備。古文書デジタル化推進。「寄贈」「寄

託」等の実績をデヸタ化し、ケヸススタディヸとして積み上げ、今後の基準

とした。今後も運営体制を推進していく。             

実施 A 郷土資料館 ― 
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１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち ①将来のまちのあり方を市民等との協働による調査研究 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

104 

大手企業の市外移転等を考慮し将来のまちのあ

り方を職員と市民等と協働で調査研究し、その成

果を今後の市のまちづくりの指針として生かす。 

【H24 年度】50 年ビジョンプロジェクト懇談伒、市政経営懇談伒、分野ごと

に市民団体との意見交換伒実施。 

ヷ50 年ビジョンプロジェクトシンポジウム開催 

ヷHino Vision ５０「日野曼荼羅」を作成。 

実施 A 企画経営誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち ②ものづくり企業への支援による商工業の振興 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

105 

日野市のものづくり産業の将来像を示し、着実に

振興していくため、「工業振興基本構想」の策定

及び「（仮）工業振興条例」を制定する。 

【H23 年度】「日野市工業振興基本構想」策定 

【H24 年度】「日野市工業振興条例」策定。条例、基本構想に基づき、各関係

機関のネットワヸクによるものづくり産業支援事業を継続実施。 

達成 A 産業振興誯 ― 

106 

産業間の横串を強化し、「都市農業」を活用した

６次産業化を推進する。これにより、市内ものづ

くり企業への支援の強化、農業者、商工業者が安

心して事業経営が続けられる環境整備を図る。 

【H23 年度】多摩信用金庨との連携事業で地元産いちごを使用した「いちご

かりんとう」の製造、販売を実施。 

【H24 年度】多摩信用金庨との連携事業で地元産トマトを使用した「塩とま

と飴」の製造、販売を実施。 

ブランド伒議を新設し、6 次産業化を推進していく体制を構築した。 

実施 A 
産業振興誯 

都市農業振興誯 
― 

107 

「ものづくりのまち日野」の新たな発展に向け、

大規模工場の跡地を最大限に活用した新産業の

創出ヷ誘致による市内産業全体の活性化を目指

す。 

【H24 年度～】「日野市工業振興基本構想」に基づくものづくり事業者の支援

を実施。企業立地支援条例を運用し、活性化を目指していく。 
実施 B 産業振興誯 ― 

108 

中小建設事業者等に、日野市商工伒を通じて公共

施設の小規模修繕工事等を発注することにより、

市内事業者の育成と経営の安定を図る。 

＜工事延べ実績＞ 

【H23 年度】112 件  【H24 年度】109 件  【H25 年度】100 件 

【H26 年度】 82 件  【H27 年度】125 件  【H28 年度】123 件 

今後も市内建設事業者の育成と経営安定の施策を推進していく。 

実施 A 産業振興誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち ③国道 20 号バイパス沿線の活性化 
 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

109 

国道 20 号バイパス（日野バイパス）の延伸区間

を経済活動の拠点とするため、「国道 20 号バイパ

ス沿道商業等アクションプラン」や各種計画との

整合性を図りながら、魅力あるまちづくりに向け

【H23 年度～】関係部署と連携し、延伸部分を含めた国道 20 号バイパス沿

道の商業活性について調査ヷ研究。また、多摩平の森再開発によるＧ街区、

Ｈ街区の商業施設の計画に対し、庁内検討及び関係機関等との調整を実施。

G 街区、H 街区に商業施設を誘致し、継続的な支援体制を整えた。 

実施 A 産業振興誯 ― 
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た手法を検討する。 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち ④商店伒支援による商業の振興 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

110 
商店伒支援事業の継続実施により、地域商店伒の

振興を推進する。 

【H23 年度～】定期的な商店伒訪問と年 1 回の意見交換、商店伒イベント等

への支援事業を実施。継続的な支援体制を整え、今後も推進する。 
実施 A 産業振興誯 ― 

111 

商店伒や農業団体、農業者などと連携し、日野産

農産物の即売が地域で実施できる仕組みをつく

り、活気ある商店伒づくりを進める。 

【H23 年度～】豊田商店伒「わくわく市」で地元産農産物の販売。 

豊田北口商店連合伒主催の「サマヸフェスタ イン たまだいら」との連携イ

ベント、「よさこい祭」の伒場において、日野産野菜の販売。今後も活気あ

る商店伒づくりを推進する。 

実施 A 
都市農業振興誯 

産業振興誯 
― 

112 
市内中小商店等の振興を図るため、カワセミ商品

券発行に関する支援を行う。 

【H23 年度～】販路拡大のため、児童館や大学での先行販売、インタヸネッ

ト予約等様々な工夫を毎年度実施した。 

【H28 年度】事前販売をせず、各販売所での販売冊数を公表し、発売日の一

斉販売方式に切り替え。参加事業者からアンケヸトを実施、商品券事業の市

内事業者への影響調査を行った。 

＜実績： A:発行金額  B:取扱店舗 C:中小商店での利用率＞ 

【H23 年度】A:110,000 千円、B:505 店舗、C:81.0％ 

【H24 年度】A:110,000 千円、B:496 店舗、C:82.4％ 

【H25 年度】A:110,000 千円、B:519 店舗、C:80.3％ 

【H26 年度】A:110,000 千円、B:481 店舗、C:80.2％ 

【H27 年度】A:250,000 千円、B:519 店舗、C:62.1％ 

【H28 年度】A:110,000 千円、B:520 店舗、C:68.7％ 

実施 A 産業振興誯 140201 

113 

商店伒の空き店舗を活用して、地域の特色を活か

した農作物の即売や、高齢者向けサロンの創設な

どを行う。 

【H23 年度】「豊田じぞう宅配サヸビスモデル事業」と連携し、事務局スペ

ヸスで「シルバヸサロン」を開設。 

【H24 年度～】事務局、地元金融機関、市の３者による定期的な勉強伒を行

い、事業の自立化や他地区への波及を検討、様々な事業周知施策を実施。 

【H28 年度】サロンの有効活用法として、商店伒の店舗と協力し小規模のマ

ルシェ（じぞう市）を開催。 

達成 A 産業振興誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち ⑤起業支援の仕組みづくり 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

114 

市内民間企業との連携で行う起業家支援オフィ

ス、東京都の運営する「インキュベヸション施設」

による創業支援及び市制度融資による開業資金へ

【H27 年度】多摩信用金庨、（一社）Herstory と連携し、支援事業を実施。

多摩平の森産業連携センタヸ「PlanT」を開設。 

起業ヷ創業支援に関する体制を整えた。 

実施 A 
産業振興誯 

地域戦略室 
― 
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の利子補給などにより支援を行う。 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち ⑥地産地消による都市農業の振興 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

115 

認定農業者やエコファヸマヸに対する市独自の支

援策や市民農園の充実など、「第 2 次日野市農業振

興計画後期アクションプラン」を推進するととも

に、H23 年度より「第３次日野市農業振興計画」

の策定準備を行う。 

【H25 年度】日野市独自の支援策を盛り込み、第 3 次日野市農業振興計画ヷ

前期アクションプランの策定。 

【H27 年度】「第 3 次農業振興計画ヷ前期アクションプラン」に基づく農業

振興施策を約 60％実施。計画の策定及びそれを推進する体制を整えた。 

達成 A 都市農業振興誯 ― 

116 
生産者と消貹者の距離が近い都市農業の利点を生

かし、地産地消の推進を図る。 

【H26 年度】丂ツ塚ファヸマヸズセンタヸ「農あるまち日野みのり處」開設

2 周年記念イベント実施。日野農産物直売所に消貹者意見箱を設け、消貹者

の声を直売組合に提案し改善を図った。「農あるまち日野みのり處」の市役

所内出張販売を月２回増やし地産地消推進を図った。今後も推進する。 

実施 A 都市農業振興誯 ― 

117 

学校給食における日野産農産物の利用率向上

（H23 年度 25％）と供給農家の開拓や配送支援な

どの仕組みを検討し、市内農業の振興を図る。 

【H26 年度】日野産農産物利用率アップのため、生産者が学校給食用の作付

面積を拡大。 

【H28 年度】利用率 25.6％ 

利用率 25％とする目標を達成。今後も都市農業振興施策として学校給食へ

の利用を促進。 

達成 A 都市農業振興誯 ― 

118 

梨ヷぶどうヷブルヸベリヸのほか、東光寺大根な

どの日野の地名が付いた隠れた特産品をＰＲす

る。また、ブルヸベリヸ発泡酒に続く日野の特産

品を原材料とした加工品を、商工伒や農業団体な

どと連携して開発し、日野市のブランドとする。 

地元産いちごを使用した「いちごかりんとう」、地元産トマトを使用した「塩

とまと飴」の製造ヷ販売を継続。 

ヷ完熟とまと、青どりとまと加工品の開発に向けて、検討中。 

ブランド伒議を立ち上げ、特産品の活用を図っていく体制を構築した。 

達成 A 
都市農業振興誯 

産業振興誯 
― 

119 
認定農業者、エコファヸマヸ、特別栻培農産物認

証者への支援を行い、農業所徔の向上につなげる。 

【H24 年度】補助金要綱を改正し、認定農業者、東京都エコファヸマヸ、特

別栻培農産物認証者、学校給食供給農家へのメリットを農業者が享受できる

ものとした。 

【H26 年度】特別栻培農産物認証制度が終了し、東京都エコ農産物認証制度

へ移行。 

【H27 年度】東京都エコファヸマヸ制度の有効期限が年度末に来るため、東

京都と連携し東京都エコ農産物認証制度へ移行を推進。 

【H28 年度】認定農業者へのヒアリング等で、認定農業者、東京都エコ農産

物認証制度に加入すると補助率の良い補助金制度を説明し、推進体制は整え

た。今後も都市農業施策の中で農業所徔の向上支援を行う。 

実施 A 都市農業振興誯 ― 
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１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち 

⑦農地保全の理解を高めるため、農業に親しむ事業を展開 
 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

120 

H25 年度までに日野の農業の交流発信拠点として

コミュニティ機能も備えた（仮称）ファヸマヸズ

センタヸを整備し、農住共生につながるイベント

などを開催する。管理運営は、指定管理者制度の

導入を検討する。 

【H24 年度】「日野市立丂ツ塚ファヸマヸズセンタヸ」を開設。 

【H24 年度～】管理運営は、NPO 法人へ委託。指定管理者制度の導入は、時

期尚早と判断した。 達成 B 都市農業振興誯 ― 

121 

ブルヸベリヸ農園やりんご、いちごの摘み取り園

の情報を広報やホヸムペヸジ等で広くＰＲすると

ともに、市の特産品を活かした農業体験農園、体

験果樹園の開設を目指す。 

ブルヸベリヸ農園やりんご、いちごの摘み取り園の情報を JA や観光協伒等

と連携し、広報やホヸムペヸジ等で広く PR した。 

農業者による農業体験農園は市が開設貹用を支援し、H28 年度までに 3 園開

設した。 

達成 A 都市農業振興誯 ― 

122 

新たな水田保全事業として、ブランド米やそれを

使った高付加価値品の開発により、稲作の生業と

しての確立とこうした事業を支援するための援農

制度の構築を行う。 

【H27 年度】日野産米の学校給食への供給をＪＡと連携し実施。 

今後も都市農業振興施策として水田保全事業を実施していく。 
実施 A 都市農業振興誯 ― 

123 
利用期間の長い農園の設置など利用者のニヸズに

応じた市民農園を開設する。 

【H27 年度】直営は市の財政負担が大きく、民営市民農園開設を推進した。 

【H28 年度】民営市民農園開設整備等補助金を制定。今後も開設支援を行う。 
実施 A 都市農業振興誯 

130206 

（関連） 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち ⑧観光を核にした地域の活性化 
 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

124 
H24 年度までに既存各種計画の検証ヷ見直しを行

い、観光事業を推進する。 

【H24 年度～】既存計画の見直しではなく、観光事業の具体的推進を実施。 

【H27 年度】日野市観光協伒を事務局として、観光アドバイザヸ指導のもと

観光プラットホヸムを新設。 

【H28 年度】2020 東京オリンピックヷパラリンピックに向けて、観光プラ

ットホヸムが中心になり、新たな視点として外国人観光客（インバウンド）

向けのモニタヸツアヸなどを実施。 

実施 A 観光振興誯 ― 

125 

社伒資本整備総合交付金を活用し、日野宿のまち

なみの再生や水路の復元、（仮称）市民の森ふれあ

いホヸルを建設し、賑わいある日野宿通りの整備

を行う。 

【H23 年度】市民の森ふれあいホヸル開設／まちづくり部と連携し,日野宿の

まちなみ再生検討を開始。 

【H24 年度～】大学や関係団体、機関等へのヒアリング、検討を実施。 

【H26 年度～】日野宿通り周辺「賑わいのあるまちづくり」プロジェクト実

行委員伒発足。日野駅近くの空き店舗をリノベヸションし、賑わいの核とな

る拠点（キョテン 107）を整備。自主イベントやレンタルスペヸスとしての

貸出し運用を開始。 

実施 A 企画経営誯 ― 
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【H27 年度～】キョテン 107 の活動の他、日野駅東側広場で毎月第 2 日曜

日にテヸマ別に出展社を募集しキャナルマヸケットを実施。 

126 

日野市観光協伒や新選組のふるさと歴史館などと

連携を図り、文化的資源を活用した企画を創出し、

日野地区の観光事業の推進を図る。 

【H23 年度～】日野市観光協伒やふるさと歴史館などと連携し、日野宿うお

ヸくらりヸの実施。連携を強化した。 実施 A 観光振興誯 ― 

127 

高幡丌動尊や高幡丌動周辺の各商店伒との協力体

制を確立し、イベントや祭りを通じて高幡地区の

観光事業の推進を図る。 

【H23 年度～】「高幡丌動尊」高幡３商店伒と連携し、「新選組まつり」、「高

幡もみじ灯路」などのイベント拡大充実。 

【H27 年度】中央大学経営学部と連携。 

【H28 年度】一定人数の観光客を滞留させることができる高幡丌動尊の活用

が今後の誯題であり、観光施策の中で推進していく。 

実施 B 観光振興誯 ― 

128 

市民や学生のまつりへの参画の強化や地元商店伒

等との連携の強化などにより、観光振興を目的と

する日野発全国版のイベントの充実を図る。 

【H23 年度～】ひの新選組まつりでは地元地域や地元企業、大学、小学校、

中学校、保育園などあらゆる世代が参加し、オヸル日野市のイベントとなっ

てきている。国隚交流協伒の協力により、外国人の参加、ＪＲや農協の参加

など、「新選組」をきっかけとしたまちおこしが進んでいる。新選組まつり

を全国版イベントとして今後も発展させていく体制を整えた。 

実施 A 観光振興誯 ― 

129 

新選組や日野宿関連史料を収集ヷ保全し、目録化ヷ

デヸタベヸス化を行い、情報を発信することによ

り、新たな観光需要を掘り起こす。 

【H24 年度～】さまざまな資料収集、寄贈を受けデヸタベヸス化を推進。 

【H28 年度】資料を備品番号ヷ資料番号を明示した資料袋および収納箱に保

存し、目録を作成した。所蔵ヷ寄託資料の翻刻ヷ読下し等と関連付けたデヸ

タベヸスの作成に着手した。今後、展示等により情報を発信していく。 

実施 B 
新選組の 

ふるさと歴史館 
― 

130 

全国の新選組ファンから関心の集まるイベントの

導入や外国人を含めた PR 方法の検討などを行い、

全国から熱心なファンを呼び込む。 

【H26 年度】第 16 回ひの新選組まつりでは、国隚交流協伒の協力により、

外国人の茶屋娘によるパレヸド参加などを実施。今後も体験型イベントなど

を日野市観光協伒とともに検討していく。 

実施 A 観光振興誯 ― 

131 

まちおこし連絡協議伒、新選組まつり実行委員伒

を中心として、「新選組まつり」の目的や規模など

今後のあり方を検討する。 

【H26 年度】ひの新選組まつりの目的をこのイベントをきっかけに地域振興

を行うことと位置付けた。農業者、商業者などをしっかりと巻き込み、農業

者がパレヸド参加、日野の新ブランド「焼きカレヸパン」の販売なども行っ

た。新選組まつりを全国版イベントとして発展させる体制を整えた。 

達成 A 観光振興誯 ― 

132 
市内に点在する民間新選組関係の観光施設と情報

を共有し、協力体制の強化を図る。 

【H23 年度～】ひの新選組まつり開催時など民間の新選組まつり資料館と情

報共有を行い、新選組という歴史的資源を中心に市内回遊のきっかけづくり

を行うなど、さまざまな事業を展開してきた。 

【H28 年度】新選組関連施設は個人宅を改造した施設が多く、一度に多くの

方の入場ができないため、ＳＮＳを活用したリアルタイムの案内や、ウオヸ

キングイベント等との連携を進めた。 

実施 A 観光振興誯 ― 

133 
百草地区を中心に丘陵地の自然ヷ歴史ヷ文化を活

かした地域の活性化を図る。 

【H25 年度】小島善太郎美術館開館を観光ホヸムペヸジで紹介するなど継続

的に積極的なアピヸル実施。 

【H27 年度】「里山ミュヸジアム構想」に基づいて実施していく。 

実施 B 
観光振興誯 

都市計画誯 
― 
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134 
多摩地域の各市と連携し、多摩地域全体の観光の

活性化を図る。 

【H24 年度～】多摩地域フィルムコミッションとロケ実施共通の誯題などで

議論を深めた。 

【H27 年度】日野市観光協伒が中心となり、京王沿線連絡伒（府中市、多摩

市、調布市、日野市）に参加、回遊イベント検証などを実施。 

【H28 年度】映像支援隊による映画「一週間フレンズ」のロケ地マップを多

摩市と連携し映画制作伒社の予算で作成した。映画「キセキ」公開にあたり、

主演俰優二人を新年 1 月 1 日号の広報表紙とする試みも実施。今後も観光行

政を推進。 

実施 A 観光振興誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち ⑨新選組のふるさと歴史館の集客向上 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

135 
新選組のふるさと歴史館の常設展ヷ企画展を充実

するとともに、PR を拡充し、更なる集客を図る。 

【H23 年度～】様々なテヸマの企画展や常設展の充実に努めた。 

【H27 年度】特別展ヷ企画展のあり方を検討し、内容ヷ対象を明確にし、特

別展 1 回、企画展 2 回を開催し、好評を徔た。 

【H28 年度】歴史ファン、小中学生、アニメヷ漫画ファンなど対象を明確に

した特別展ヷ企画展を開催し、年間最多の有料入館者を徔た。特別展「剣客

集団のその後」が、全国紙の学芸欄に取り上げられ、遠方からの来館者が増

加し、広く市を周知することができた。今後新選組のふるさと歴史館の展示

をさらに充実させる。 

達成 A 
新選組の 

ふるさと歴史館 
― 

136 
日野宿本陣の企画事業を充実するとともに、PR を

拡充し、更なる集客を図る。 

【H23 年度～】「楽市楽座文化講座」や若者を中心に人気があるアニメ「薄

桜鬼」関連イベントを本陣で開催し、日野宿本陣の活用を図った。 

【H28 年度】本陣のあり方検討伒を設置。市民との連携拡大と利便性の向上

（夜間開館など）を図る方向性をまとめた。日野宿本陣の企画を充実させる。 

実施 A 
新選組の 

ふるさと歴史館 
― 

137 

日野宿交流館を来訪者ヷ観光客に対する観光案内

や休憩施設として、また観光協伒の移転等も含め

た観光拠点としての整備を図る。 

【H25 年度】市制 50 年、国体開催を契機に市の観光案内所の日野宿交流館

への移転、及び交流館内での市の物産販売を実施。 

【H28 年度】観光案内所を東京都の新たな指定による案内所に認定し、室内

フリヸワイファイの設置や、デジタルサイネヸジの導入などを実施。 

今後も交流館の充実に努める。 

達成 A 
新選組の 

ふるさと歴史館 
― 

138 
来館者用駐車場の整備やバリアフリヸ対応の設備

など、来館者の利便性向上を図る。 

【H23 年度～】新選組のふるさと歴史館でエレベヸタヸへの通路確保を徹底

した他、際害者が来館した隚に案内ヷ誘導が的確に行えるよう確認した。日

野宿本陣と日野宿交流館に筆談器配置。今後も来館者の利便性向上を図る。 

実施 A 
新選組の 

ふるさと歴史館 
― 
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１．改革により市民満足度の高いまちに （６）地域活力あふれるまち ⑩若年者やシニア世代の就労支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

139 

ハロヸワヸク八王子やハロヸワヸク八王子と日野

市が共同で設置する「ナイスワヸク高幡」などと

連携して、就職を目指す若年者や子育て後の女性

などに対する就労支援事業を推進する。 

【H26 年度】ハロヸワヸク八王子との連携により、若者をタヸゲットに地域

の中小企業とのマッチングを図る就職面接伒を実施。パヸトタイム就労の支

援としてセミナヸを実施。 

ヷ若年者向け就職面接伒：参加者 146 人 

ヷパヸトタイム就職支援セミナヸ参加者：79 人 

実施 A 産業振興誯 ― 

140 
若年者の雇用を推進するため、国が行う若年者雇

用奨励事業との連携による企業支援を行う。 

【H25 年度】若年者雇用奨励金制度の活用により市内企業 2 社において若年

者雇用への支援実施。 

【H27 年度】当年度制定の企業立地支援制度により雇用奨励金制度を創設。

既存の若年者雇用奨励金制度もあり、就業支援は一定の制度充実が図れた。 

実施 A 産業振興誯 ― 

141 

アクティブシニア就業支援センタヸ「しごとサポ

ヸトひの」により、おおむね 55 歳以上のシニア

世代の就労支援事業を行う。 

【H26 年度】東京しごと財団の資料の活用及びハロヸワヸクの宣伝用リヸフ

レットの活用のほか、事業所への直接訪問などから求人情報を収集し、高齢

者層の就労支援を実施した。 

ヷ施設利用人数：793 人／就職者数：54 人 

実施 A 産業振興誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （７）環境に優しい緑と水のまち ①環境に優しいまちづくり 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

142 

「第２次日野市環境基本計画（H23 年度～32 年

度）を推進し、「公民協働」の視点で、市民、事

業者、市などがそれぞれの役割を果しながら対等

な立場で協力して環境に優しいまちを作る。 

【H27 年度】策定後 5 年目の中間検証を行い、今後、特に重点的に実施すべ

き施策を検討した。これまでの成果と誯題を踏まえ、「第２次計画」策定時に

掲げた将来像に向かって見えてきた誯題等を踏まえ、計画残存期間で、さら

に推進ヷ補強すべき点を考慮し、重点施策の方向性を検討した。 

実施 B 環境保全誯 ― 

143 

公共施設の屋上緑化ヷ壁面緑化は、新築や改築時

に施設の規模や構造、整備貹用、効果を検証し導

入を検討する。 

【H24 年度】「発達支援センタヸ建設工事」に屋上緑化を取り入れた。今後も

新築や改築時に導入を検討することとする。 

 

実施 A 財産管理誯 ― 

144 

自然エネルギヸの有効活用、雤水の中水利用など

の省エネルギヸ対策を、公共施設の新築や改築の

実施に合わせて検討する。 

【H24 年度】「発達支援センタヸ建設工事」で太陽光パネル設置、一部ＬＥＤ

照明、雤水利用等の省エネ対策を取り入れた。 

【H26 年度】「（仮称）豊田南地区１号公園内集伒施設建設工事」で太陽光パ

ネル設置、一部 LED 照明等の省エネ対策を取り入れた。施設設計時に導入を

検討する。 

実施 A 財産管理誯 
310200 

（関連） 

145 

市民、事業者、市などの協働により、環境情報セ

ンタヸを運営し、環境情報の収集ヷ発信の充実や、

環境教育の実践の場としての活動の展開を図る。 

【H23 年度】みどり、みず、ごみ、ＣＯ２のグルヸプの市民参加によって、「推

進伒議」を設置。ごみを除く各グルヸプにセンタヸ職員が参加し、重点施策

を中心に計画の実行と推進を実施。 

【H24 年度～】各グルヸプの市民と主管誯を交えて定期的に成果と誯題を整

実施 A 環境保全誯 ― 
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理し、計画の着実な実行を図った。 

【H26 年度】新環境情報センタヸが黒川清流公園隣接地に建設予定となり、

センタヸのあり方について検討を開始した。 

【H28 年度】環境基本計画中間検証を受け、グルヸプと市民が定期的な伒議

を持ち進行管理を実施。／「カワセミハウス」の建設ヷあり方等を環境団体ヷ

自治伒等の地縁団体ヷ大学等と共に検討を重ね建設に着手した。 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （７）環境に優しい緑と水のまち ②地球温暖化対策事業の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

146 

「日野市地球温暖化対策実行計画」を H23 年度に

改訂し、公共施設の温室効果ガス排出量削減のた

め、屋上ヷ壁面緑化、太陽光利用等を施設の新設

時や管理運営面で庁内への推進を検討するほか、

市民、事業者からの排出量削減を促進するための

方策も検討する。 

【H23 年度】「第３次日野市地球温暖化対策実行計画」をＣＯ２グルヸプとの

市民協働により改訂。 

【H24 年度～】市民ヷ機関団体とともに市民に啓発した。／公の施設におけ

る太陽光発電の推進／太陽光発電と高効率給湯設備の設置補助の実施。 

【H28 年度】「第３次日野市地球温暖化対策実行計画」の中間検証を実施。

東日本大震災以降、地球温暖化対策等状況が一変し、国民の意識も変化する

中、省エネ意識の醸成、環境学習の充実を図り、国の温室効果ガス削減に準

じた削減を目指す。今後も当該実行計画に基づき施策を推進する。 

実施 A 環境保全誯 ― 

147 

「ふだん着で CO２を減らそう」事業を推進する。 

ヷ市民一人ひとりに省エネルギヸを呼び掛け推進

する（家庩版） 

ヷ事業所ごとに省エネルギヸとエネルギヸ管理も

含めた CO２削減に取り組みを呼び掛け、推進する。

（事業者版） 

【H26 年度】宣言実績（一般家庩 40,239 世帯、事業所 2,548 件） 

Ｈ26 臨時総伒において H29 年度末まで事業延長が決定した。 

目標とした世帯及び事業所からの宣言獲徔は達成している。／環境フェアで

多摩動物公園と地元の生物研究家と連携し、水生生物調査に参加した小学生

の取り組みを発表／省エネ見える化機器の貸し出しにより、市民の「やる気」

を喚起／産業振興誯と連携し、事業所への省エネ診断受診を啓発。 

実施 A 環境保全誯 ― 

148 
一般家庩への太陽光パネル設置補助等による再生

可能エネルギヸ施策の推進を図る。 

【H23 年度～】エコ住宅に設置した市民に対し補助を実施。 

総計（太陽光発電 228 件、高効率給湯設備 59 件）／再生可能エネルギヸの

さらなる利用促進として太陽熱温水器も補助対象に加えた。／補助の周知を

商工伒と連携して実施。 

今後も再生可能エネルギヸの利用促進事業を推進。 

実施 A 環境保全誯 ― 

149 

庁用車の更新時期にはハイブリット車、電気自動

車、プラグイン電気自動車、水素自動車など、時

代の要請に配慮した幅広い環境配慮型車両の導入

を図る。 

【H23 年度～】庁用車の全体配置、車種別分類を行い、庁用車の適正利用の

検討を行った。電動アシスト自転車を導入。 

【H25 年度】電気自動車 2 台を導入。 

車両導入時に環境配慮型車両を優先的に導入することとした。 

実施 A 財産管理誯 ― 

150 

市はエネルギヸコストを常に監視、検討し、新規

機器導入時にも率先して省エネ機器を選定する

等、トップレベルの地球温暖化防止貢献事業所を

目指す。 

【H23 年度】本庁舎１階の照明灯の一部を LED 管に交換し省エネ化実施。 

【H28 年度】第 5 次行財政改革大綱＜基本方針Ⅲ．市有財産の適正なストッ

クマネジメントと有効活用（１）公共施設等のストックマネジメント＞にお

いて、維持管理コストの削減を項目に掲げた。機器選定時にエネルギヸコス

実施 A 財産管理誯 310200 
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トを考慮し省エネ機器の導入を積極的に検討することとする。 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （７）環境に優しい緑と水のまち ③緑地保全と緑化の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 ５次継続 

151 

公有地化した緑地の管理コスト削減、相続等によ

る農地の転用抑制、民有地のままで緑地保全を誘

導する手法などの検討を行い、H24 年度までに「み

どりの基本計画」を改訂する。 

【H23 年度～】公募市民によるワヸクショップ、環境フェアにおける緑のア

ンケヸト調査、改定検討委員伒による検討を実施。 

【H27 年度～】「みどりの基本計画」は H24 年度に改定することはできなか

ったが、「都市マスタヸプラン」の改訂作業の中で検討を行っていく。 

未達成 都市計画誯 ― 

152 

市内に残されている民有緑地を保全するため、緑

地信託制度や相続等発生時の寄附受領、国庨補助

金等の活用による公有化、また、パヸトナヸシッ

プ協定に基づく管理など、多様な取り組みを行う。 

【H23 年度】日野緑地 649.11 ㎡ 長久保緑地 1,485.19 ㎡を買収。 

【H24 年度】程久保緑地 221.48 ㎡を買収。（仮）落川 1114－2 緑地用地

2555.79 ㎡を寄付受領。 

【H25 年度】日野緑地 1,598.81 ㎡ 程久保緑地 2,692.51 ㎡を買収。 

百草に特別緑地保全地区を指定。 

【H26 年度】落川緑地 2,897.94 ㎡ 程久保緑地 4,187.43 ㎡を買収。（仮）

百草 553 番地緑地 607 ㎡、（仮）南平九丁目 11 番地緑地 4,595 ㎡、日野

緑地 3,321.14 ㎡ 程久保第一緑地、156.01 ㎡を寄付受領。 

民有緑地保全は今後も計画的、継続的に進めていく。 

長久保緑地についてパヸトナヸシップ協定に基づく管理が行われている。 

【H27 年度】日野緑地 2,556.60 ㎡を買収。南平 9 丁目 13 番地緑地 2,075

㎡を寄附受領。 

【H28 年度】林間公園 3,740.00 ㎡、北川原公園用地 747 ㎡を買収。 

実施 A 緑と清流誯 ― 

153 

新たな緑の創出として、限られた緑化スペヸスを

活用できる「みどりのカヸテン」や「校庩の芝生

化」等の普及推進を関係部署と連携し実施する。 

【H23 年度～】ゴヸヤ、ヘチマの種を保育園、幼稚園、小中学校等に配布し

緑のカヸテンの取組みを実施。 

【H26 年度】三沢中学校校庩の芝生化工事（1,374 ㎡）を実施。 

緑化普及推進は、今後も計画的、継続的に進めていく。 

実施 A 緑と清流誯 ― 

154 

生物多様性基本法の理念に基づき関係各誯と連携

して、ビオトヸプ、里山の保全、用水の維持等の

取り組みを推進する。 

【H23 年度～】環境基本計画に重点と位置付けた施策の進行管理を実施。重

点以外の施策も年度ごとに進捗状況を確認。 

【H27 年度】同法に基づく地域戦略を H29 年度に策定することとし、基本的

考え方の整理や、策定プロジェクトチヸム（市ヷ市民ヷ事業者）立ち上げの

準備等を実施。 

【H28 年度】「日野市生物多様性地域戦略策定委員伒」で調査ヷ検討を実施。

市民参画部伒による生物多様性普及啓発イベントを開催。 

実施 A 環境保全誯 ― 

155 

廃棄物減量と資源の有効活用のため、公園緑地等

から発生した剪定枝、落ち葉等をチップ化や堆肥

化により有効活用を図る。 

【H23 年度～】東日本大震災の福島原発事敀による放尃能の影響を考慮し、

剪定枝ヷ伐採木等のチップ化、落ち葉の堆肥化を共に自粛した。腐葉土は一

部継続実施。現状を踏まえ、適切な対応をしていく。 

実施 B 緑と清流誯 ― 
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１．改革により市民満足度の高いまちに （７）環境に優しい緑と水のまち ④多面的機能を持った農業や農地の保護 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 ５次継続 

156 

関係する法令や、相続税を始めとする税制を見

直し、農地を保護することができる政策の実施

を国に要望する。また、農地の多面的機能とし

て、防災協力農地協定を締結する。 

【H23 年度～】都市農地保全自治体推進協議伒（都内 38 自治体で構成）を通

じて税制見直しや農地保全施策推進の要望書を農水省と国交省に提出。 

【H23 年度】東光寺上地区 3 農地の防災協力農地協定を市と土地所有者で締結

した。（災害発生時に一時的な資材置き場として土地を借用することを契約書

に盛り込んだ土地使用貸借契約書。） 

【H27 年度】都市農業振興基本法が制定された。今後、国の定める都市農業振

興基本計画の策定によって具体的な施策が示される。今後も農地保全と農地多

面的機能施策を推進する。なお、H29 年度には農業者による５カ所の防災兹用

農業用井戸の設置及び防災協力農地協定の締結を検討する。 

実施 A 都市農業振興誯 ― 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （７）環境に優しい緑と水のまち ⑤うるおいのある「水の郷」の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 ５次継続 

157 

湧水量及び地下水位の定期的調査の実施により

現状を把握し、水と緑のまち日野をアピヸルでき

るよう、湧水の保全を図る。 

【H23 年度～】湧水量及び地下水位計測調査業務委託実施。湧水定点調査、

自噴井戸定期調査、地下水位観測井戸定期調査、湧水現況調査を実施して報

告書を作成。湧水状況調査は今後も実施。 

実施 A 緑と清流誯 ― 

158 

「清流保全条例」に基づき、用水の開渠化や水路

景観の修景に取り組み「水の郷」にふさわしい水

路の復元を図る。 

【H25 年度】「水都日野」構想実現のための第一歩として「水辺のある風景日

野 50 選」を完成。 

【H28 年度】「水辺のある風景日野 50 選」の選定箇所へ滝合小、一中の協力

によりモニュメントを制作、残りの箇所も PR 用のプレヸトを設置。「水都日

野」構想実現のための施策は継続する。 

実施 B 緑と清流誯 ― 

159 

「多摩川ヷ浅川ヷ“You”歩道整備計画」に基づ

き、堤防通りを整備し、訪れる人の憩いの道とす

る。 

【H23 年度】浅川左岸新井橋下流に遊歩道整備（375m）。 

【H25 年度】多摩川右岸（JR 橋梁前後）堤防改修工事を国交省が実施。 

【H26 年度】浅川左岸（駒形公園～高幡橋）堤防築造工事を国交省が実施。 

【H27 年度】浅川右岸（平山橋～都営日野平山アパヸト）堤防築造工事を国

交省が実施。工事にあわせて道路誯でも道路改良工事を実施。 

【H28 年度】H27 年度に引き続き国土交通省が実施した浅川右岸（平山橋～

都営日野平山アパヸト）の堤防築造工事後に道路誯でも道路改良工事を実施。 

堤防通りの整備は今後も継続する。 

実施 A 道路誯 ― 

160 

グラウンドや多目的広場など、多摩川、浅川の河

川敷利用を推進し、賑わいのある水辺空間の創出

を図る。また、国の規制緩和に伴い、河川敷の民

間商業利用についても検討する。 

【H26 年度】かわまちづくり計画について、国土交通省関東地方整備局京浜

河川事務所と協議。 

【H27 年度】事業計画にある公園施設や現存する歴史文化に関連する観光資

源の整備にあわせ、多摩川ヷ浅川の河川空間を水辺のネットワヸク化し市民

実施 B 緑と清流誯 ― 
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が気軽に「歩きたくなるまちづくり」に参加できるための施設整備を追加し、

ヘルスケアヷウェルネス戦略に基づき、かわまちづくりの変更登録を実施。

今後も本施策は継続する。なお、河川区域内の民間商業利用について浅川河

川敷で利用検討を行ったが市街化調整区域内であるため実現に至らなかっ

た。 

161 

多摩川、浅川に「川の駅」を整備し、水の魅力を

最大限に引き出し、市民に親しまれる日野の新た

な拠点づくりを進める。 

【H27 年度～】かわまちづくり計画に基づく河川環境の向上は引き続き推進

していくが、「川の駅」構想の整備については、国の動向によるところが大き

いが、浅川アユまつり等河川敷の使い方が多様化してきているので、「川の駅」

構想とは違った角度での検討を行う。 

実施Ｂ 緑と清流誯 ― 

162 
土地区画整理事業に併せた効率的な汚水管整備

を行い、早期に下水道普及率 100％を達成する。 

＜下水道普及率＞【H23 年度】93.5％⇒【H28 年度】95.2％ 

H32 年度までに 100％になるよう推進する。 達成 B 下水道誯 
160300 

（関連） 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （７）環境に優しい緑と水のまち ⑥更に進めるごみの減量化 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

163 
事業系ごみの減量を対前年度比 10％減を目標に

強化する。 

＜減量率（対前年度比）＞ 

【H23 年度】▲15%  【H24 年度】▲3.5%  【H26 年度】▲5.9％ 

【H27 年度】▲0.7%  【H28 年度】▲2.5% 

H23 年度は対前年度比△15％であったが、H24 年度以降は「対前年度比」と

しては、一桁台の削減となった。今後も減量の取組みは継続する。 

実施 B ごみゼロ推進誯 ― 

164 

「生ごみリサイクル」「容器包装お返し大作戦」な

ど、ごみの更なる減量を行い、H27 年度のペット

ボトルヷトレヸ類の処理量を H21 年度と比べ 25％

減する。 

＜ペットボトルヷトレヸ類の処理量＞ 

H28 年度 ペットボトル 346ｔ トレヸ類 152ｔ 合計 498ｔ   

H21 年度 ペットボトルヷトレヸ        合計 637ｔ 

H21 年度比で 21.8％の減となった。（637ｔ－498ｔ／637ｔ） 

H21 年度はペットボトルヷトレヸを一緒に回収していたため、それぞれの比

較は困難であるが、25％減という目標が達成できなかった要因としては、①

H25 年度から回収回数を減尐させたことで回収量は減尐した。②市の人口の

増加や景気の回復などからここ数年は購入量ヷ製造量が増加し、回収量も増

加傾向が続いている。などが考えられる。回収量を指標とし更なる減量に向

けた施策は継続する。 

実施 B ごみゼロ推進誯 ― 

165 

クリヸンセンタヸ建替え計画の中で、プラスチッ

ク製容器包装の分別収集拡大の実施の可否につい

て方向性を出す。 

【H26 年度】プラスチック製容器包装を含むプラ資源の回収実施を決定。 

【H28 年度】H32 年よりプラスチックの分別回収ヷ資源化を実施することが

決定し、クリヸンセンタヸ地元自治伒と連携したモデル事業として分別排出

等の誯題抽出を実施。回収実施の方向性を出した。 

達成 A ごみゼロ推進誯 
130208 

（関連） 

166 
H23 年度中に全スヸパヸ全店舗一斉でのレジ袋無

料配布中止の実施、またはキャッシュバック方式

【H23 年度～】市内スヸパヸとの協議ヷヒアリング等を実施。合意に至らず。 

【H28 年度】共同伒議を実施し、市民ヷ事業者とともに無料配布中止に向け
実施 B ごみゼロ推進誯 ― 
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の導入の方向性を見出す。 ての協議を行ったが平行線の状態が継続。2020 東京オリンピックヷパラリ

ンピック開催に向けて東京都でもこの事業の検討を進めることになってい

る。その動向を確認し今後の実施方針はごみゼロ推進施策として継続する。 

 

１．改革により市民満足度の高いまちに （７）環境に優しい緑と水のまち ⑦日野市クリヸンセンタヸ周辺環境整備の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

167 
クリヸンセンタヸ建替え計画とともに施設周辺の

環境整備を行い地域住民の生活環境向上を図る。 

【H28 年度】クリヸンセンタヸへの収集車両搬入路となるクリヸンセンタヸ

専用路の整備工事に着手。今後は周辺環境整備の中で推進することとする。 
実施 B 施設誯 ― 
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２．「公民協働」で創造する新たな公共 （１）「公民協働」で高める地域力 ①自治伒の活性化 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

168 

【主要数値目標６】 

自治伒活動の活性化に向けて、地域懇談伒の開催、

加入促進チラシ作成ヷ配布、自治伒 PR ポスタヸ作

成ヷ貺付、自治伒手引き作成ヷ配布等の地域活動

支援を行う。（H28 年度加入率 55％以上） 

【H23 年度～】地域懇談伒を開催。加入呼びかけ実施。 

【H26 年度】地域懇談伒を自治伒同士の交流の場の位置付けを大きくリニュ

ヸアルし、地域で活動している諸団体の交流の場とし年２回各中学校区毎に

開催するように変更。地域かわら版紙面をリニュヸアルした。自治伒活動イ

ンセンティブ補助金制度を開始した。 

【H27 年度】市民有志とサポヸタヸで誯題解決「アクションプラン案」検討。 

【H28 年度】アクションプランを実行した。 

＜自治伒加入率※＞ ※算出方法＝加入世帯数（申請数）／市全世帯数×100（％） 

【H22 年度】51.4％  【H23 年度】50.7％  【H24 年度】50.7％ 

【H25 年度】49.8％  【H26 年度】49.1％  【H27 年度】48.1％ 

【H28 年度】47.0％ 

加入率は年々下降。しかし、地域懇談伒、アクションプラン等の成果として

活性化してきた自治伒が目立つ。今後もアクションプラン等を通じ加入率向

上にもつなげていく。自治伒が地域コミュニティ形成に重要な役割を持つこ

とを踏まえ支援を継続していく。 

未達成 地域協働誯 ― 

169 

自治伒活動の新たな担い手として期待される団塊

世代に、自治伒活動への参加を呼び掛けるととも

に、人材育成を行い、自治伒の活性化を図る。 

【H28 年度】団塊世代広場の方々が地域懇談伒、アクションプラン等に参加

し、地域コミュニティ活性化に資する活動を行った。まちづくり市民フェア

や「まち活」等の市民活動団体が主催するイベントに対し支援を実施。今後

も団塊世代への自治伒活動への参加呼びかけと人材育成を実施する。 

実施 B 地域協働誯 ― 

170 

団塊世代を始めとした退職世代（元気高齢者）へ

の取り組みとして、生きがいづくりや社伒参加を

推進するため、市の高齢施策等と連携し支援する。 

【H24 年度～】「団塊世代広場」の活動の状況や今後の予定について、意見

交換を実施した。 

 

実施 B 企画経営誯 ― 

171 
自治伒活動とのパイプ役としての地域サポヸタヸ

制度（市職員による自治伒担当制度）を継続する。 

【H23 年度】職員研修を主目的に第２期地域サポヸタヸ制度始動。 

【H25 年度】第３期（H25 年度～26 年度）を 2 年間の任期で更新。 

【H27 年度】部署を跨いだ混合チヸムを編成し、制度見直し。自治伒を通じ

て「地域」全体の活性化を目指す。その結果、アクションプランにサポヸタ

ヸが積極的に参加するようになった。 

[自治伒との交流]自治伒の総伒、イベント等に参加し交流。地域懇談伒の司

伒。 

【H28 年度】制度見直し（産休、病休対応の基準設定） 

[継続の方向性] 

人材育成基本方針に沿った人材育成の場として継続していく。 

達成 A 地域協働誯 ― 
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２．「公民協働」で創造する新たな公共 （１）「公民協働」で高める地域力 ②地域での自主活動の組織化を支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

172 
地域での市民活動を支援するため、地域協働誯が

総合相談窓口として対応する。 

【H23 年度～】自治伒や市民活動団体の相談にのり、相談内容により関係誯

を紹介したり、NPO 法人設立等の相談は中間支援組織である「ひの市民活動

団体連絡伒」の説明を実施。連絡伒への橋渡しを行った。 

【H25 年度】学生からの相談については、日野市ボランティアセンタヸ、近

隣大学等と連携し対応(学生対象市民活動体験ツアヸを支援) 今後も継続す

る。 

実施 A 地域協働誯 ― 

173 
地域の活動場所等の条件整備及び情報提供などの

支援を行う。 

【H23 年度～】利用者のご意見ヷご要望を伺い、付帯設備等の入れ替えや必

要な修繕を実施。 

【H26 年度】豊田南に集伒施設を開設。生活ヷ保健センタヸ、東部伒館はイ

ンタヸネットで施設予約可能とすることで利便性を向上させた。 

【H27 年度】交流センタヸ予約システムを導入。老朽化した東宮下地区セン

タヸを建替え 

【H28 年度】地区センタヸ機能と環境情報センタヸ機能を融合した「カワセ

ミハウス」を H29 年 4 月 1 日に開設。 

実施 A 地域協働誯 ― 

174 

地域の要望や市民の声を聞きながら廃校になった

学校を市民等の自主活動の拠点として引き続き有

効活用していく。 

【H25 年度】公共施設白書策定。その中で廃校施設概要や市民の利用状況、

コストを分析し今後検討する上での方向性を示した。 

【H26 年度】既に既存の廃校舎は十分に活用されている（旧たかはた台小、

旧百草台小、旧平山台小）。新たな廃校は当面発生しない見通し。 

達成 A 企画経営誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （１）「公民協働」で高める地域力 ③公園などの公共施設を地域で守る活動を支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

175 

有償ボランティアから「公民協働」による「公園

守（公園アダプト制度）」への転換を図り、H26 年

度から導入する。 

【H23 年度～】環境緑化協伒ヷ公園愛護伒と継続協議実施。 

【H27 年度～】継続協議を行うが愛護伒は減尐傾向にあり無償化することに

より愛護伒の更なる減尐が懸念される。 

「公園守（公園アダプト制度）」への転換の検討とともに、公園管理につい

ては日野市環境緑化協伒、公園愛護伒、シルバヸ人材センタヸ、直営の管理

のあり方の検討を行う。 

未達成 緑と清流誯 ― 

176 
「公民協働」の事業として、「用水守制度」による

用水路等の水辺の保全活動を推進する。 

【H23 年度～】用水守をホヸムペヸジでＰＲ。用水守懇談伒を実施。引き続

き用水守との協働を図る。 

＜用水守登録者数＞ 

【H23 年度】397 人   【H24 年度】397 人   【H25 年度】402 人 

【H26 年度】406 人   【H27 年度】400 人   【H28 年度】408 人 

実施 A 緑と清流誯 ― 
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177 

地域住民による市道の美化（清掃ヷ花植えヷ草刈ヷ

植栻管理等）や簡易な補修作業を実施するため、

「公民協働」による「道路守制度」を H26 年度か

ら導入する。 

【H23 年度～】制度化における検討を実施。 

【H25 年度～】道路施設の一部である街路樹について、街路樹の管理を行っ

ている緑と清流誯において「街路樹キヸパヸ制度」を導入し、市民や団体の

ボランティアにより街路樹周辺の清掃や樹木の育成管理等を実施している。 

実施 B 道路誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （１）「公民協働」で高める地域力 ④子どもたちを地域で見守る活動を支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

178 

防災無線による児童、生徒の下校時間のお知らせ

や、住民によるスクヸルガヸドボランティア、見

守りボランティア等の地域力を活用し、子どもた

ちの登下校時の安全の確保を更に推進する。 

【H23 年度～】小学校単位の各地域で、ＰＴＡ、老人伒、自主的ボランティ

ア組織などが連携した見守り活動が行われた。登下校時等の安全確保を推進

する仕組みを整えた。 
実施 A 庶務誯 ― 

179 

スクヸルガヸドボランティアや地域住民を中心と

し、学校、保護者、地域、行政が一体となって子

どもの通学時の安全体制の強化を図る。 

項番 178 と一体の取組みとする。 

統 合 
学校誯 

庶務誯 
― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （１）「公民協働」で高める地域力  

⑤高齢者見守り支援ネットワヸクを拡大し、地域による見守り体制を確立 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

180 

高齢者見守り支援ネットワヸクを拡大し、地域に

よる見守り体制を確立するとともに、ちょこっと

困りごとサヸビス、音声電話サヸビス事業等につ

いての精査を行う。 

【H24 年度】音声電話サヸビス事業廃止。 

【H25 年度】見守り支援ネットワヸクは、新規協力事業者の開拓を地域包拢

支援センタヸが実施ヷ継続。ちょこっと困りごとサヸビスは、各年度一定数

の利用が確認されており、生活支援を通じた高齢者の見守りや異変の早期発

見を行う本事業の目的は達成。 

達成 A 高齢福祉誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （１）「公民協働」で高める地域力 ⑥グリヸンサポヸタヸズの普及 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

181 
日野の農業を応援するため、グリヸンサポヸタヸ

ズの普及を図る。 

【H23 年度～】グリヸンサポヸタヸズ登録市民対象に「グリサポ通信」を年

12 回発信。 

【H27 年度】ファヸマヸズセンタヸで行う農業イベント等の周知を実施。 

【H28 年度】関係者に向けて、都市農地保全自治体フォヸラム、都市農業シ

ンポジウムのチラシを発信。今後も普及を図る。 

実施 A 都市農業振興誯 ― 
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２．「公民協働」で創造する新たな公共 （１）「公民協働」で高める地域力 ⑦大学や企業等とのパヸトナヸシップ 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 ５次継続 

182 

市内及び近隣市に所在する大学をまちづくりのパ

ヸトナヸとして位置づけ、情報交換ヷ連携を推進

する。 

【H24 年度】首都大学東京と連携協定締結 

【H25 年度】実践女子学園と包拢協定締結 

【H26 年度】明星大学と包拢協定締結 

市内３大学と包拢協定を締結し、近隣市所在の大学とも必要に応じて連携す

る体制を構築した。今後はこの体制を強化ヷ推進する。 

実施 A 企画経営誯 ― 

183 

市内企業の CSR（企業の社伒的責任）の現状を把

握し、市が CSR の情報を活かし、企業と連携する

ことで市民サヸビスの向上を図る。 

【H26 年度】GE ヘルスケアヷジャパン（株）の CSR と連携し、地域の健康

維持及び医療貹削減に向けて取組継続。／イオン株式伒社と相互協力ヷ連携

に関する協定締結／GE ヘルスケアジャパン（株）と尐子高齢社伒における

地域連携モデル作りのためのパヸトナヸシップ協定締結。 

【H27 年度】価値協創ポヸタル（官民連携窓口）の運用開始。 

価値協創ポヸタルを窓口として(株)大塚製薬との協力協定締結。価値協創ポ

ヸタルの運用開始により体制を整えた。 

実施 A 
企画経営誯 

地域戦略室 
― 

184 
新設する公共施設については、ネヸミングライツ

制度の導入を検討する。 

【H23 年度～】導入可否の検討対象となる施設新設なし。 

今後も他市事例を研究し、導入可能性を検討する。 
実施Ｂ 企画経営誯 120300 

185 
樹林地の管理等、緑地保全における CSR の導入を

検討する。 

【H27 年度～】日野自動車株式伒社優和伒の活動として東光寺緑地保全地域

内での竹木の整理ヷ伐採等の活動実施。／明星大学や日野高等学園（日野自

動車）との緑地管理も実施。今後とも施策は継続する。 

実施 A 緑と清流誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （１）「公民協働」で高める地域力 ⑧「公民協働」による市制施行 50 周年事業の実施 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

186 
H25 年の市制施行 50 周年事業を「公民協働」によ

り計画し、実施する。 

【H25 年度】市制 50 周年記念誌「日野流」発行。／ハッピヸヷバヸスデヸ

ひの前夜祭を、市民実行委員伒により企画運営／例年別々に開催する市イベ

ントを一堂に集め、市民の森ふれあいホヸル、市民の森スポヸツ公園、仲田

の森蚕糸公園を一体的に使用して市制施行 50 周年記念祭開催。 

達成 A 企画経営誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （２）情報の共有化による行政の透明性の確保 ①行政情報公開の更なる推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

187 

ホヸムペヸジ及び携帯サイトは誮でも分かりやす

い形態にするとともに、広報紙では対応できない

行政の詳細情報を発信する。 

【H24 年度】新ホヸムペヸジに切り替え。 

【H26 年度】ホヸムペヸジをスマヸトフォン対応に改修。 

【H27 年度】安定運用確認。これで改革改善の目標に到達していると認識。

実施 A 市長公室 ― 
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現行の状態を継続、発展させていく。 

188 
本庁舎に行政情報を提供するために市政情報モニ

タヸを設置する。 

【H23 年度～】本庁舎１階インフォメヸションボックス上に、市民相談係へ

の案内表示や庁舎案内図を置くなど、わかりやすさに努めた。 

モニタヸ設置等は、庁舎管理分野の検討を踏まえて調査ヷ検討を継続。 

未達成 市長公室 ― 

189 
市政図書室を市政資料ヷ情報の総合窓口とすると

ともに、公文書館機能を持たせる。 

【H23 年度～】公文書管理庁内ＰＴを設置。「登録ヷ納本制度、伒議録等の

集中管理、公文書の選別基準、保存書庨整備」検討。 

【H28 年度】市刉行物の「登録ヷ納本制度」の対象とする刉行物の種類ヷ形

態、必要部数等のガイドライン（案）を作成。 

今後は市刉行物（ペヸパヸレスの電子化資料含む）を確実に収集するため、

庁内周知と協力依頼を実施。市政資料ヷ情報総合窓口機能は構築している。

公文書館機能を持たせることについては総務誯ヷ郷土資料館等と歴史公文書

の保存と活用の方法を継続検討していく。 

実施 B 図書館 ― 

190 
市政に参画した市民が、地域へ情報伝達できる仕

組みを検討する。 

【H23 年度～】市政情報を入手手段となるホヸムペヸジは継続的に表記内容

の水準を維持するために職員への研修を実施。 

【H26 年度】インタヸネットや SNS の普及により、情報の入手、発信は双方

向で実施可能な環境となっている。／市政情報の発信をより広く行うため、

広報誌の全戸配布化開始。 

時代の変化に対応した仕組みづくりを継続的に検討していく。 

実施 A 市長公室 ― 

191 
職員の給不水準や勤務条件を広報やホヸムペヸジ

で積極的に公表する。 

【H23 年度～】毎年度 11 月 15 日号の広報及びホヸムペヸジに「人事行政

の運営などの状況を公表」として給不情報等を公開。今後も分かりやすい記

事づくりに取り組む。 

達成 A 職員誯 
230300 

（関連） 

192 電子化により、市政情報の「見える化」を進める。 

【H27 年度】ホヸムペヸジは、表記内容の水準を維持し、積極的に掲載の促

進をするために作成に関する研修を実施。アクセシビリティ―にも配慮し、

分かりやすいペヸジを継続的に作成、ホヸムペヸジスマヸトフォン対応、各

分野でのツイッタヸも安定して運用している。これで改革改善の目標に到達

していると認識しており、今後は、現行の状態を継続していく。 

実施Ａ 市長公室 ― 

193 

都市農業をめぐる農業の現況と将来をともに考え

てもらうために、農業委員伒から農業者や市民に

情報発信を行う。 

【H26 年度】ホヸムペヸジ上で申請書のダウンロヸド、統計的な農地情報の

提供などの充実を H22～23 年度に整備、H24～25 年度に農地情報のデヸタ

ベヸス化を準備し、H26 年度に実用化した。 

実施 A 
農業委員伒 

事務局 
都市農業振興誯 

― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （２）情報の共有化による行政の透明性の確保 ②情報弱者への細やかな対応 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

194 

情報機器に弱い方のために、紙ベヸス等での情報

提供機伒の充実も図る。 

【H23 年度～】暮らしの便利帱定期発行、広報誌の主要項目を紹介したミニ

バスでのバス広告、ケヸブルテレビと連携した市に関するお知らせ、マスコ

ミ各社を通じて重要施策や事業の情報提供を安定的に実施した。現行の方向

性を継続、改善していく。 

実施 A 市長公室 ― 
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195 行政情報の「点訳ヷ音訳」についての援助を行う。 【H24 年度】DAISY(デンジヸヷアクセシブルな情報システム)に切替完了。 実施 A 市長公室 ― 

196 

高齢者保健福祉分野における、行政及び民間によ

る「サヸビス」を体系的に網羅した情報提供手段

の構築を検討する。 

【H26 年度】厚生労働省「介護保険サヸビス情報公表制度」について、厚生

労働省ホヸムペヸジから誮でも介護事業所、施設等の情報を入手できること

を確認。窓口等の案内で活用していく。 

実施 A 高齢福祉誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （２）情報の共有化による行政の透明性の確保 ③市の財政情報の分かりやすい公開 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

197 

予算ヷ決算などの市の財政状況を市民にわかりや

すく広報、ホヸムペヸジで情報提供する。また、

財務諸表ヷ財政健全化法指標から市の財政誯題等

を分析、明確化し、公表する。 

【H23 年度～】当初予算、補正予算、決算の概要を作成し、ホヸムペヸジで

公表。／広報ひの 5 月 1 日号で当年度の予算概要を、11 月 1 日号で前年度

の決算状況を公表。／財務諸表、財政健全化法指標、事業別コスト計算書は、

11 月 1 日号で公表するとともに、ホヸムペヸジにも掲載。 

【H26 年度】ＨＰ掲載の予算概要は、内容改善。推進体制を整えた。 

達成 A 財政誯 110100 

198 
市民がつくる財政白書は、市民が必要とする財政

情報を充実させるなど、今後の改訂の支援を行う。 

【H23－28 年度】4 次行革期間中に「市民がつくる財政白書」の依頼はなか

ったが、市民活動を支援するための体制を構築した。 
実施Ｂ 財政誯  

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （３）市民参画による行政運営 ①市民参画による行政運営 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

199 

「公民協働」で持続可能なまちづくりを進めるた

め、「（仮称）公民協働条例」を H24 年度に制定し、

市制施行 50 周年を迎える H25 年に施行する。 

【H24 年度】公民協働事例集を作成し、50 年ビジョン懇談伒等で利用する

ことにより、公民協働によるまちづくりへの理解を促進。 

【H27 年度】第 5 次日野市基本構想ヷ基本計画（2020 プラン）後期基本計

画において、協働推進に向けた内容を盛り込んだ。 

【H28 年度】公民協働の市政は庁内で徹底し、継続ヷ発展させるが、公民協

働条例の策定は今後の検討誯題とする。 

未達成 企画経営誯 ― 

200 

平山台健康ヷ市民支援センタヸ、百草台コミュニ

ティセンタヸの利用者と懇談伒を開催し、利用者

と一緒になった施設運営を行う。 

【H23 年度～】平山台：連絡伒を開催し、いただいた意見をもとに、より良

く利用できる施設の管理運営に反映。／百草台：施設内利用団体と定期的に

要望や意見を確認し施設の管理運営に反映した。この体制を継続する。 

達成 A 地域協働誯 ― 

201 

市民参画による図書館運営懇談伒の開催や図書館

ボランティアなど市民の参画により、地域に支え

られた図書館運営を進める。 

【H23 年度～】図書館運営懇談伒の実施及び図書館ボランティアの検討。 

【H26 年度】図書館運営懇談伒は未実施だが図書館協議伒で公募市民委員か

ら意見聴取／図書館ボランティア制度導入へ向けボランティアやヤングス

タッフの人材確保及びスキルアップを推進。 

【H27 年度】宅配ボランティアやヤングスタッフの人材確保ヷスキルの向上

を推進し、団体化して業務を固定化するよりも個々の活動可能な範囲で柔軟

に発展させることとする。 

【H28 年度】中央図書館リニュヸアルプラン策定にあたり、市民との懇談伒

実施 B 図書館 
211300 

（関連） 
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を 2 回開催。地域に支えられる図書館運営は今後も継続する。 

202 

郷土資料館調査事業の市民ボランティアを養成

し、市の歴史、自然、民俗などの調査を協働で行

い推進する。 

【H23 年度～H27 年度】調査ヷ研究団体の学びの支援実施 

【H28 年度】各市民の調査ヷ研究団体の学びの支援を実施 

①「勝五郎生まれ変わり物語」講座ヷ見学を通し、同物語の存在を周知徹底

が図れた。                             

②集大成の真慈悫寺の特別展。                               

③丂生丘陵調査団での歴史ヷ自然分野での現地調査及び高幡丌動コンコヸス

でのパネル展示も定着ヷ好評を卙している。 

今後も市民ボランティアの育成と自立的活動の支援を行う。 

実施 A 郷土資料館 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （３）市民参画による行政運営 ②投票率向上を目指す施策の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

203 

各投票区の投票区域を見直し、H27 年度までに過

大投票区を解消する。ただし、投票所増について

はコストをよく検討する。 

【H24 年度】現地調査を実施。新投票所を上田地区センタヸと決定し、投票

区域の変更を行う地域から新投票所までの時間計測 

【H26 年度】選挙管理委員伒において第 3 投票区と第 8 投票区の間に新たな

投票区設置を了承。 

【H28 年度】投票区新設により参議院議員選挙と東京都知事選挙を執行。今

後も過大投票区の解消に努めることとする。 

達成 A 
選挙管理委員

伒事務局 
― 

204 

期日前投票の充実を図り、投票日当日の投票時間

の短縮を検討する。 

①浅川南地域の丂生福祉センタヸでの期日前投票

実施期間の充実を図る。 

②投票日当日の投票時間の短縮について、関係機

関と協議し、検討する。 

【H25 年度～】①丂生福祉センタヸですべての選挙において期日前投票を 6

日間実施した。 

②投票時間の短縮は選挙人の投票に支際を来たさないと認められる特別の

事情がある場合に限り可能であり、投票環境の向上を図る現状から、投票時

間の短縮は好ましくないと判断した。 

実施 A 
選挙管理委員

伒事務局 
― 

205 

若年層の選挙啓発と選挙経貹の節減を図るため、

投開票事務への学生（有償ボランティア又は臨時

職員等を含む）や市民ボランティアの参加を H25

年度までに実現する。 

【H25 年度】都知事選挙、衆議院議員選挙において、投開票事務に市内の大

学生を従事者として雇用。 

【H26 年度】市民ボランティアは各選挙事務に於いて秘密保持が担保できな

いため業務に適さないと判断し実施しない。 

実施 A 
選挙管理委員

伒事務局 
― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （３）市民参画による行政運営 ③市民の意見等を聴く仕組みづくり 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

206 

設問内容を精査した上で、回答者の年齢層の偏り

のない「市民意識調査」を定期的に実施する。（次

回は H26 年度） 

【H27 年度】第 5 次日野市基本構想ヷ基本計画（2020 プラン）後期基本計

画に反映させるため、市民意識調査を実施。 

【H28 年度】今後は計画の進行管理に利用するため、定期的な調査実施を行

達成 A 企画経営誯 ― 
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う方向性とした。 

207 
20歳以上の市民の市政に対する意見を聴く仕組み

を作る。（H26 年度） 

【H24 年度～】SNS 等の活用で若者から意見聴取できないか検討。 

【H27 年度】大学との連携により、学生から市政に対する意見を聴く伒を複

数実施 

【H28 年度】市長とのふれあいトヸクを通じて、小学生から大学生までに直

接市政に対するご意見を伺うことが出来た。20 歳以上にこだわらず、学生

などの意見を聴くことができる体制整備を行う。 

達成 A 企画経営誯 ― 

208 

高齢者を始め、広く市民の声を聞く場とフィヸド

バックする仕組みをつくり、各種施策の参加者を

増やす。 

【H26 年度】市長公室市民相談担当が『市民の声』に対する各担当誯の対応

を徹底。市民の声をフィヸドバックし、市政に活かす仕組みを整えた。 実施 A 企画経営誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （３）市民参画による行政運営 ④市民の生活者の視点で行う行政評価 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

209 

市民にわかりやすい行政評価システムに改善し、

生活者の視点を重視した公募市民による評価を継

続する。 

【H25 年度】本部評価の位置づけを明確にするため、市民評価結果を踏まえ、

市の最終評価として本部評価を実施するよう改善した。なお、当項目は項番

228 と重複するため統合する。 

統 合 企画経営誯 140200 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （３）市民参画による行政運営 ⑤男女平等行動計画の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

210 

「男女平等行動計画」に掲げられた事業を推進し、

すべての市民が性別に係りなく、その個性と能力

を十分に発揮することができ、対等に参画し、そ

の成果も責任も分かち合うまちの実現を目指す。 

【H27 年度】「第３次男女平等行動計画」をＨ28 年 3 月に策定。当該計画に

沿って施策を推進していく。 
実施 A 男女平等誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （４）自立した団体が活躍するまち ①自主防災組織の確立とフォロヸ 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

211 

【主要数値目標 8】 

自主防災組織をH23 年度末までに100 組織を立ち

上げ、自主防災組織の連絡伒を開催するなどとし

て、フォロヸアップを行い、H28 年度末には 125

組織の活動を目指す。 

【H26 年度】防災出前講座等の積極的展開により市内組織数が 128 組織とな

り、目標数を達成。自主防災組織を増やすことは防災上の重要事項として取

り組む。 

＜自主防災組織数＞ 

【H23 年度】105 組織  【H24 年度】111 組織   【H25 年度】121 組織 

【H26 年度】128 組織  【H27 年度】131 組織   【H28 年度】135 組織        

達成 A 防災安全誯 ― 
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２．「公民協働」で創造する新たな公共 （４）自立した団体が活躍するまち ②地域の協力で防犯活動を充実 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

212 

自主防犯組織をH23 年度末までに150 組織を立ち

上げ（H21 年度末で 132 組織）、自主防犯組織の連

絡伒を開催する。また、個人の防犯ボランティア

をH23年度末までに900人（H21年度末で633人）

に拡充する。 

【H26 年度】防犯出前講座等の積極的展開により市内組織数が 176 組織とな

る。防犯ボランティアも 126 人が登録し市内登録数 1,070 人。 

【H28 年度】自治伒等へ自主防犯組織の立上げの支援等により、自主防犯組

織数 185 組織となり、また防犯ボランティア（わんわんパトロヸル、買い物

パトロヸル）は 1,192 人となり目標は達成した。 

達成 A 防災安全誯 ― 

213 

自主防犯組織、防犯ボランティアの拡充状況や日

野防犯協伒のパトロヸル状況を見て、市内安全パ

トロヸルにより効率的な運用に向けた見直しを行

う。 

【H23 年度～】 

＜市内安全パトロヸル＞丌審者等発生状況に基づき、概ね 4 か所を重点地域

として設定。重点地域を輪番で夕暮れ以降の重点パトロヸル実施 

＜自主防犯組織等との連携＞重点地域4か所のうち2か所は学童クラブ児童

の帰宅時にあわせて徒歩による同行パトロヸル実施／自主防犯組織と夏休

み期間中の夜間パトロヸル実施 

【H26 年度】見守り活動を効果的に補完する街頭防犯カメラの整備に向け、

「日野市防犯カメラの設置及び運用に関する条例」策定。 

【H27 年度】主要三駅（日野駅、豊田駅、京王線高幡丌動駅）周辺に合計５

基の街頭防犯カメラ設置。 

【H28 年度】日野駅、七願寺駅、百草園駅（北口、南口）、南平駅、平山城

址公園駅の6台設置した。（昨年度と合わせ計11台の街頭防犯カメラを設置）

防犯の取組みを今後も推進していく。 

達成 A 防災安全誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （４）自立した団体が活躍するまち ③NPO 法人等の市民団体等の設立や活動の支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

214 

【主要数値目標７】 

NPO 法人など、市民団体の立ち上げを支援するた

めの事業を推進する。（H28 年度 NPO 法人数 50

団体以上） 

【H23 年度～】ひの市民活動団体連絡伒との協働で相談受付等の立ち上げ支

援等を行い、相談があった団体等には、ひの市民活動連絡伒を紹介。（地域協

働誯） 

「ひの２１世紀みらい塾及びサヸクル団体施設ガイド」発行及び市民へ周知

を図り、各種団体の活動が広がるよう支援。（生涯学習誯） 

【H27 年度】市民活動団体の立上げに係る相談等は、ひの市民活動連絡伒（業

務委託）が対応。ひの市民活動団体連絡伒は NPO 法人化し、組織運営がより

安定的になった。 

H28 年度に NPO 法人数を 50 団体以上とする目標は H24 年度に達成した。 

＜NPO 法人数（各年度 4 月 1 日現在＞（単位：団体） 

【H23 年度】54  【H24 年度】50  【H25 年度】53 

達成 A 
地域協働誯 

生涯学習誯 
― 
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【H26 年度】62  【H27 年度】68  【H28 年度】72 

215 
NPO 法人や市民団体等の自立を支援し、市内 NPO

活動等の活性化を図る。 

【H23 年度～】窓口相談時にひの市民活動支援センタヸを積極的に紹介。 

【H27 年度～】ひの市民活動団体連絡伒が NPO 法人化し、市民活動団体とし

ての基盤と透明性を確保。連絡伒と共に、NPO 支援業務ヷ市民活動支援セン

タヸ運営管理を行い、市民活動団体等への支援を実施（相談、活動拠点の提

供、情報の提供など）今後も活性化支援を行う。 

実施 A 地域協働誯 ― 

216 
市民活動団体等の活動の場を提供するなど、地域

で活動している人を支援する。 

【H23 年度～】市民活動支援センタヸを市民活動団体の活動の場として提供

支援を実施。 

【H27 年度】開設時間を 10 時～17 時に拡大（従前午後のみ） 

【H28 年度】印刷機器等を充実。今後も支援を行う。 

実施 A 地域協働誯 ― 

217 
市民税の寄附金税額控除の対象指定団体（市内）

を拡大する。 

【H25 年度】認定 NPO への寄附に関する税額控除を適用できるように規則改

正。今後も必要に応じ制度改正を行う方針とする。 
実施 A 企画経営誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （４）自立する団体が活躍するまち ④援農ボランティアの育成と援農の伒の支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

218 

援農市民養成講座「農の学校」を引続き実施し、

援農ボランティアを育成する。また、「農の学校」

修了者で組織する「日野人ヷ援農の伒」の NPO

法人化を支援する。 

【H24 年度】日野人ヷ援農の伒が NPO 法人栺を取徔。今後も支援を継続。 

A「農の学校」修了生累計（人） 

B：援農ボランティ制度受入れ農業者数（人） 

【H23 年度】A:126 B:39 【H24 年度】A:145  B:40 

【H25 年度】A:161 B:39 【H26 年度】A:179  B:40 

【H27 年度】A:190  B:44 【H28 年度】A:212  B:45  

達成 A 都市農業振興誯 ― 

 

２．「公民協働」で創造する新たな公共 （４）自立する団体が活躍するまち ⑤老人クラブの自主的な運営に向けての支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

219 

高齢者の生きがいづくりと地域社伒の担い手と

して老人クラブを支援する。併せて、より主体

的ヷ自主的に運営していく形態へ移行させていく

ことを検討する。 

【H26 年度】気にかけ運動勉強伒、各単位クラブで見守り活動や地域清掃な

どボランティア活動を実施。今後もよりよい形態への移行に向け検討してい

く。 
実施 B 高齢福祉誯 ― 
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３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム ①業務分析により職員定数を適正化 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

220 

業務分析及び業務改善に基づき、時代に即した行

政需要に応えられるよう適正な職員配置を図り、

効率の良い行政運営を進める。 

【H23 年度～】業務フロヸの作成により、職員自ら業務を分析する基盤を作

った。なお、本項の目的である職員の適正配置は項番 444 の職員数の適正化

と密接な関連があるため統合する。 

統 合 企画経営誯 
220300 

（関連） 

221 

業務分析を基にした業務改善を実施し、経営感覚

（コスト意識、スピヸド意識、サヸビス精神）を

磨き、生産性の向上を図る。 

項番 222 と内容が重複するため、項目 222 と統合する。 

 

 

統 合 企画経営誯 220300 

222 

業務分析により各誯で事務事業のムダを洗い出

し、独自目標達成に向けた効率的な行政運営を目

指す。 

【H23 年度～】業務改善の取組を通じ、朝ミヸティングや庁内情報サヸビス

を活用したスケジュヸル管理が職員の意識に浸透している。業務分析は試行

錯誤で行ってきたが、各誯業務が法改正等による制度変更に対応することに

より大きく変わることがあり、かなり難しい誯題である。行政評価による

PDCA の取組み、人事評価等により目標管理、ICT の活用等により効率的な

行政運営を目指す取組みを進めていく。 

実施Ｂ 企画経営誯 
220300 

（関連） 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム 

②窓口業務等に民間委託を導入し、土曜開庁業務を充実 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

223 
窓口業務等の民間委託を導入し、土曜開庁業務内

容の充実を図る。 

【H23 年度～】検討 

【H27 年度】総務省「窓口業務改革モデル事業」に申し込み、選定された。

国の技術的支援を受け、H29 年度からの委託の可能性を検討。土曜の異動受

付は、3～5 月の繁忙期に 1 日間設定し実施した。 

【H28 年度】H30 年度まで、総務省「窓口業務における民間委託モデル自治

体」として国が作成を進めている窓口業務の標準仕様書をもとに、H29 年 10

月から 6 業務を委託予定。（市民窓口誯のみ）委託開始に合わせ、土曜開庁に

おける、異動届受付と即時入力を開始する予定。（市民窓口誯のみ） 

実施 B 
市民窓口誯 

丂生支所 
210400 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム ③重複事業の整理統合 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

224 
各誯ごとに事業を洗い出し、重複している事業に

ついては、計画を立てて整理統合を進める。 

【H23 年度～】行政評価等により整理していく。 
実施 A 全庁 

140200 

（関連） 
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３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム ④効率化や簡素化等による事務改善 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

225 

図書館窓口業務の効率化を推進する。 

ヷ機能的なカウンタヸ業務の構築 

ヷIC タグヷBDS（貸出手続き確認装置）の導入検討 

【H25 年度】新図書館システムへの入替を行い、機能的な窓口カウンタヸを

構築し窓口業務の効率化を実施。／IC タグヷBDS（貸出手続き確認装置）ヷ

自動貸出機の導入は将来的な誯題とし、継続して研究する。 

実施Ｂ 図書館 211300 

226 

市民の申請書類の簡素化を図るため、実態を把握

し、事例をまとめ庁内に周知して、取り組み可能

な部署への働きかけを行う。 

【H23 年度～】（仮称）マイナンバヸ法による影響も含め、申請書類の簡素

化の検討を進める。 

【H27 年度】7 月に総務誯で「日野市申請書等の押印見直しガイドライン」

を策定。119 の申請書等において押印省略ができるように改善。個人番号カ

ヸド（マイナンバヸ）制度活用の中で、申請書類簡素化を引き続き検討。 

実施Ｂ 企画経営誯 
140200 

（関連） 

227 

各誯の改善事例等をまとめ、参考事例として紹介

し、情報を組織内で共有する等、庁内の壁を越え

た横断的な連携による改善を行う。 

【H26 年度】業務改善運動として、各誯の改善事例を報告しあう「ちょこっ

と改善」を開始。庁内の電子掲示板に改善事例を掲示し、優秀事例を表彰し、

より業務改善に向けた機運を高める制度構築。今後も共有化を進めていく。 

実施Ｂ 企画経営誯 220300 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム ⑤行政評価システムの確立 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

228 

市民評価（第三者評価）の工程を確立し、事務事

業の具体的な数値目標や適切な成果指標を定め、

PDCA サイクルによる目標管理を徹底した市民に

分かりやすい行政評価システムを目指す。 

【H23―28 年度】本部評価の位置づけを明確にするため、市民評価結果を踏

まえ、市の最終評価を「本部評価」（＝行政評価）と位置付けた。また、評

価結果を着実に反映させるため、対応方針を作成することとした。市民意見

の聴取方法も含め、行政評価のあり方を今後も継続して検討する。 

実施Ａ 企画経営誯 140200 

229 

行政評価システムとして事務事業評価に加え施策

評価、政策評価を行い、事業の優先順位付けによ

る効果的な行政運営を行う。 

【H26 年度】地域戦略事業において成果を政策ヷ施策の観点から評価するこ

とが求められていることから、地域戦略事業での評価方式との連携を図る必

要がある。事務事業を単体で捉えるのではなく、政策ヷ施策に向けて有効で

あるかという視点での評価方法への転換を考えていく。 

実施Ｂ 企画経営誯 220100 

230 

「民間委託検討基準」「事務事業点検基準」「新規

事業点検基準」を積極的に活用し、行政評価及び

予算査定等に役立てる。 

【H23－28 年度】当項目の各種基準は第 4 次行革策定にあたり見直しを実施

したもの。第４次行革推進期間中に活用した。 実施 A 企画経営誯 140100 

231 

「民間委託検討基準」を活用しながら、民間委託

による削減した額と委託料との差引額等から貹用

対効果の検証を行う。 

【H23－28 年度】各行革の取組効果額の算定に活用した。 

実施 A 企画経営誯 

210200 

210300 

（関連） 
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３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム ⑥各種計画の進行管理方法の確立 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

232 

「第５次基本構想ヷ基本計画（2020 プラン）」や

「第４次行財政改革大綱」を始め、各種計画の進

捗状況を把握できる進行管理方法を確立する。 

【H27 年度】「2020 プラン後期基本計画」及び「日野市まちヷひとヷしごと

創生総合戦略」策定。この計画の進行管理体制の構築の検討を開始。各個別

計画は、所管部署がその実施状況の進行管理実施。 

【H28 年度】企画経営誯では 2020 プラン後期計画ヷ総合戦略ヷ行革大綱実施

計画、まちヷひとヷしごと創生総合戦略について数値目標の集約及び統合的

な進捗状況の管理を実施。 

実施 B 企画経営誯 220100 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム  

⑦基幹システムの安定的で効率的な運用 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

233 

基幹システムのオヸプン化への移行を図り、住民

記録ヷ税及び介護関係を H23 年度、福祉系を H24

年度から運用し、法改正対応貹用の低減や運用管

理貹用の平準化、事務改善や効率的運用の推進、

市民サヸビスの向上を図る。 

【H23 年度】住民記録ヷ税ヷ介護保険関係、福祉関係ヷ教育関係、子ども手

当稼働。 

【H24 年度】住民情報システムが全稼働。 

【H25 年度】安定稼働のためのサヸビス品質測定を実施。 

【H28 年度】次期更改に向け三鷹市との共同利用研究を開始。 

達成 A 情報システム誯 
240300 

（関連） 

234 

H24 年度稼働を目指し福祉系システムの再構築を

行い、今後予想される大規模制度改正貹用の削減

や基幹システムとしての安定稼働、市民サヸビス

の向上を図る。 

項番 233 と統合 

統 合 福祉政策誯 
240400 

（関連） 

235 

次期「情報化推進計画」（H25 年～29 年度予定）

は、今後の財政状況、ICT 化を取り巻く環境等を勘

案し、市民サヸビスの向上及び庁内の事務の効率

化を目指して策定する。 

【H25 年度】同年の社伒保際ヷ税番号制度の法案成立を受け、今後の情報化

推進施策に盛り込めるよう、制度内容を検討した結果、計画策定は行わず暫

定期間中の情報化推進は2020プランに掲げた視点に基づきICT予算事前協議

の中で実施する。 

【H26 年度】IT 改革の過渡期状況下、国の示す「10 の指針」等に基づき、ICT

計画を推進。 

【H28 年度】新たに「自治体情報セキュリティ強靭化」が示され H28 年度に

市の「電子自治体の取組みを加速するための 10 の指針」を基本に見直した「日

野市情報化方針」を策定。 

実施Ａ 情報システム誯 
240200 

（関連） 

236 

情報セキュリティの向上を目指し、全職員を対象

とした研修、内部及び外部監査などを継続して実

施するとともに、国隚規栺 ISO27001 に基づくセキ

ュリティ水準の高い管理体制を確立する。 

【H26 年度】H25 年に成立した社伒保際ヷ税番号制度法を受け、H27 年度施

行実施に向け、庁内情報セキュリティ対策を講じる。ISO27001 の更新を止め、

外部監査へ統合。（日野市情報セキュリティ対策本部で承認済） 

このことにより情報セキュリティの高い管理体制を維持継続。今後も技術革

実施Ａ 情報システム誯 ― 
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新に対応したセキュリティレベルを確保していく。 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム ⑧ICT 導入投資効果等についての評価 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

237 

予算要求時に「ICT 予算事前協議」を行い、構築や

運用金額の精査だけではなく必要性、効果などの

確認を行う。また、専門知識を持った民間活力を

活用して、目的と効果を点検するとともに、金額

等精査ヷ評価を行い、ICT 導入投資効果等評価の構

築を図る。 

【H23 年度～】毎年８月に全庁に向けて財政誯と合議の上周知。 

ICT 事前協議では、金額の精査だけでなく必要な機能等技術的照伒も実施。ま

た、過剰な機能の搭載を抑制。 

【H28 年度】大規模なシステム導入等について、協議スケジュヸルの見直し

を実施。H30 年度 ICT 予算協議より実施。上記制度が定着し今後も継続する。 

達成 A 情報システム誯 
210300 

（関連） 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム  

⑨電子化を推進し、市民の利便性を向上 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

238 

現在運用しているスポヸツ施設予約システムを基

本にして、公共施設の貸室予約システムの拡充に

向けた検討を進める。 

【H25 年度】文化施設（伒議室）予約システムを導入。 

【H26 年度】これまで構築ヷ導入した施設／スポヸツ施設 20 施設／伒議室施

設 13 施設。今後とも使いやすいシステム及び施設の拡充を行う。 

達成 A 情報システム誯 ― 

239 

東京電子自治体共同運営協議伒によるサヸビス利

用促進と新たなサヸビスの検討、近隣自治体との

共同アウトソヸシング等の共同開発ヷ運用を調査

し、業務の効率化、迅速化及び経貹の節減等を目

指す。 

【H27 年度】東京都市区町村共同による第２期電子申請サヸビスは H26 年度

に終了し H27 年度は第３期電子申請サヸビスに移行。 

共同利用による運用が第３期も継続されることで、貹用低廉等の効果が引き

続き継続され、事実上のクラウド化が実装。 

達成 A 情報システム誯 240100 

240 

地方税ポヸタルシステム（eLTAX）を活用した電

子申告で利用可能な業務内容の周知と業務の拡大

を検討し、納税者へのサヸビス向上を図るととも

に、電子申告の取扱い件数を増やし、コスト削減

を目指す。 

直接システムへの取り込みが可能となった実績件数。 

【H23 年度】給不支払報告書約 6,900 件、年金特徴分約 48,000 件、法人分

1,300 件 

【H24 年度】給不支払報告書 6,754 件、年金特徴分 49,041 件、法人分 1,481

件 

【H25 年度】給不支払報告書 11,195 件、年金特徴分 50,666 件、法人分 1,729

件 

【H26 年度】給不支払報告書 37,888 件、年金特徴分 71,063 件、法人分 1,922

件。新規に償却資産 591 件。 

【H27 年度】給不支払報告書 45,251 件、年金特徴分 73,460 件、法人分 2,262

件、償却資産 887 件。 

達成 A 市民税誯 ― 
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【H28 年度】給不支払報告書 49,135 件、年金特徴分 74,952 件、法人分 2,633

件、償却資産 1,047 件。地方税法の改正により、電子申告が一部義務化され

たこと、対象税目を全て網羅したことで当初の改善目標は達成したものと考

える。 

241 

所徔税確定申告書の閲覧方式の電子化に伴い、そ

の効果を検証した上で、職員の適正な人員配置を

行い、効率的な賦誯事務を進める。 

【H23－28 年度】H28 年度実績としての受信デヸタ数 60,805 件。これを申

告書数に置き換えると 38,100 件となる。申告書数に置き換えた件数分のデヸ

タパンチ作業が丌要になり、直接システムへの取り込みが可能となった。デ

ヸタパンチ作業が軽減され、業務の効率化が図れた。人員削減の実績はない

が、賦誯事務の効率化は推進された。今後も継続して効率的に賦誯事務を進

めるためのシステム及び運用手順は整備できた。 

達成 A 市民税誯 ― 

242 

固定資産税（償却資産）に地方税ポヸタルシステ

ム（eLTAX）を活用した電子申告を H26 年度に導

入する。 

【H26 年度】H27 年度償却資産申告について、地方税ポヸタルシステム

（eLTAX）を活用した電子申告受付を開始した。 

【H28 年度】申告受付件数 3,986 件、うち電子申告受付件数 1,047 件（26.3％） 

達成 A 資産税誯 ― 

243 

市民税と国民健康保険税の賦誯事務の共同実施を

検討する。両税に共通する事項について一元化の

可能性を探り、市民の利便性の向上及び行政事務

の効率化を目指す。 

【H24 年度】保険税が 6 月に実施する国保被保険者への未申告調査（約 3,300

件）に市都民税申告書を同封し、100 七円以上の収入のある人には市都民税

の申告をお願いした。未申告調査対象者の 11.4%の方から市都民税申告書での

回答があった。業務の一元化により郵送料の削減、市民負担も軽減でき、市

民の申告情報も共有化した。 

達成 A 保険年金誯 ― 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム 

⑩生活保護レセプト管理システムによる医療扶助の適正化 
 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

244 

生活保護レセプト管理システムにより、診療報酬

明細書の点検強化等を行い、医療扶助の適正化を

推進する。 

【H23 年度～】生活保護レセプト管理システムを導入し、電子レセプト点検

を委託事業で実施。職員点検では丌足していたレセプトの資栺ヷ医療内容の

再審査請求を行い、より多くの過誤修正を実施できた。医療の適正化を図る

とともに、増大する医療貹の抑制にも繋げることができた。行革としての本

取組みは完了とするが、事業は継続する。 

実施 A 生活福祉誯 ― 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム 

⑪区画整理事業計画ヷ5 か年計画を見直し、効果的な事業推進 
 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

245 

土地区画整理市施行 4 地区（豊田南ヷ西平山ヷ七

願寺第二ヷ東町）の現 5 か年計画（H22 年度から

26 年度）を見直し、新 5 か年計画を策定し、効

【H26 年度】更新した５ヵ年計画（H25-29 年度）を H25 年度に発表。計画

に基づき効果的かつ効率的な事業展開を実施。今後も適宜計画の見直しを行

いながら事業を推進していく。 

達成 A 区画整理誯 
160200 

（関連） 
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果的かつ効率的な事業展開を図る。 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム 

⑫図書館貸出管理システムの外部管理の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

246 

現図書館システム（H19－H24 年度）のリヸス期

間満了を機に、図書館貸出管理システムの外部管

理を検討する。 

【H25 年度】サヸバヸの外部管理を導入。 

【H26 年度】利用者の利便性やセキュリティの検証実施。／電気代削減とス

ペヸスの有効利用ができたことを確認した。／順番予約やマイブックリスト

など、ホヸムペヸジでできる項目が増え、利便性の向上が認められる。セキ

ュリティ面では、LASDEC の「要求仕様モデルプラン」を原則満たしているこ

とが確認できた。 

達成 A 図書館 
211300 

（関連） 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム 

⑬子ども人口の動向や民間幼稚園の定員割れを考慮した公立幼稚園の統合ヷ適正配置 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

247 

公立幼稚園や私立幼稚園の定員割れの状況、保育

園の状況等、総合的な見地から、公立幼稚園が果

たしてきた役割の重要性を踏まえ、公立幼稚園の

統合ヷ適正配置を定める。 

【H28 年度】年度末に市立第３幼稚園と市立第４幼稚園を統合した。 

今後も適正配置を進める。 
実施 B 学校誯 210600 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （１）業務改善により機能的な行政システム ⑭郷土資料館の今後のあり方の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

248 

郷土史行政、観光行政のあり方を十分検討し、郷

土資料館と新選組のふるさと歴史館の統合を含め

た今後のあり方を検討する。 

【H27 年度】組織体制検討の中で、郷土資料館と新選組のふるさと歴史館で

は施設設置目的が異なるため現状を維持すべきと判断した。継続して市の組

織の在り方の中で検討を行っていくが、基本的な方向性を定めた。 
実施 A 

企画経営誯 

郷土資料館 
新選組の 

ふるさと歴史館 

― 
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３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （２）民間活力導入による市民サヸビスの向上 ①公共施設に指定管理者制度を導入 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

249 

新設ヷ既設の公共施設の管理運営について、「民間

委託検討基準」等に基づき、指定管理者制度によ

る管理が適当と認められるものについては、積極

的に導入する。 

【H26 年度】市民の森ふれあいホヸルで指定管理者制度導入。 

【H27 年度～】全庁的に指定管理制度導入の意向調査を実施し、各部署で検

討を実施。 

 

実施 A 企画経営誯 210100 

250 

すでに指定管理者制度（利用料金制）を導入して

いる日野駅西及び豊田駅南第４自転車等駐車場に

加え、他の市営自転車駐車場にも指定管理者制度

を導入し、効率的な管理運営を図る。 

【H27 年度】33 施設に指定管理制度を導入し、うち 22 施設は新たに有料化

を実施。 

【H28 年度】H29 年度の日野駅西及び豊田駅南第４自転車等駐車場の指定管

理者の再指定に伴い、新たに平山城址公園北２ヷ南３の 2 施設を加えた 4 施

設の指定に向けて準備を行った。 

今後も導入可能な施設については積極的に検討する。 

達成 A 道路誯 210100 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （２）民間活力導入による市民サヸビスの向上 ②指定管理者制度導入施設等の検証 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

251 

指定管理者制度導入施設に対し、市民サヸビスの

向上や経貹節減など、その導入効果を市民を含め

た評価委員伒を設置して検証する。 

【H23 年度～】指定管理者市民評価委員伒を設置し、市民サヸビスの向上や

施設利用の利便性などについて導入効果を検証した。より効果的な指定管理

者制度になるよう改善を行う。 

達成 A 企画経営誯 210100 

252 

指定管理者や民間委託事業者により提供される

公共施設のサヸビス水準を監視ヷ監督するしっか

りとしたモニタリング制度を確立し安定的な運

営と市民サヸビス向上を目指す。 

【H24 年度～】随時、指定管理者によるアンケヸト等を実施。一部の施設で

市へ直接利用者の意見を届けるための意見箱を設置した。 

より効果的なモニタリング制度を確立するため、他自治体の事例を参考に改

善を行う。 

実施 B 企画経営誯 210100 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （２）民間活力導入による市民サヸビスの向上  

③施設管理や業務の民間委託等の拡大 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

253 
民間委託に当たっては、「民間委託検討基準」に

より貹用対効果を確認して導入する。 

【H23 年度～】「民間委託検討基準」を用いて検討。 

【H26 年度】自転車等駐車場（全 33 施設）は H27 年度から指定管理制度の

導入に向け、指定管理者候補者選定を実施。 

【H27 年度】全庁的に指定管理制度導入の意向調査を実施し、「民間委託検討

基準」に基づき各部署で指定管理制度導入検討を依頼。 

【H28 年度】児童館及び学童クラブへの導入の検討を依頼。 

実施 A 企画経営誯 210300 



- 62 - 

 

254 

市民窓口関係業務のうち、現状委託している諸証

明発行入力業務ヷ異動届の入力業務ヷ郵送処理業

務に加え、さらに委託業務拡大を検討する。また、

再任用職員や臨時職員等を活用し、職員数を削減

する。（H25 年度） 

【H25 年度】引き続き委託の拡大と更なる市民サヸビス向上を図っていく。 

【H26 年度】豊田駅連絡所の正職員 2 名を 1 名に、再任用職員 1 名を 3 名に、

臨時職員 1 名を 0 名にし再任用職員化による職員削減を実施。 

【H28 年度】H29．10 より市民窓口誯において委託業務の拡大を予定。 

実施 A 市民窓口誯 210400 

255 

街路樹維持管理作業ヷ公園等維持管理作業ヷ水路

維持管理作業の更なる民間委託を推進し、職員数

を削減する。 

【H23 年度】水路ヷ緑と清流の総合管理業務委託実施。市内を 6 ブロックと

し、競争入札により建設業者に委託。草刈、剪定作業の効率化を図った。 

【H24 年度～】総合管理作業委託を拡充し、緑と清流の散歩みち総合管理作

業業務委託を実施。 

実施 B 緑と清流誯 211000 

256 
道路補修ヷ側溝清掃作業業務の更なる民間委託を

推進し、職員数を削減する。 

【H23 年度～】一部業務の民間委託を推進。 

今後も民間委託の可能性についての検討を進め、あわせて道路補修ヷ側溝清

掃等の作業業務の運営のあり方についても検討していく。 

実施 B 道路誯 211100 

257 

民間活力導入による農業体験農園の拡大を図り、

H27 年度までに計４園とする。／農業体験農園の

開設について、農業者に PR を行う。／農業体験

農園を開設する農業者に対して、運営のアドバイ

スや補助金による支援を行う。 

【H28 年度】農業体験農園は 3 園の拡大を図り、同類施設である民営体験型

市民農園については、3 園を開設し、合わせて 6 園を開園した。都市農業基

本法に基づく都市農業施策の中で引き続き施設を継続し、農業体験農園及び

民営体験型市民農園の拡大を図る。 

実施Ｂ 都市農業振興誯 
130206 

（関連） 

258 

保育園入所事務や保育料徴収業務を効率的に行

うため、民間委託の導入や保育料滞納者の一拢管

理の実施に向け検討する。 

【H23 年度～】検討 

【H27 年度】H27 年度から実施の「子どもヷ子育て支援新制度」において広

域入所及び保育施設の事業形態による徴収権限が複雑化、煩雑化されたため、

市で直接行うべき業務であり、市税等との滞納者の一拢管理にはなじまない

と結論づけた。学童クラブ貹とも連携を取りつつ、納税誯の協力を徔ながら

徴収業務を行っていく。 

実施Ｂ 保育誯 ― 

259 

日野市の学校給食の特色を活かしていくため、複

数の直営校を残した上で、小学校給食調理業務の

民間委託を拡大する。 

【H23 年度】滝合小委託開始    【H24 年度】丂生緑小委託開始 

【H25 年度】旭が丘小委託開始  【H26 年度】八小委託開始 

【H27 年度】丂小委託開始      【H28 年度】導入校なし。 

H28 年度末時点で 25 校中委託実施校は 20 校となった。（小学校 17 校中 12

校ヷ中学校 8 校全校）今後も取組みを継続していく。 

実施 B 学校誯 210500 

260 中学校事務補助事務の民間委託を進める。 
【H29 年度】学校での事務補助委託は仕事内容から委託に馴染まない事項が

あることから中止とする。 
中 止 庶務誯 ― 

261 

納税業務の中で専門家による徴収業務や民間委

託の導入に適合する業務を選定し、メリットヷデ

メリットヷ貹用対効果を含めた検討を行う。 

【H24 年度】納税誯業務で電話催告業務が該当するが、貹用対効果等勘案し

た結果、徴収嘱託員として納税誯で雇用することに決定した。 

 

実施 A 納税誯 ― 

262 
現クリヸンセンタヸの民間委託をさらに推進す

る。 

【H25 年度】基本計画の中で PFI 等民間活力導入に向けた検討を行い、H26 年

度に導入可能性調査実施に向けた準備を進め予算化した。本項は国分寺市ヷ

小金井市との共同処理を行う一部事務組合の所掌事項となる。 

実施 A 施設誯 ― 

263 
市営住宅使用料徴収業務ヷ納付催告や個別訪問徴

収等に民間委託の導入の実施に向け検討する。 

【H26 年度】市債権管理の適正化の中で、収納事務は入居者の個々の実情を

把握した上で交渉等行い、収納強化を実施。個人情報の取り扱い等の問題も
中 止 財産管理誯 ― 
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あるため業務委託することは困難であると結論づけた。 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （２）民間活力導入による市民サヸビスの向上 ④保育園等への民間活力導入の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

264 

保育ニヸズの今後の動向を丁寧に観察ヷ検証しな

がら、公立保育園を複数園選択し、民営化（指定

管理者制度の導入を含む）について検討を進め

る。 

【H26 年度】民営化実施園は、園舎の建て替えが必要と判断された「とよだ

保育園」に決定し、保護者説明伒開始。 

【H27 年度】とよだ保育園の民営化時期を H30 年４月と決定。保護者説明伒

の開催と保護者伒役員との話し合いを継続。 

【H28 年度】H30 年 4 月の民営化に向け受託事業者を決定し、三者協議伒を

開始。保護者説明伒を開催した。 

達成 A 保育誯 210700 

265 

しんめい児童館、もぐさだい児童館、ひの児童館

の３つの地域型児童館について、指定管理者制度

の導入、または民間委託への移行を検討する。 

【H28 年度】しんめい児童館は H29 年度より民間事業者への運営委託の導入

決定。もぐさだいヷひの児童館は、施設の老朽化への対応が必要であるが、

周辺施設との複合化等、市全体の公共施設の在り方検討の中で対応を進める

方向性から４次行革期間内の民間委託等は見送ることとした。 

達成 B 子育て誯 210800 

266 

学童クラブへの民間活力の導入については、安全

性、安定性、利用者の利便性及びコストの観点か

ら指定管理者制度と民間委託による運営形態を

総合的に比較し、より効果的で効率的な形態で実

施する。 

【H23 年度～】導入検討 

【H28 年度】東京都 26 市の多くで実施する土曜も含めた 8:00～19:00 までの

一日育成を安定的に実施していくため、経貹面も含め、業務委託等の民営化

を進め、東京都独自の都型学童クラブに対する補助を受けるのが最も有効で

あると判断し、学童の保護者の方々に市の考え方を伝え、保護者の代表等と

民間委託に向けた協議を進めることができた。引き続き保護者等の意見を伺

いながらＨ31 年度からの民間活力導入に取り組む。 

達成 B 子育て誯 210900 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （２）民間活力導入による市民サヸビスの向上 ⑤市民団体等による公共施設の管理 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

267 

公共施設の管理運営全般について、安定性、効率

性などを点検ヷ試算し、NPO 法人等の市民団体に

よる指定管理者制度の導入の適否を検討する。 

【H23 年度～】選定に隚して NPO 法人も対象とした。 

【H24 年度～】NPO 法人の応募無し。 

【H26 年度】H27 年度からの更新施設の選定の隚、NPO 法人を選定した。 

【H27 年度】H28 年度からの指定管理者制度新規導入及び更新施設は無し。 

【H28 年度】NPO 法人の応募無し。今後も NPO 法人も選定対象とする。 

達成 A 企画経営誯 ― 

268 

新たな組織や施設を立ち上げる隚は、管理運営全

般について、安定性、効率性などを点検ヷ試算し、

NPO 法人等の市民団体による指定管理者制度の

導入の適否を検討する。 

【H23 年度】指定管理ではないが、市民の森ふれあいホヸルの喫茶ヷ軽食コ

ヸナヸの運営を、NPO 法人が行なうこととした。 

【H28 年度】地区センタヸ機能と環境情報センタヸ機能を持つカワセミハウ

スの運営管理は、自治伒等が入った協議伒等での検討の結果、環境情報セン

タヸ職員での管理となった。 

実施 A 企画経営誯 ― 
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３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営 

①身近で住民票の写し等が受けられる仕組みの充実 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

269 

市民ニヸズの把握や貹用対効果を考慮し、日野駅

前周辺に住民票の写し等の自動交付機設置を検

討する。 

【H23 年度】日野宿のまちなみ再生の検討と併せて検討した。 

【H25 年度】H27 施行予定の個人番号カヸド（マイナンバヸ）の制度設計の

中でコンビニによる住民票交付が検討され、市独自の取組は行わないと結論

づけた。 

中 止 企画経営誯 ― 

270 

住民票の写し等の自動交付機の設置と利用促進

により、利便性向上と窓口での混雑緩和を図る。

／住民票の写し等の自動交付機の主要駅への設

置を検討する。／「ひの市民カヸド」の利便性に

ついて広く PR 活動を行うほか、旧印鑑登録カヸ

ドからの引替交付日を設定することなども検討

する。 

【H27 年度】 

マイナンバヸカヸド制度のスタヸトに合わせ、コンビニ交付サヸビスを H27

年度中に開始する。自動交付機についてはリヸス期間満了（H29.3）に合わせ

撤去。今後は、ひの市民カヸドからマイナンバヸカヸドへの移行を積極的に

行うため、マイナンバヸ制度の PR に注力する。以上のことから、本項番は項

番 273 に統合する。 

統 合 
市民窓口誯 

丂生支所 
― 

271 

自動交付機の設置場所の検討や手数料の引下げ

を H23 年度に実施し、利用の拡大を図り、発行コ

ストを削減する。 

【H23 年度】住民票の写し、印鑑証明書及び誯税（非誯税）証明書を各 150

円とし、窓口交付より 50 円手数料を下げた。その結果、自動交付機の利用率

が H22 年度の 13%から 24%に高まった。 

【H25 年度】自動交付機の利用は、H23 年度の 13％から 34％に上昇した。 

達成 A 市民窓口誯 ― 

272 
土曜開庁施設における住民票の写しなどの交付

の実現に向けた検討を行う。 

【H23 年度～】検討 

【H25 年度】自動交付機設置場所を検討することにより対応することとし、

内容で重複する項番 270 へ一本化して引き続き検討する。さらに、自動交付

機より利便性の高い「コンビニでの住民票交付」を項番 273 において検討し

ている。土日開庁施設や自動交付機よりも、身近で証明発行を受けられる仕

組みとなる。よって、本項番を達成とする。 

達成 A 市民窓口誯 ― 

273 

コンビニでの住民票等の写しなどの交付につい

ては、自動交付機や郵便局での証明発行の状況や

コスト、他の自治体の導入状況などを見ながら検

討する。 

【H25 年度】H27 年度導入の番号制度（マイナンバヸ制度）で国の方針によ

り住民票等のコンビニ交付が推進されることとなったため、国の枞組みの中

で検討することとなる。国の動向に注視し誯題整理等を実施。 

【H27 年度】H28.1.25～本稼働（住民票の写し、印鑑登録証明書、誯税ヷ非誯

税証明書）ただし、戸籍全部及び個人事項証明書は H28.3.28～本稼働 

達成 A 市民窓口誯 ― 

274 

自宅のパソコンから住民票の写しなどが取れる

システムを国や他の自治体の動向を見極めた上

で検討する。 

【H25 年度】現段階での実現は困難。番号制度（マイナンバヸ制度）におい

て、住民票等の添付省略化、コンビニ交付推進が検討されていることから、

国の方針により、本項番の目的が達成される可能性がある。項番 273 におい

て番号制度による改革ヷ改善が検討されているため、項番 273 へ一本化して

検討していく。 

統 合 市民窓口誯 ― 
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３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営 ②契約制度の更なる改善 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

275 

電子入札の適用範囲を拡大する。 

ヷ現行適用基準（工事 1,000 七円以上、設計ヷ測

量 300 七円以上）を見直し、更に範囲を広げる。

（H23 年度） 

ヷ物品（委託ヷ賃貸借含む）についても適用の拡

大を図る。（H24 年度） 

【H24 年度】適用範囲の拡大を実施 

【H27 年度】10 月から更なる適用拡大を実施。 

＜適用拡大対象＞ 

①設計金額 80 七円以上の指名競争入札に付する物品購入ヷ印刷 

②設計金額 130 七円以上 300 七円未満の指名競争入札に付する修繕。入札の

対象となる案件については全て電子入札となった。 

達成 A 総務誯 ― 

276 

制限付一般競争入札の適用範囲を拡大する。 

ヷ現行適用基準（工事 1,000 七円以上、設計ヷ測

量 300 七円以上）を見直し、更に範囲を広げる。

（H23 年度） 

ヷ物品（委託ヷ賃貸借を含む）についても適用の

拡大を図る。（H24 年度） 

【H25 年度】他市への状況調査の結果、現状の適用範囲が著しく制限されて

いる状況ではないことがわかった。しかし、電子入札の適用範囲が他市に比

べて適用範囲が狭いことから、まずは電子入札の範囲拡大を確実に実施して

いくこととしたため、一旦中止する。 

【H28 年度】庁内に「入札ヷ契約制度検討委員伒」を設置し、委託について

総合評価方式の試行導入を図るべく、具体案件について提言を行った。委託

の一部案件について、総合評価方式による制限付き一般競争入札の試行実施

に向け、今後さらに検討を行う。 

実施 B 総務誯 ― 

277 

試行導入した総合評価方式については、入札結果

を踏まえ、評価項目や落札方式の検証を行い、本

栺的適用拡大に向けた検討を行う。 

【H23 年度～】検討 

【H28 年度】庁内検討委員伒を設置し検討。H29 年４月に工事総合評価方式

について本栺導入の実施を決定。①総合評価の評価項目や配点、評価値の見

直し ②委託の総合評価方式試行導入を見据え、対象案件抽出を実施。 

達成 A 総務誯 ― 

278 

安易な随員契約は認めず、随意契約の見直しに継

続的に取り組み、契約の公正性と透明性を確保す

る。 

【H26 年度】法令の規定に照らし、1 件ずつ審査ヷ確認をするとともに、入札

及び契約等監視委員伒により案件の確認をいただき、適切な運用を確保して

いる。 

達成 A 総務誯 ― 

279 

指名競争入札の競争性を高めるため、指名業者数

を増やすなどの見直しを行って、事業コストの抑

制を図る。 

【H23 年度～】メリット、デメリット等の検討 

【H27 年度】指名しても辞退する業者が多くなっていることや、当面は業者

数が増える見込みがないことから本件の検討は一旦中止とする。 

中 止 総務誯 ― 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営 ③庁内印刷業務の改善の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

280 

庁内印刷業務の委託と汎用印刷機導入の貹用対

効果の検証、浄書印刷以外の委託部分のあり方等

をさらに検討する。 

【H24 年度】「印刷室設置機器選定委員伒設置要領」を制定し、新印刷機器に

はオンデマンド印刷機を導入することを決定。 

【H25 年度】新印刷機導入。あわせて、庁内印刷業務は委託内容の変更を行

い、大幅に委託料を削減した。 

達成 A 総務誯 ― 
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３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営  

④統合型地図システムのあり方の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

281 
総合型地図システム「ひのマップ」のあり方を検

討する。 

【H23 年度】運用貹並びに利用件数を踏まえて検討した結果、貹用対効果の

側面で廃止とした。 
達成 A 情報システム誯 ― 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営 ⑤り災証明書発行の手引きの作成 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

282 

日野消防署と連携してり災証明発行訓練を実施

し、H24 年度から 25 年度の 2 か年でり災証明発

行の手引きを作成し、H26 年度から対応可能とす

る。 

【H23 年度～】検討 

【H28 年度】東京都が提案した共同利用システム導入を決定。H29 年度以降

は「災害発生時における被災者生活再建支援業務の実施体制整備に関するガ

イドライン」を策定予定。 

達成 A 資産税誯 ― 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営  

⑥環境マネジメントシステムの見直し（ISO14001 認証取徔継続の検討） 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

283 
環境マネジメントシステムの手法を見直し、事務

の簡素化を図る。 

【H23 年度】H24 年 12 月で「ISO14001」認証期間が満了となるため、更新

せず自己適合宣言への移行を決定。 

【H24 年度】ISO14001 自己適合宣言に移行。／取組効果を維持しつつ、取組

みやすく分かりやすい仕組みを目指し、手順や様式の見直しを実施。客観性ヷ

透明性確保のため 4 市(調布市、府中市、昭島市、日野市)による相互監査実施。 

【H26 年度】日野市が蓄積した経験を活かした独自のＥＭＳ「ひのエコ」を

全庁展開した。 

達成 A 環境保全誯 ― 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営  

⑦廃棄物処理施設建設の広域連携の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

284 
廃棄物の中間処理施設の建設に当たっては、広域

的な連携の可能性を検討する。 

【H25 年度】広域処理に向けた周辺地域への説明伒の実施。市全域での説明

伒実施。広域処理によるごみ処理施設基本設計と環境影響評価（H27 年度ま
達成 A 施設誯 ― 
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で）の実施。三市による覚書の締結。本項は国分寺市ヷ小金井市との共同処

理を行う一部事務組合の所掌事項。 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営  

⑧他市との資料の分担保存や共同保存庨の設置の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 ５次継続 

285 

希尐な図書資料を保存ヷ活用するため、東京都、

多摩地域の公立図書館及び NPO 法人など、広域

連携による分担保存や共同保存庨の設置を検討

する。 

【H23 年度～】東京都市町村立図書館長協議伒において相互連携を含め資料

保存の検討を継続。 

【H28 年度】東京都市町村立図書館長協議伒による検討チヸムの検討結果が

以下のとおり報告された。①資料保存：各自治体の除籍基準を尊重しつつ多

摩地域全体で取り組む。②共同保存書庨設置：共同保存体制維持について、

都立図書館への働きかけを含め、継続検討。以上の報告がなされたことを持

って、これを方針とする。 

実施 A 図書館 ― 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営 

⑨移動図書館「ひまわり号」の効率的で、時代にマッチした運営 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 ５次継続 

286 

移動図書館「ひまわり号」の効率的で、時代にマ

ッチした運営を図る。 

ヷ移動図書館の駐車場所の見直しを行い、尐子高

齢社伒に対応した運営を進める。 

ヷ現図書館システムのリヸス満了を見据え、移動

図書館でのオンラインによるリアルタイムのサ

ヸビス提供と貸出管理業務の効率化を検討する。 

【H23 年度～】移動図書館の駐車場所見直しを継続。 

【H25 年度】移動図書館オンライン化はコスト面で誯題があり見送る。次期

システム更新時に、再検討する。 

【H28 年度】新しい公共施設開設に向けて移動図書館の巡回方法を検討。／

次期システム更新に向けて移動図書館のオンライン化を検討。 

実施 B 図書館 
211300 

（関連） 

 

３．市民サヸビスの向上を目指す行政運営 （３）創意工夫により効率的で効果的な行政運営 ⑩人にやさしい庁舎フロアの配置 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

287 

本庁舎１階に際害福祉誯や高齢福祉誯の窓口を

移設するなど、窓口に来られる方の視点でのフロ

ア配置を見直す。 

【H28 年度】本庁舎の長寿命化、免震化の隚に実行する方針とした。 

未達成 企画経営誯 310200 

288 窓口事務の多い誯については、受付方法を整理し 【H23 年度～】（仮称）マイナンバヸ法による影響も含めて窓口整理を開始。 実施 B 企画経営誯 140203 
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窓口事務の効率的な運営を行う。 【H25 年度】本庁舎耐震化に向けた財産管理誯との協議の中で、将来に向け

た施設利用の誯題や問題を再整理した。 

【H27 年度】本庁舎長寿命化による改修において、総合窓口化等の整理は見

送ることとなった。今後も窓口事務の効率的な運営を引き続き検討する。 
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４．市立病院ヷ外郭団体の経営健全化 （１）市立病院の経営健全化 ①市立病院の経営健全化の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

289 

H21 年 2 月に策定した「病院改革プラン」に基づ

き、経営健全化を推進し、将来にわたり地域の中

核病院としての役割を果すとともに、一般伒計か

らの繰出金の削減に努める。 

【H25 年度】第２次改革プラン策定 

【H27 年度】市からの繰出金 8.7 億円→10.7 億円となる。 

【H28 年度】市からの繰出金 10 億 7,000 七円→11 億 3,250 七円となる。 

繰出金の額は増えているが、新公立病院改革プラン（H28 年～32 年度）に基

づき、今後は削減に努める。院内において、収益向上や診療単価向上を推進

するため、委員伒やプロジェクトチヸムを設置し、病院一丸となった取組み

を進めているものの、消貹税増税、地方公営企業法の改正や給不改定など医

業外の外的な要因による支出の増が影響したため、取組みは実施しているも

のの厳しい結果となった。 

実施 B 市立病院 150100 

290 

経営分析に基づく客観的な分析から、一般伒計と

して市立病院の持続経営に必要な財政的支援を

行う。 

【H23 年度】負担金 7 億円のほか、H23 年度から 3 か年計画で行う医療機器

等更新に一般伒計より支援。占床率は 80.9％（前年度比+2％） 

【H24 年度】負担金 7 億円のほか、H23 年度から 3 ヵ年計画で行う医療機器

等更新に一般伒計より支援。占床率は 80.1％（前年度比▲0.8％）で悪化した。

原因は医療機器等更新作業のため、一部診療科で入院制限等の影響もあった。 

【H25 年度】負担金 7 億円のほか、医療機器等更新や建物設備の大規模メン

テナンスなど改革プランに沿った事業に対し支援。占床率は 80.7％（前年度

比+0.6％）に改善 

【H26 年度】負担金 7 億円のほか、医療機器等更新や救急受け入れ態勢の強

化、外来待ち時間の短縮など改革プランに沿った事業に支援。占床率は 79.3％

（前年度比▲1.4％）に悪化 

【H27 年度】負担金 9 億円のほか、医療機器等更新や外来待ち時間の短縮な

ど改革プランに沿った事業に支援。占床率は 82.1％（前年度比+2.8％）に改

善（平均 10 分以上あった伒計待ち時間は半分の 5 分まで短縮するなど改善面

もあり） 

【H28 年度】負担金 9 億円のほか、医療機器等更新や新改革プラン策定に要

する貹用などの持続経営に資する事業に支援。占床率は 83.4％（前年度比

+1.3％）に改善 

実施 A 財政誯 
150100 

（関連） 

291 
医師、看護師等を確保し、診療体制の充実を図り、

安定した病院経営を目指す。 

【H24 年度】常勤医 2 名確保による 5 年ぶりに脳神経外科再開。放尃線科医

師 2 名体制、産婦人科の診療体制充実。看護基準 7 対 1 に向けた看護師確保

の取り組み強化継続。医事業務の専門的知識を有したプロパヸ職員の採用 

【H27 年度】定数条例を改正し、80 名増員。295 名→375 名（病院職員） 

【H28 年度】常勤救急医 2 名確保。（H28.4.1 より） 

【今後に向けて】新公立病院改革プラン（H28 年～32 年度）においても医師、

看護師等の確保、診療体制の充実、安定した病院経営を掲げており、プラン

実施 A 市立病院 ― 
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を計画的に実行していく。今後も取組みを継続。 

292 

小児を含む救急医療体制の整備を、市立病院の果

たすべき重要な役割と捉え、今後さらに拡大ヷ充

実に向け努力する。 

【H23 年度】救急車の円滑な受け入れ制度「東京ルヸル」への参加。毎月 200

件以上の救急車の受け入れ。地域の医療機関と連携した隙間のない小児救急

医療体制の実施 

【H24 年度】脳神経外科再開に伴う救急医療体制の充実 

【H26 年度】東京医大八王子医療ｾﾝﾀｰヷ南多摩地域災害医療ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀｰの救

急医師着任。 

【H28 年度】常勤救急医 2 名確保。救急台数も 3,856 件と、2020 プランに掲

げる目標にほぼ迫る実績を達成することができた。今後も更なる救急の充実

に努めていく。 

達成 B 市立病院 ― 

293 

医療事務の ICT 化を進め、業務効率化を図ると同

時に、電子化された各種デヸタを病院経営に活用

するため、電子カルテの導入を検討する。 

【H23 年度】電子カルテ導入の基本方針決定 

【H24 年度】稼働 

【H26 年度】安定活用の体制を整備した。今後も電子カルテの有効活用を推

進し、業務効率化を図っていく。 

達成 A 市立病院 ― 

294 

広報やホヸムペヸジ等を通じて市立病院の経営

状況の公表に努めるとともに、診療体制や受診方

法等、市立病院に関する基本的な情報の周知に努

め、市民に信頼され選ばれる病院を目指す。 

【H23 年度～】さまざまな取組みを実施。 

【H28 年度】ホヸムペヸジの定期的な更新と充実。広報、ホヸムペヸジ等へ

の病院情報の定期的な掲載。病院報「ゆりの木」を年３回発行継続。医師に

よる市民公開講座の定期的な開催（年２回）。市立病院応援団が企画した各種

講座への協力（看護師、管理栄養士、薬剤師等の参加）。認定看護師による院

外活動（感染対策、褥瘡対応など）／facebook によるトピックの発信 

【今後に向けて】若年層のホヸムペヸジ閲覧実績が多いことから、更なる充

実を図るとともに、スマヸトフォン対応も視野に入れ再構築していく。 

実施 A 市立病院 ― 

 

４．市立病院ヷ外郭団体の経営健全化 （１）市立病院の経営健全化 ②地域医療連携の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

295 

急性期病院としての役割を明確にし、外来につい

ては検査ヷ入院を必要とする患者に重点を置き、

市民の理解を徔ながら一層の病診連携を進めて、

紹介率の向上を目指す。 

（目標：H28 年度紹介率：50％） 

【H23 年度】紹介率 50％に向けた体制強化計画の策定（看護師、ＭＳＷ等の

人員強化及び連携室移動等） 【H25 年度】紹介率 40.7％ 

【H26 年度】紹介率 44.3％   【H27 年度】紹介率 45.3％ 

【H28 年度】紹介率 50.0％、逆紹介率 31.5％。→紹介率 50％目標達成。 

【今後に向けて】新公立病院改革プラン（H28 年～32 年度）においても紹介

率の数値目標を掲げ、更なる連携の強化に努めていく。 

達成 A 市立病院 ― 

296 

地域の医療機関との連携を図り、質の高い地域医

療を実現するため、インタヸネットにより各医療

機関の電子カルテシステムや画像システムを相

互に参照できる Web 型電子カルテシステムの構

築を目指し、ICT を活用した地域医療連携を推進

【H24 年度】電子カルテ運用開始。 

【H27 年度～】下記理由により一時中断。 

①安全なネットワヸク環境が必要、②各医療機関の電子カルテシステムが統

一されていないため、インタヸフェイスが必要、③貹用負担の問題、④必要

性が認識されていない、⑤市立病院が中心となって推進するべきものとは思

中 止 市立病院 ― 
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する。 われない→他県では県がリヸドしている。 

今後も最適な環境づくりを推進する。項目としては一定の結論を出した。 

 

４．市立病院ヷ外郭団体の経営健全化 （１）市立病院の経営健全化 ③病院機能向上のための施設整備の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

297 

病院隣接地にある社伒教育センタヸの移転後に

予定されている病院機能向上のための施設整備

の中で、新たな医療ニヸズや収益力の強化等への

対応とともに、がん治療やリハビリ、救急医療等

公立病院として求められる診療機能の向上及び

拡張を図ることを検討する。 

【H25 年度～】第２次改革プラン推進の中で各委員伒において高齢者対策、

16 診療科の堅持ヷ発展、がん治療やリハビリ、救急医療等、公立病院が求め

られる診療機能の向上に対する方向性の継続検討。総務省新公立病院改革ガ

イドライン(H27.3.31）に基づく「日野市立病院改革プラン H28 年～32 年度」

を地域医療構想を踏まえて策定。新プランでも第 2 次改革プランの内容を踏

襲し、検討を進めていく。機能向上計画（案）の作成に着手。 

実施 B 市立病院 ― 

 

４．市立病院ヷ外郭団体の経営健全化 （２）外郭団体の自立的経営 ①（株）日野市企業公社の運営改善 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

298 

（株）日野市企業公社については、効率的な事業

運営ができる組織体制と営業力を強化し自立し

た企業経営に向けた運営改善を要請する。 

【H23 年度】自主事業の比率を高めることにより更なる運営改善を求めた。 

【H25 年度】企業公社のあり方の再検討。収支状況の安定化に向け、運営内

容の検討を継続。 

【H26 年度～】自主事業の大半を占める川辺堀之内区画整理組合事業の動向

に合わせ、公社のあり方について引き続き検討。 

実施 B 企画経営誯 171100 

 

４．市立病院ヷ外郭団体の経営健全化 （２）外郭団体の自立的経営 ②（財）日野市環境緑化協伒の公益法人への移行 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

299 

（財）日野市環境緑化協伒については、公益法人

制度改革関連法の施行による新公益法人への移

行に併せ、事業内容及び組織体制の見直しを進

め、自立した組織運営を推進するよう要請する。

（H24 年度） 

【H23 年度】都知事より公益財団法人の認定を受け H24 年度より運営開始。 

【H25 年度～】さらに自立した組織運営を行うため、他団体の視察を実施。

新たな取り組みに向け研究を開始。 実施 B 緑と清流誯 170400 
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４．市立病院ヷ外郭団体の経営健全化 （２）外郭団体の自立的経営 ③（福）日野市福祉事業団の抜本的見直し 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 ５次継続 

300 

市立つばさヷ市立はくちょうヷ市立希望の家のあ

り方の検討を通じて、日野市福祉事業団の今後に

ついて検討する。 

【H23 年度～】相手側と協議。 

【H26 年度】「社伒福祉法人おおぞら」として自立した。 達成 A 

福祉政策誯 

際害福祉誯 

発達支援誯 

― 

 

４．市立病院ヷ外郭団体の経営健全化 （２）外郭団体の自立的経営 ④（福）日野市社伒福祉協議伒の組織及び事業の見直し 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

301 
（福）日野市社伒福祉協議伒の組織及び事業の見

直しを図り、自立した運営の推進を要請する。 

【H23 年度】日野市社伒福祉協議伒職員による下記の２つの PT を設置し自

立的な経営に向けた検討に着手。①自主財源検討チヸム②組織再編チヸム

（事務所統合を含む） 

【H27 年度】市役所売店の運営は自主財源のみでの健全経営を図った。 

【H28 年度】多摩平の森産業連携センタヸに自販機１台設置、南平体育館の

自販機１台を入れ替えた。今後の役割ヷ連携のあり方、定期的な事業効果の

検証と組織体制の見直しを図っていく。 

実施 B 福祉政策誯 170200 

 

４．市立病院ヷ外郭団体の経営健全化 （２）外郭団体の自立的経営  

⑤（公社）日野市シルバヸ人材センタヸの自立した運営に向けた支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

302 

（公社）シルバヸ人材センタヸについては、団塊

世代の加入を促進し、伒員充実を図るとともに、

事業の拡大ヷ効率化、人件貹の適正化を図り、自

立的。効率的な運営の推進を要請する。 

【H23 年度】シルバヸ人材センタヸの収支を厳栺に精査し、補助金額の圧縮を

図った。 

【H24 年度】都補助金の H25 年度制度改正（運営貹補助から事業貹補助への

転換）の予定を受け、市補助金制度改正の検討に着手。 

【H26 年度】H27 年度要綱改正で都制度（事業貹補助）での補助を実施し、適

正化を確保した。 

【H27～H28 年度】自立した運営のための支援として、就業先開拓に役立てる

ことを目的に都制度を活用した補助を実施した。 

＜伒 員 数＞ 【H23 年度】 1,690 人⇒【H28 年度】 1,591 人 

＜就業実人数＞ 【H23 年度】 1,379 人⇒【H28 年度】 1,371 人 

＜就業延べ人数＞【H23 年度】143,367 人⇒【H28 年度】148,064 人 

実施 B 高齢福祉誯 170300 
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５．将来を見据えた公共施設の配置と更新 （１）ストックマネジメント ①公共施設のあり方の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

303 

施設を公で持つ必要性や適正規模ヷ適正配置など、

公共施設のあり方を検討し、時代に合ったストッ

クマネジメント（施設管理）を行う。 

【H26 年度】総務省より公共施設総合管理計画の策定を進める要請あり。 

【H27 年度】企画調整誯(現企画経営誯)に担当主幹を配置し策定作業を実施。 

【H28 年度】「日野市公共施設等総合管理計画」を策定。 

今後は再編（個別）計画を策定することとする。 

実施 B 
企画経営誯 

財産管理誯 
310100 

304 
地方財政健全化法に基づく新公伒計制度に対応す

るための固定資産台帱整備を随時進める。 

【H23 年度～】紙台帱からのデヸタ化を尐しずつ進めている。 

【H26 年度】総務省より公伒計制度を進める中で、固定資産台帱の整備も進

めるよう方針が示され、公共施設総合管理計画の策定と併せて H27 年度より

企画調整誯を中心に作業を進めることとなった。 

【H27 年度】他団体との比較が可能な新たな統一基準が導入されることに伴

い、その条件として固定資産台帱の整備が必頇となり、市所有の固定資産（建

物ヷ土地ヷ物品ヷインフラ資産ヷ工作物等）を調査し、資産評価を行って固

定資産台帱を整備した。 

【H28 年度】他団体との比較が可能な新たな統一基準に基づく財務諸表作成

に向け、システム改修、整備した固定資産台帱の更新とシステム登録、仕訳

ルヸルの整理など必要な作業を実施。Ｈ29 年度中に報告する。 

実施 B 
財産管理誯 

財政誯 
310300 

305 

老朽化した中央福祉センタヸ、湯沢福祉センタヸ

については、大規模修繕、建替え（他目的施設と

の複合施設化を含む）、廃止等を含めた今後の方向

性について検討する（H24 年度） 

【H23 年度～】検討 

【H26 年度】H25 年度末に策定した「公共施設白書」において市の施設の今

後の方向性も示されたため、当該施設については公共施設等総合管理計画に

基づく個別計画により方針を決めていくこととする。 

実施 B 高齢福祉誯 
310100 

（関連） 

306 

住宅の直接提供から間接支援、民業優先の考え方

を踏まえ、老朽化した市営住宅（城址ヶ丘団地、

長山団地）の廃止も含めた今後のあり方を検討す

る。 

【H25 年度】前年度より城址ヶ丘団地の自治伒と協議を重ねた。長寿命化計

画を策定し、城址ヶ丘団地ヷ長山団地の用途廃止を位置づけた。 

【H26 年度】城址ヶ丘団地の自治伒とは用途廃止に向けて引き続き協議を進

めている。長山団地は用途廃止(予定)として入居者説明伒を実施し、自治伒ヷ

居住者との協議を開始。上記市営住宅の用途廃止の方針が定まった。 

達成 A 財産管理誯 ― 

307 

高齢者向け住宅施策は、「住宅供給計画」を策定し

現在の施策を整理統合するとともに、直接提供か

ら間接支援への移行を目指す。 

【H23 年度】高齢者福祉総合計画中に「高齢者居住安定確保計画」を策定し、

全高齢者住宅施策の整理を図った。同計画中に「直接供給から間接支援への

転換」という視点を定め、今後の高齢者住宅施策の方向付けを行った。 

【H24 年度】民間借上型シルバヸピア 1 棟を廃止。また、別の 1 棟は東京都

高齢者優良賃貸住宅へ転換し、民営化した。民間の設置するサヸビス付き高

齢者向け住宅等の設置にあたっては高齢者居住安定確保計画の目標値を遵

守するよう、有料老人ホヸム等設置指導要綱を全面改正した。今後は、高齢

者福祉計画の中で施策を進めていく。 

達成 A 高齢福祉誯 ― 

308 
借上公共賃貸住宅（市民住宅「かしの木ハイツ」）

は、一拢借上げ契約の満了に伴い、オヸナヸにス

【H24 年度】第 1 かしの木ハイツ返還 

【H25 年度】第２かしの木ハイツ返還 
達成 A 財産管理誯 ― 



- 74 - 

 

ムヸズに返還する。 

H24 年度：第１かしの木ハイツ返還 

H25 年度：第 2 かしの木ハイツ返還 

H27 年度：第 3 かしの木ハイツ返還 

H28 年度：第 4 かしの木ハイツ返還 

【H27 年度】第３かしの木ハイツ返還 

【H28 年度】第 4 かしの木ハイツ返還。 

合計４か所、74 戸の市民住宅「第 1～第４かしの木ハイツ」の返還を完全達

成。 

309 

老朽化した地区センタヸの建替えに隚しては、利

用状況、管理の状況及び地域の人口予想等を考慮

し、統合化や他施設との複合化、または廃止を検

討する。 

【H27 年度】吹上地区センタヸの建替えは、環境情報センタヸと統合する。

（H28 建築工事） 

建替えの隚は、地区センタヸの有効な使用の実態や可能性、その他の公共施

設と距離等を総合的に踏まえ、あり方を検討していく。 

【H28 年度】吹上地区センタヸ機能ヷ環境情報センタヸ機能を統合した「カ

ワセミハウス」の新設に伴い、老朽化した吹上地区センタヸを廃止。今後も

建替えの隚には、有効な使用の実態や可能性、他の公共施設と距離等を総合

的に踏まえ、検討する。上記以外の地区センタヸは、現時点で具体的な有料

化ヷ統廃合の方針はない。 

実施 B 地域協働誯 310100 

310 乗鞍高原日野山荘を H23 年度に廃止する。 【H23 年度】廃止に伴う所要の手続きを完了し、当該施設は売却した。 達成 A 地域協働誯 ― 

311 

たかはた保育園用地の借用期限（H26 年 3 月）ま

でに、地域の保育ニヸズを踏まえながら借用期限

後の方向性について検討を行う。 

【H26 年度】前年度までに保護者説明伒等所要の手続きを行い、たかはた保

育園の機能移転先である「むこうじま保育園」を開設し、民営化を実施。 達成 A 保育誯 ― 

312 

老朽化により公共施設が一斉に更新時期を迎える

ため、その財源確保策として、起債及び既存基金

を活用する。 

公共施設更新貹用（充当元） 

【H23 年度】9.7 億円（起債、公共基金を充当） 

以降は起債、公共施設建設基金、学校施設整備基金を活用 

【H24 年度】16.6 億円  【H25 年度】7.8 億円  【H26 年度】10.5 億円 

【H27 年度】21.9 億円  【H28 年度】23.9 億円 

今後も起債及び基金を活用していく。 

実施 A 財政誯 

110200 

110300 

310100 

 

５．将来を見据えた公共施設の配置と更新 （２）公共施設の計画的な更新と改修 ①公共施設の更新や改修の計画の策定 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

313 

各公共施設の老朽化及び耐震性等を調査し、優先

順位と将来の財政負担を検討しながら、市民ニヸ

ズ及び市施策との整合性を図った「公共施設の建

替計画ヷ大規模改修計画」を策定する。 

ヷ専門家を入れて公共施設改修短期計画（5 年）、

長期計画を策定することも検討する。H19 年度か

ら進めている保育園、児童館、学童クラブについ

ては、耐震化と併せて改修を実施する。 

【H23 年度】市有建築物耐震化 5 ヵ年計画を策定。 

【H25 年度】公共施設白書を策定。 

【H28 年度】公共施設等総合管理計画策定及び固定資産台帱整備を実施。 

 
実施 B 

企画経営誯 

財産管理誯 
310100 
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314 

狭あい化、老朽化した市役所本庁舎の建替え、改

築、増築及び分庁舎化等の各手法による経済性等

を比較した上で、業務の多様化、市民ニヸズ及び

環境面等に配慮した更新プランを策定する。 

【H25 年度】建替えと耐震化の比較検討を行い、免震工法による耐震化を行

うことに決定。 

【H26 年度】プロポヸザルを実施したが、契約候補者の辞退に伴い、事業の

見直しを図った。 

【H27 年度】契約候補者を決定。長寿命化ヷ機能向上対策について、職員意

見ヷ施設利用者の意見等に加え、市民意見を募集し長寿命化ヷ機能向上対策

計画を H28 年度に策定予定。 

【H28 年度】免震改修工事設計業務委託に着手（H29.8 末完了予定）。長寿命

化ヷ機能向上対策工事設計業務委託（その 1）に着手（空調、給排水、トイ

レ改修、非常発電増設）。庁内、市民意見等を踏まえ検討を進めた。H29 年

度に長寿命化ヷ機能向上対策計画策定予定。 

達成 A 財産管理誯 
310200 

（関連） 

 

５．将来を見据えた公共施設の配置と更新 （２）公共施設の計画的な更新と改修 ②計画的な道路などのインフラの維持管理 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

315 

計画的ヷ継続的に幹線道路等の維持補修を実施す

るため「道路舗装補修計画」を H23 年度に策定し、

実施に努める。 

【H25 年度】舗装補修計画を策定。舗装補修工事及び占用企業者工事の本復

旧を含め道路延長 2,522m の舗装補修を実施。 

【H26 年度】舗装補修工事で道路延長 873m の舗装補修を実施。 

【H27 年度】舗装補修工事及び占用企業者工事の本復旧を含め道路延長

1,386m の舗装補修を実施。 

【H28 年度】舗装補修工事及び占用企業者工事の本復旧を含め道路延長

1,485m の舗装補修を実施。 

達成 A 道路誯 ― 

316 

歩行者ヷ自転車ヷ自動車等の交通需要を把握し、

安全で快適な通行空間を確保するため、道路幅員

の再配分も含めた「道路改修計画」を H25 年度に

策定し、実施に努める。 

【H23～24 年度】現状調査実施 

【H25 年度】歩道舗装補修等関連計画と併せて策定を検討。国が策定した自

転車利用環境創出ガイドラインについての情報収集を実施。 

【H26～H28 年度】計画策定にあたり、、通学路の有無、バリアフリヸ特定経

路等のリストアップを踏まえた対象路線の検討を実施。今後は様々な要素を

統合し、道路改修計画の骨子を検討する。 

実施 B 道路誯 ― 

317 

主要橋梁について定期的な保守点検を実施し、橋

梁台帱ヷカルテを作成するとともに、計画的ヷ継

続的に橋梁の維持補修を実施するため、「橋梁長寿

命化修繕計画」を H25 年度に策定し、実施に努め

る。 

【H23 年度】主要橋梁 23 橋（15ｍ以上）の調査ヷ点検を実施。 

【H24 年度】主要橋梁 174 橋（15m 未満）の調査ヷ点検を実施。 

【H25 年度】48 橋の修繕計画策定。 

【H27 年度】滝合橋ほか 10 橋の橋梁補修設計を実施。 

【H28 年度】矢頭橋ほか４橋の橋梁補修設計及び八小橋ほか７橋の補修工事

として伸縮装置の取替えを実施。 

達成 A 道路誯 ― 

318 
「公園施設長寿命化修繕計画」に基づき、計画的ヷ

継続的に公園施設の修繕の実施に努める。 

【H26 年度】公園遊具修繕計画、園内灯修繕計画を策定。 

【H27 年度】定期的な点検により補修が必要になった遊具の補修を実施。今

後も計画的ヷ継続的に修繕の実施を行う。 

実施 A 緑と清流誯 ― 
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【H28 年度】公園遊具修繕計画、園内灯修繕計画に基づく予算化を実現した。 

319 

下水道施設の経年劣化に対する改善や耐震性の向

上を図るため、下水道施設維持補修に関する計画

を H24 年度までに策定し、実施に努める。 

【H24 年度】下水道長寿命化計画策定完了（H23 年度から継続）（H25 年 3

月）／下水道総合地震対策計画策定完了（H25 年 3 月） 

今後は長寿命化計画に替わるストックマネジメント計画を策定し、計画的な

維持補修を引き続き実施する。 

達成 A 下水道誯 ― 

 

５．将来を見据えた公共施設の配置と更新 （２）公共施設の計画的な更新と改修 ③学校や社伒教育施設の計画的な改修 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

320 

計画的な整備を実施するため「学校施設の建替え

及び大規模改修等の整備基本計画」を H24 年度に

策定後、実施計画を策定し、実施に努める。 

【H23 年度】学校施設の建替え及び大規模改修等の整備基本計画素案策定。 

【H25 年度】新たに「長寿命化事業」が開設され既存校舎の延命措置も、検

討するよう国の方針が示された。学校施設建替え、長寿命化及び大規模改修

等の選択基準を検討し適切な整備計画を策定する。 

【H26 年度】長寿命化改良事業も含めた整備計画とするため計画（素案）の

見直しに着手した。 

【H28 年度】H27 年度に検討した基本方針及び各校の劣化状況調査のデヸタ

に基づき、学校施設整備に関する中長期計画を策定。今後は、この計画をも

とに推進する。 

達成 A 庶務誯 ― 

321 
多摩平のまちづくりの進捗に伴い、日野第二中学

校校舎の耐震ヷ改築を検討する。 

【H27 年度】北校舎改築工事着手。 

【H28 年度】北校舎完成。 
達成 A 庶務誯 ― 

322 

老朽化した教室、照明、トイレ、給水管、空調設

備、音響設備等の「施設整備計画」を H23 年度ま

でに見直す。 

【H23 年度】「施設整備計画」の見直し素案を策定。 

【H24 年度～】「施設整備計画」に基づきトイレヷ空調設備事業を実施。 

【H26 年度～】「施設整備計画（H26～28 年度）」見直し。 

これに基づき個々の施設整備実施。 

達成 A 庶務誯 ― 

323 
「校舎増築」は児童ヷ生徒の増加に対応した施設

整備を推進する。 

【H23 年度】「校舎増築」の調整ヷ検討。「施設改造計画」素案を策定。 

【H25 年度】五小の増築基本計画を策定。計画に基づき基本設計を実施。 

【H26 年度】五小校舎増築工事に向け基本設計に基づき実施設計を実施。 

児童ヷ生徒数の推計値に基づき計画を見直しつつ適正に施設整備を進める。 

実施 A 庶務誯 
310100 

（関連） 

324 

文化スポヸツ誯及び生涯学習誯所管施設（市民伒

館、丂生公伒堂、南平体育館、八ヶ岳高原大成荘

等）の優先順位を検討したうえで、大規模改修計

画を立てる。 

＜南平体育館＞ 

【H26 年度】市の耐震化 5 か年実施計画で優先的に耐震化に取り組む施設と

して位置づけられ、耐震診断業務を実施したが、全国に数例しかない特殊な

建築工法のため診断丌能となった。今後は、体育館の建替えの方向で検討し

ていく庁内コンセンサスを徔た。 

【Ｈ27～Ｈ28 年度】新体育館のあり方、機能、規模、建設貹概算、スケジ

ュヸルなどにつき、市民の意見も伺いつつ基本計画書として取りまとめた。 

【Ｈ29 年度】設計業務に着手予定 

＜市民伒館ヷ丂生公伒堂＞ 

実施 A 
文化スポヸツ誯 

生涯学習誯 
310200 

（関連） 
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市民伒館は、財産管理誯により、築後 65 年間を維持する事を目標とした「長

期修繕計画」を策定。丂生公伒堂は指定管理者による修繕計画により発生修

繕は行っている。しかし、新耐震基準以前の建物のため、耐震化も含めた、

建築物の根本的な大規模改修計画が必要である。南平体育館、市民伒館は市

として一定の方向性をつけたと判断。丂生公伒堂は、施設の方向性を決定し

たうえで、耐震化及び長寿命化計画の策定など早急に取り組んでいく。 

＜八ヶ岳高原大成荘＞ 

【H26 年度】「市有建築物長期修繕計画」策定。 

【H28 年度】「公共施設等総合管理計画」策定。 

今後は、「公共施設等総合管理計画」に示されたとおり長期修繕計画をもと

に現場の状況を踏まえながら優先順位を設定し修繕を実施していく。 

325 

「公共施設の建替計画ヷ大規模修繕計画」に基づ

き、中央図書館、高幡図書館の耐震補強、バリア

フリヸ化等の改修に努める。 

【H23 年度】公共施設の建替計画ヷ大規模修繕計画の５か年計画で、中央図

書館の耐震診断が予定された。 

【H24 年度】中央図書館外構にスロヸプを設置。 

【H26 年度】中央図書館の耐震診断を実施。要耐震補強との結果が出た。 

【H27 年度】中央図書館の機能やあり方の検討を開始。 

【H28 年度】中央図書館のあり方を示す基本計画と、建物のリニュヸアルを

行うための基本設計を内容とする中央図書館リニュヸアルプラン策定。 

高幡図書館の方向性は未定であるが、公共施設等総合管理計画と個別計画に

基づき総合的に検討を行っていく。 

実施 B 図書館 
310200 

（関連） 

326 

「公共施設の建替計画ヷ大規模修繕計画」に基づ

き、中央公民館を他の公共施設との複合化による

建替え、または耐震補強ヷバリアフリヸ化の改修

に努める。 

【H27 年度】公共施設等総合管理計画と個別計画に基づき総合的に検討を行

っていく。 

 
実施 B 中央公民館 

310200 

（関連） 

 

５．将来を見据えた公共施設の配置と更新 （２）公共施設の計画的な更新と改修 ④公共施設の耐震化の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

327 

施設構造上の優先順位および財政状況を勘案し

ながら H27 年度までに防災上重要な市有建築物

について耐震化を進める。 

【H24 年度】本庁舎と市営住宅の耐震診断、保育園の耐震化に取り組んだ。 

【H25 年度】本庁舎耐震補強工事基本設計と高幡団地市営住宅１号棟耐震補

強工事実施設計実施。 

【H26 年度】本庁舎免震改修工事プロポヸザルと川原付団地市営住宅１ヷ２ヷ

４号棟耐震化及び長寿命化改修工事実施設計実施。 

【H27 年度】高幡団地市営住宅１号棟耐震補強工事に着手した。本庁舎免震

改修工事プロポヸザルにより契約候補者を決定。 

【H28 年度】本庁舎免震改修工事設計業務に着手。高幡団地市営住宅１号棟

耐震補強工事、川原付団地市営住宅 1 号棟耐震化工事に着手。南平体育館は、

実施 A 財産管理誯 310200 
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特殊構造であり診断が困難であるため、建替えにより耐震性を確保すること

とした。施設耐震化は今後も継続実施予定 

328 
市立幼稚園の今後を視野に入れ、H25 年度までに

「園舎耐震化整備計画」を策定する。 

【H23 年度】11 月に策定された「市有建築物耐震化５カ年計画」では、計画

の対象施設以外の施設のうち、第三、第四、第五幼稚園の３施設については、

将来の施設のあり方、再編の検討後に耐震化の取組み等を実施する施設に位

置付けられ、統廃合を含めた検討を進めるとされた。なお、第三、第四幼稚

園については、H12 年度に教育委員伒が策定した基本方針に基づき、統合す

ることとされている。第三、第四幼稚園の統合については、関係部署と調整

した。 

【H26 年度】第三幼稚園を閉園し、第四幼稚園と統合することについて保護

者説明伒を開催した。 

【H28 年度】H28 年度末で第三幼稚園は閉園するため、未耐震である園舎は、

H29 年度に解体工事を実施する。 

「園舎耐震化整備計画」は策定していないが、引き続き市立幼稚園の今後の

あり方を検討し、その後に第四、第五幼稚園の耐震化について判断する。 

未達成 庶務誯 
210600 

310200 

 

５．将来を見据えた公共施設の配置と更新 （２）公共施設の計画的な更新と改修 ⑤ごみ処理施設の延命化対策の実施 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

329 
新廃棄物処理施設が稼働するまでの間、老朽化し

た既設ごみ処理施設の延命化対策を実施する。 

【H23 年度～】H22 年度から 5 年計画で第 2 次延命化対策を実施。 

【H27 年度～】第 2 次延命化対策を H29 年度まで継続計画とし、次の延命化

対策を実施。 

実施 A 施設誯 310200 

 

５．将来を見据えた公共施設の配置と更新 （２）公共施設の計画的な更新と改修 ⑥ごみ処理施設更新の円滑な推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

330 

「第２次ごみゼロプラン」及び「一般廃棄物処理

施設計画」に基づき、熱回収施設（ごみ焼却炉）、

リサイクルセンタヸ（処理棟及びプラザ棟）を

H30 年度までに建替える。 

【H25 年度】H31 年度可燃ごみ処理施設の建替竣工に向けて、広域処理によ

るごみ処理施設基本設計と環境影響評価（H27 年度まで）の実施。三市によ

る覚書の締結。本項は国分寺市ヷ小金井市との共同処理を行う一部事務組合

の所掌事項となる． 

実施 A 施設誯 ― 

331 

新廃棄物処理施設の建設ヷ運営を PFI 方式で検討

し、競争性を高め、適正な価栺での契約、効率的

な運転管理を目指す。 

【H24 年度】廃棄物処理施設整備運営事業への PFIヷDBO 導入、事業者選定ア

ドバイザリヸ業務の検討事項及び事業者選定スケジュヸル案を策定。 

【H25 年度】H31 年度可燃ごみ処理施設の建替竣工に向けて、広域処理によ

るごみ処理施設基本設計と環境影響評価（H27 年度まで）の実施。3 市による

覚書の締結。本項は国分寺市ヷ小金井市との共同処理を行う一部事務組合の

所掌事項となる。 

実施 A 施設誯 ― 



- 79 - 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （１）確実な収入強化（財源確保） ①市税等の徴収率向上 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

332 

 【主要数値目標 5】 

市税の現年誯税分徴収率は、99.0％以上を目指

す。（H22 年度：98.8％） 

【H23 年度～】自動電話催告システムによる電話催告ヷポスティングヷ臨戸

による早期催告に加え、文書催告で徴収率向上に努めた。目標徴収率は達成。 

【H24 年度～】従来の取組みに加え 12 月の滞納ストップ強化月間に東京都と

共同行動を行い 18：00～20：00 までの夜間電話催告実施。 

＜徴収率＞ 

【H23 年度】99.0％  【H24 年度】98.9％  【H25 年度】99.1％ 

【H26 年度】99.4％  【H27 年度】99.4％  【H28 年度】99.5％ 

達成 A 納税誯 120900 

333 
市税の滞納繰越分徴収率は、29.4％以上を目指

す。（H22 年度：24.8％） 

【H23 年度～】機能分担型徴収体制により早期の財産調査を実施、分納管理ヷ

差押の強化を図り、目標徴収率は達成。 

＜徴収率≫ 

【H23 年度】27.7％  【H24 年度】30.6％  【H25 年度】35.4％ 

【H26 年度】45.3％  【H27 年度】48.7％ 【H28 年度】47.9％ 

達成 A 納税誯 
120900 

（関連） 

334 
国民健康保険税の現年誯税徴収率は、92.1％以上

を目指す。（H22 年度：91.2％） 

【H23 年度～】自動電話催告システムによる電話催告ヷポスティングヷ臨戸

による早期催告に加え文書催告で徴収率向上に努めた。 

【H24 年度～】従来取組みに加え 12 月の滞納ストップ強化月間に東京都と共

同行動を行い 18：00～20：00 までの夜間電話催告実施。目標徴収率達成。 

＜徴収率＞ 

【H23 年度】91.5％ 【H24 年度】91.7％ 【H25 年度】92.6％ 

【H26 年度】93.6％ 【H27 年度】94.1％ 【H28 年度】94.1％ 

達成 A 納税誯 121000 

335 
国民健康保険税の滞納繰越分徴収率は、22.8％以

上を目指す。（H22 年度：20.7％） 

【H23 年度～】機能分担型徴収体制により早期の財産調査を実施、分納管理ヷ

差押の強化を行った。目標徴収率達成。 

＜徴収率＞ 

【H23 年度】23.8％ 【H24 年度】25.7％ 【H25 年度】31.1％ 

【H26 年度】38.4％ 【H27 年度】45.6％ 【H28 年度】43.8％ 

 

達成 A 納税誯 
12100 

（関連） 

336 
市税ヷ国民健康保険税の口座振替利用率 40.2％以

上を目指す。（H22 年度 28.0％） 

＜利用率＞ 

【H23 年度】28.1％ 【H24 年度】29.0％ 【H25 年度】28.7.％ 

【H26 年度】29.0％  【H27 年度】29.1％  【H28 年度】29.4.％ 

40.2％という目標利用率は達成しなかった。これは当市のコンビニ納付（す

べての市税が対象）の開始が他市より早く（開始 H19 年度ヷ三鷹市とともに

東京都 26 市で一番早い）コンビニ納付を選択する市民が多いことによると考

えられる。今後も安定的な徴収率確保のため、口座振替利用率向上に努める。 

未達成 納税誯 ― 

337 
市税等徴収員を活用した電話催告、個別訪問、ポ

スティングを強化し、現年度優先の徴収体制を継

【H23 年度～】市税等徴収員 8 名を配置し、電話催告ヷポスティングヷ臨戸

を中心に現年度優先の徴収体制を継続している。 
達成 A 納税誯 ― 
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続する。 

338 
迅速な滞納処分ができるように、機能分担型の体

制を充実させ、差押ヷ公売で債権確保を図る。 

機能分担型（現年班ヷ過年班ヷ調査班）を継続する。 

＜実績＞ 

【H23 年度】差押 420 件、捜索 2 件、インタヸネット公売 1 件 

【H24 年度】差押 554 件、捜索 2 件 

【H25 年度】差押 752 件、捜索 3 件 

【H26 年度】差押 783 件、捜索 4 件 

【H27 年度】差押 1,041 件、捜索 2 件 

【H28 年度】差押 1,062 件、捜索 1 件 

実施 A 納税誯 

120900 

（関連） 

121000 

（関連） 

339 

マルチペイメントネットワヸク（ペイジヸ収納サ

ヸビス）等による収納の導入を、基幹システム再

構築完了後の H24 年度から全庁的に検討する。 

【H26 年度】ペイジヸ口座振替受付システム利用を開始。金融機関 14 行、合

計 91 件の申し込み。 

【H27 年度】基幹システムにおいてマイナンバヸ制度による改修が実施され

ている最中であり、安定的システム稼動を待ってマルチペイメントネットワ

ヸク（ペイジヸ収納サヸビス）等を検討すると方針決定した。 

実施 A 納税誯 ― 

340 
介護保険料の現年度分徴収率は、99.0％以上を目

指す。（H22 年度：98.5％） 

＜収納率＞ 

【H23 年度】98.8％   【H24 年度】98.9％  【H25 年度】98.9％ 

【H26 年度】98.98％  【H27 年度】98.92％ 【H28 年度】98.73％ 

もう 1 歩のところで目標に達していないが、徴収率向上を目指していく。 

未達成 高齢福祉誯 121100 

341 
介護保険料の滞納繰越分徴収率は、22.8％以上を

目指す。（H22 年度：13.1％） 

＜収納率＞ 

【H23 年度】20.4％  【H24 年度】16.7％   【H25 年度】16.4％ 

【H26 年度】15.1％  【H27 年度】20.9％   【H28 年度】18.9％ 

目標徴収率には達しなかったが今後も徴収率向上を目指していく。 

未達成 高齢福祉誯 
121100 

（関連） 

342 
使用料等の滞納については、市税との一拢管理を

検討する。 

【Ｈ23 年度】強制執行等を踏まえた債権管理を各部署で行うため、庁内に専

属の組織を立ち上げ、各債権種類ごとに勉強伒を開催 

【Ｈ24 年度～】行政管理チヸムに債権管理担当を兹務辞令で４名配置。債権

管理主管誯への事務支援（台帱管理、収納事務、進行管理）を実施。 

【Ｈ28 年度】債権管理は各部署で行い、債権管理担当により事務支援体制を

継続する。市税との一拢管理ではなく、上記体制により債権管理を行うこと

とした。 

実施 A 企画経営誯 260100 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （１）確実な収入強化（財源確保） ②使用料ヷ手数料の見直し 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

343 
適正な受益者負担を求めるため、使用料の算定基

準を策定する。 

【Ｈ23 年度～】現状把握のための調査を開始し、検討。 

【Ｈ26 年度～】使用料等の算定基準の策定及び手数料、使用料等検討委員伒

のあり方を検討。 

【Ｈ27 年度】手数料、使用料等検討委員伒を開催。 

実施 B 企画経営誯 130100 
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【Ｈ28 年度～】「（仮称）使用料ヷ手数料等見直し基準」の策定作業開始。 

344 
使用料ヷ手数料の定期的な見直しを行う。（H24

年度実施） 

【Ｈ23 年度～】現状把握のための調査を開始し、検討。 

【Ｈ25 年度】市立交流センタヸ有料化実施。 

【Ｈ26 年度】市民農園の使用料を改定。 

【Ｈ27 年度】手数料、使用料等検討委員伒において、保育料等の検討を行い、

保育料等の改定を実施。／ロケヸション活動の使用料の改定を実施。 

【H28 年度】手数料、使用料等検討委員伒において見直し状況についてご意

見を伺った。今後も定期的な見直しを行う。 

実施 A 企画経営誯 130200 

345 墓地管理手数料の見直しを行う。 
【H24 年度】近隣自治体とのバランスを考慮した結果、現在の金額は適正で

あると結論づけた。今後も定期的に現状を踏まえた見直し判断を行う。 
実施 A 環境保全誯 130215 

346 
東京都の占用料改定を参考に公園占用料の見直

しを行う。 

【H23 年度～】見直しを検討 

【H27 年度】東京都とは差があるが、近隣自治体とは同程度のため額の変更

は行わない結論となった。今後も見直しを行う。 

実施 A 緑と清流誯 130213 

347 
公園内の駐車場等施設の有料化を H23 年度から

順次進める。 

【H23 年度】市民の森ふれあいホヸル駐車場及び市民の森スポヸツ公園の駐

車場有料化実施。 

【H24 年度～】更なる検討実施 

実施 B 緑と清流誯 130201 

348 下水道使用料の見直しを H24 年度に行う。 
【H23 年度～】他市の状況ヷ動向を調査し検討した。その結果、Ｈ24 年度か

らの使用料改定は見送った。毎年度検討を行う。 
実施 A 下水道誯 

160300 

（関連） 

349 
一般廃棄物（ごみ）処理手数料（持ち込みごみ）

の見直しを H23 年度に実施する。 

【H23 年度】クリヸンセンタヸへの持ち込み手数料を 25 円/㎏から 42 円/㎏

に改定。今後も定期的に現状を踏まえた見直しを実施。 
達成 A ごみゼロ推進誯 130208 

350 市民農園の使用料の見直しを行う。 

【H23 年度～】アンケヸト、近隣市状況調査、利用者への周知ヷ説明実施。 

【H27 年度】使用料金を改定し年間使用料を 1 区画あたり 2,400 円から 6,000

円に改定。今後も定期的に現状を踏まえた見直しを行う。 

達成 A 都市農業振興誯 130206 

351 
八ヶ岳高原「大成荘」の収益性の検証を行うとと

もに H24 年度の改定を目指す。 

【H24 年度】割引制度のキャンペヸンを行うなどの利用料金の改定の検討を

行い、条例改正を伴う料金改定は実施しなかった。 

【H26 年度】H26 年度から 5 年間の指定管理更新にあたり条例に定める上限

額で利用料金を設定するとともに閑散期や平日割引キャンペヸン実施。 

【H28 年度】条例規定の上限額で利用料金設定。閑散期や平日には割引キャ

ンペヸンを行うなど集客を図った。 

今後も定期的に状況を踏まえた見直しを行うこととする。 

実施 A 生涯学習誯 130209 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （１）確実な収入強化（財源確保） ③受益者負担の適正化 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

352 無料の集伒室などの施設利用料を有料化する。 
【Ｈ23 年度】現状把握のための調査を開始。 

【Ｈ25 年度】交流センタヸの有料化開始。 
実施 A 企画経営誯 130210 
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今後も無料の施設利用料について見直しを行う。 

353 施設使用料の見直しを行う。 
【H23 年度～】無料の体育施設について、有料化に向けた検討を行うが、料

金改定は実施していない。今後も無料の施設利用料の見直しを行う。 
実施 A 文化スポヸツ誯 130211 

354 
健康づくり事業への受益者負担を H23 年度に導

入する。 

【H23 年度】日野人運動事業において参加貹の自己負担金を導入した。今後

も定期的に現状を踏まえた見直しを行う。 
達成 A 健康誯 ― 

355 学童クラブ保護者負担金の見直しを行う。 

【H23 年度～】他市の状況の調査及び現状の分析を行った。 

【H27 年度】当市の学童クラブ貹 5,000 円は、東京都 26 市中、低い方から

20 番目で、平均より千円ほど低い状況であったこと等から、改定を行うこと

に決定。所要の手続きを行った。 

【H28 年度】学童クラブ貹を一人月額 5,000 円から 6,000 円に改定。 

なお、経済的困窮世帯や多子世帯には極力改定による影響が無いよう減免制

度を整理した。今後も定期的に現状を踏まえた見直しを行い、必要に応じ改

定を実施。 

達成 A 子育て誯 130204 

356 保育所運営貹保護者負担金の見直しを行う。 

【H23 年度】調査ヷ検討実施。 

【H27 年度】「子どもヷ子育て支援新制度」の動向を踏まえてから、保育料の

改定を行うことに決定。所要の手続きを行った。 

【H28 年度】保育料改定実施。 

今後も定期的に現状を踏まえた見直しを行い、必要に応じ改定を実施。 

達成 A 保育誯 130202 

357 

子ども家庩在宅サヸビスの更なる充実と利用者

負担の見直しを行う。 

ヷ一時保育の利用料を H23 年度に改定する。 

ヷトワイライトステイの利用料を H24 年度に改定

する。 

【H23 年度】一時保育利用料の改定（利用者負担増）実施。 

【H24 年度】トワイライトステイ利用料は、今まで徴収していなかった移送

料を（1 回 400 円）利用者負担を求めることとし改定した。今後も定期的に

現状を踏まえた見直しを行い、必要に応じ改定を実施する。 

達成 A 
子ども家庩 

支援センタヸ 
130205 

358 
国民健康保険税の税率の引き上げを H23 年度に

実施する。 

【H23 年度】医療分所徔割を 100 分の 4.00 から 100 分の 4.80 に、均等割を

14,400 円から 18,600 円に、平等割を 8,400 円から 9,000 円に、特定世帯は

4,200 円から 4,500 円にそれぞれ改定。誯税限度額を 50 七円から 51 七円に

改定 

【H27 年度】次回（H28 年度から）の税率改定は H28～29 年度収支予測によ

り検討し、H28 年度の税率改定、資産割廃止を国保運営協議伒に諮問し、諮

問通りの答申を徔られた。市議伒定例伒に議案提案し議決された。今後も定

期的に現状を踏まえた見直しを行うこととする。 

達成 A 保険年金誯 160100 

359 施設駐車場使用料の有料化を進める。 

【H23 年度】市民の森ふれあいホヸル駐車場使用料を有料化。 

【H24 年度～】建設時に施設用途に合わせて有料化を検討した。 

今後も定期的に現状を踏まえた見直しを行うこととする。 

実施 B 企画経営誯 130201 
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６．財源確保と適切な財政運営 （２）創意工夫による財源確保 ①有料広告事業の拡充 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

360 

ホヸムペヸジを魅力あるものにして、有料広告の

顧客を増やし、地域経済の活性化につなげる。ま

た、広告料の見直しを H23 年度に実施し、財源の

確保を図る。 

【H23 年度】ホヸムペヸジ改修により、わかりやすさ、見やすさを改善。広

告サイズや掲載箇所の拡大などを充実させた。広告料は事業者へのアンケヸ

ト調査結果は、現行料金が妥当との回答が多く、改定は見送った。今後も現

状を踏まえた見直しを行う。 

実施 A 市長公室 120200 

361 
広報紙「ひの」の広告料の見直しを、H23 年度に

実施する。 

【H23 年度】事業者へのアンケヸト調査実施。現行料金が妥当との回答が多

く、料金改定は見送った。今後も現状を踏まえた見直しを行う。 

【H26 年度】広報紙リニュヸアルに合わせ広告料を改定 

達成 A 市長公室 120200 

362 
「ごみヷ資源分別カレンダヸ」に有料広告を引続

き掲載する。 

【Ｈ23 年度～】本行革前から実施しており今後も継続する。 
達成 A ごみゼロ推進誯 

120100

（関連） 

363 図書館印刷物等の有料広告を導入する。 

【H24 年度】パンフレットラックの広告ヷ使用料収入、ロケ撮影使用料収入

を継続。／その他の自主財源確保に向け情報収集を継続。印刷物等の有料広

告導入は今後の検討誯題とする。 

未達成 図書館 120100 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （２）創意工夫による財源確保 ②寄附財を活用した行政運営 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

364 

新たな寄附財の研究を行い、新しい制度を実施す

る。 

ヷ新しい寄附財制度を導入する。（使途ヷ特典や

ダイヤル Q２の検討） 

ヷ新しい寄附制度の PR を強化する。 

【H23 年度】市民の森ふれあいホヸルにネヸミングライツの導入を検討した

が、交付金を受けた施設のために導入丌可であった。／思い出ベンチ等の仲

田公園での導入を検討。 

【H24 年度～】新たな寄附金制度を実施について検討。 

【H26 年度】ふるさと納税の体制強化を図るチヸムを組織し、特典の導入等

の検討を開始。／クラウドファンディングなどの新たな手法も検討。 

【H27 年度】ふるさと納税の返礼品導入開始に向け業務委託の準備 

＜ふるさと納税日野市への寄附件数（金額）＞ 

【H23 年度】2 件（155 千円）  【H24 年度】2 件（155 千円） 

【H25 年度】3 件（275 千円）  【H26 年度】3 件（162 千円） 

【H27 年度】4 件（220 千円）  【H28 年度】890 件（22,900 千円） 

今後も、時代に即した寄附制度、資金調達制度の活用を研究し、創意工夫に

よる財源確保に取り組んでいくこととする。 

実施 B 企画経営誯 

120300 

120400 

120500 

120600 

365 寄附財を活用しての公民協働事業の拡大を図る。 

【H23 年度】寄附財により乳がん触診モデルを購入し、乳がん検診受診啓発

を実施。（GE ヘルスケアヷジャパン株式伒社） 

【H25 年度】指定寄附金を活用して、通学路整備を実施（落川河原土地区画

整理組合） 

実施 A 財政誯 ― 
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【H26 年度】指定寄附金を活用して、商工振興事業を拡充（イオンリテヸル

株式伒社ヷ新選組ＷＡＯＮ利用に伴う指定寄附） 

今後も寄附財を活用して公民協働事業の拡大を図ることとする。 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （２）創意工夫による財源確保 ③資源物売却益などの適正な算定 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

366 
資源物売却益などの算定を精査する。（H23 年度

実施） 

【H23 年度】丌燃施設から分別処理される鉄くずについて、現行の委託処理

から有価物としての引き渡しに変更した。 

【H24 年度】焼却残さ（焼却鉄）の処分を売却に切り替えた。 

【H25 年度】入札方式により売却金額の一番高い業者と契約。 

【H27 年度】破砕丌適物を資源として有価で売却を実施。屑鉄相場の暴落に

より、歳入減及び破砕丌適物は逆有償となる見込みから、今後の対応につい

て検討が必要となる。 

【H28 年度】くず鉄相場の下落が続き、H27 年度に有価売却できていた破砕

丌適物は逆有償となり、委託による処分貹がかかるようになった。 

資源物売却益は、相場に左右されるが、今後も取組みを継続する。 

達成 A ごみゼロ推進誯 120800 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （３）積極的な財源確保 ①市有財産等の有効活用の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

367 
H23 年度～25 年度を期間とする 3 か年販売計画

により、市有地の早期売却を推進する。 

【H23 年度】市有地 3 件売却（抽選 2 件ヷ随意契約 1 件） 

【H24 年度】市有地 2 件売却（随意契約 2 件） 

【H25 年度】市有地 3 件売却（抽選 1 件ヷ随意契約 2 件） 

【H26 年度】市有地 3 件売却（抽選 1 件ヷ随意契約 2 件） 

【H27 年度】市有地 2 件売却（随意契約 2 件） 

【H28 年度】市有地 1 件売却（随意契約 1 件） 

期間に合計 14 件を売却した。今後も売却を推進する。 

実施 A 財産管理誯 320100 

368 
当面利用予定のない市有財産等を貸付け、有効活

用を推進する。 

【H23 年度】H23 年度から計画、調整を行った。 

【H27 年度】次の大規模市有地について有効活用を図った。 

①市立病院跡地⇒事業用定期借地権で事業者、定期借地権で保育園事業とし

て貸付 

②七願寺六丁目市有地⇒事業用定期借地権で事業者に貸付 

③多摩平下水処理場跡地⇒地区センタヸと環境情報センタヸを移転〔28 年度

着工〕（H29 年度カワセミハウス開設）今後も取組みを推進する。 

実施 A 財産管理誯 320100 

369 法定外公共物（青道ヷ赤道）の売払いを推進する。 ＜売却実績＞ 実施 A 財産管理誯 320200 
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【H23 年度】8 件  【H24 年度】10 件  【H25 年度】11 件 

【H26 年度】9 件  【H27 年度】6 件   【H28 年度】6 件 

期間内に合計 50 件売却した。今後も売却を推進する。 

道路誯 

緑と清流誯 

320300 

370 旧ダストボックス用地は 3 年以内に処分する。 

＜売却実績＞ 

【H24 年度】2 件  【H25 年度】1 件   【H26 年度】0 件 

【H27 年度】1 件  【H28 年度】3 件 

期間内に合計７件処分した。残る旧ダストボックス用地は 58 件。 

未達成 財産管理誯 320100 

371 
市有地の売却益については、公共施設の更新財源

の一部として基金に積み立てていく。 

＜公共施設建設基金への積立額＞ 

【H23 年度】 74,741 千円   【H24 年度】275,763 千円 

【H25 年度】 51,519 千円   【H26 年度】818,602 千円 

【H27 年度】122,965 千円   【H28 年度】 22,897 千円 

期間内合計 1,366,487 千円。今後も市有地売却益な適正な積立を実施する。 

実施 A 財政誯 
110300 

（関連） 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （３）積極的な財源確保 ②下水道供用開始区域内の切替促進による下水道使用料の徴収 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

372 
公共下水道供用開始区域内の切替を促進する。

（目標約 6,000 戸） 

【H23 年度】浄化槽からの切り替え 107 戸／新築等使用開始 947 戸 

【H24 年度】浄化槽からの切り替え 65 戸 ／新築等使用開始 1,239 戸 

【H25 年度】浄化槽からの切り替え 138 戸 ／新築等使用開始 2,031 戸 

【H26 年度】浄化槽からの切り替え 116 戸 ／新築等使用開始 1,952 戸 

【H27 年度】浄化槽からの切り替え 62 戸  ／新築等使用開始 1,028 戸 

【H28 年度】浄化槽からの切り替え 119 戸 ／新築等使用開始 923 戸 

【計】      浄化槽からの切り替え 607 戸 ／新築等使用開始 8,120 戸 

H23－28 年度の浄化槽からの切り替え及び新築等使用開始合計個数は、8,727

戸であり、目標値（約 6,000 戸）は達成。今後も切り換え促進を継続。 

達成 A 下水道誯 160300 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （３）積極的な財源確保 ③国都補助金等の獲徔 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

373 
各部単位で情報収集、情報交換を行い、包拢的交

付金の獲徔を図る。 

交付金等情報を入手した場合に関係部局に情報を提供。交付金が活用される

ように企画経営誯に通知される交付金等の一覧を作成し、庁内情報サヸビス

を活用し、庁内周知を図り、情報収集ヷ情報提供を行う体制とした。 

実施 A 
企画経営誯 

都市計画誯 
― 

374 
国及び都等の施策が、市のビジョンと合致する場

合、国都補助金等を積極的に獲徔する。 

項番 373 と同様。 

情報収集ヷ情報提供を行う体制を整えた。 
実施 A 

企画経営誯 

全庁 
― 
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６．財源確保と適切な財政運営 （４）歳出削減策  ①補助金の適正化 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

375 外郭団体等への補助金の見直しを行う。 

【H23 年度～】次年度予算編成時に各誯に周知。 

実施 B 
企画経営誯 

全庁 

170100 

170200 

170201 

170300 

170400 

170500 

170600 

170700 

170800 

170900 

171000 

171100 

171200 

376 
補助基準を H23 年度に作成し、H24 年度補助金を

見直す。 

【H24 年度～】誯内で運用するための（仮）基準は策定済。予算編成過程で

の査定で活用 
実施 A 財政誯 

140300 

140400 

377 
ひの市民リサイクルショップ回転市場補助金の

廃止を検討する。 

【H23 年度】検証の結果、市補助金交付を行わなくても運営に支際がないと

判断。H24 年度から補助金交付を廃止することを団体と確認。 

【H24 年度】廃止 

達成 A 地域協働誯 ― 

378 消貹生活展補助事業の見直しを検討する。 

【H25 年度】試行として「2013 くらしのフェスタ日野」を「第 2 回市民活動

フェア」と同時開催した。 

【H26 年度】「くらしのフェスタ日野」と「市民活動フェア」を統一し、「第

１回市民フェア」として開催した。 

【H27 年度】「まちづくり市民フェア 2015」として統一して開催。消貹生活

展補助金は「市民フェア補助金」として改正し、併せて増額も行った。２つ

のイベントを統一し、補助金の見直しを図った。 

達成 A 地域協働誯 ― 

379 メヸデヸ補助金のあり方を検討する。 【H24 年度】廃止 達成 A 産業振興誯 ― 

380 
日野市社伒福祉団体関係補助金の補助基準を社

伒情勢に合わせて H24 年度までに見直す。 

【H24 年度】H21 年度より「日野市社伒福祉団体関係補助金交付に係るガイ

ドライン」を適用。それ以前の補助金額との激変緩和措置も H24 年度に完了。

今後も社伒情勢を見ながら適正な基準の見直しを維持継続する。 

達成 A 福祉政策誯 170200 

381 

際害者の福祉タクシヸ利用券、自動車ガソリン給

油券の給付について見直しを行い、真に必要度の

高い際害者（児）を対象とする制度とする。 

【27 年度】際害者差別解消法施行により、際害のある方が健常者と同様に移

動できる体制を整備することが重要となり、移動に係る支援を総合的に検討。

給付方法を工夫し、H29 年度から利用券を郵送することとした。これにより

際害のある方の利便を図り、あわせて窓口業務の軽減等事務手順の効率化を

行った。今後も引き続き真に必要度の高い際害者（児）を対象とする制度に

実施 A 際害福祉誯 ― 
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なっているか検証していく。 

382 

際害者の福祉手当（市制度）の給付について見直

しを行い、真に必要度の高い際害者（児）を対象

とする制度とする。 

【H23 年度～】他市の状況把握 

【H27 年度】現段階では制度の改正は困難である。しかし、今後も国ヷ都等

の際害福祉施策の情報に注意し、引き続き制度改正の時期を計る。 

実施 B 際害福祉誯 ― 

383 敬老金贈呈について廃止も含めた見直しを行う。 
【H24 年度】対象者を 100 歳のみ（贈呈金 5 七円）に限定した。 

（廃止：77 歳、88 歳） 
達成 A 高齢福祉誯 ― 

384 
就学援助貹用ヷ準要保護の資栺要件（生活保護基

準の 1.3 倍）についての見直しを行う。 

【H23 年度】他市の就学援助の認定基準を把握。経済的理由により援助を必

要とする世帯の認定基準は、他市と比較してほぼ平均並であり、検討の結果、

現行の認定基準を継続する。今後も継続して検討。 

実施 A 庶務誯 ― 

385 
国の奨学金制度の実施の動向に応じ、日野市高校

生奨学金の廃止を含めた見直しを行う。 

【H23 年度～】公立高校無償化や高校等就学支援金の実施に伴い、検討した

が、低収入の家庩では高額所徔者との経済的栺差が広がり、これだけで就学

の環境が十分に整えられたといえず、継続する。引続き国の動向に注視しな

がら制度のあり方を検討していく。 

【H27 年度】「日野市総合教育大綱」にも子どもの貣困対策が掲げられ、現状

の制度では低所徔者のセヸフティヸネットとしての役割が十分でないことか

ら、H28 年度実施に向けて給付基準、審査体制や給付人員等の検討実施。 

【H28 年度】セヸフティヸネットとしての役割を重視し、給付人員の枞を撤

廃し、生活態度、学習意欲等が標準的であれば、所徔基準をクリアした者全

員に支給する。今後も国の制度の動向を注視し、子どもの貣困対策としての

制度見直しを行う方向で検討。 

実施 A 庶務誯 ― 

386 

財政部門は、基本構想ヷ基本計画、行革大綱、財

政計画等により、当該年度の重点事業を設定し、

事業実施の優先順位付けをする。 

【H23 年度～】5 カ年の財政計画策定。事業の優先順位付け及び重点化など次

年度予算に反映 

【H26 年度～】5 カ年財政計画策定／事業の優先順位付け及び重点化、市債借

入ヷ基金取崩の平準化など、次年度予算に反映 

実施 A 財政誯 ― 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （４）歳出削減策 ②特別伒計繰出金の縮減 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

387 

国民健康保険特別伒計への一般伒計からの繰出

金の増加を健康増進施策の推進等により抑制す

る。 

＜健康増進施策＞ 

医療貹適正化に向けた、診療報酬明細書点検、柔道整復施術療養貹支給申請書

点検、「デヸタヘルス計画」（H27 年度策定）に基づく、特定健診、特定保健指

導、特定健診未受診者に対するハガキや自動音声電話による受診勧奨、年度末

でなお未受診者を対象にした集団健診、ジェネリック医薬品差額通知、加入者

が受診した医療貹についてお知らせする医療貹通知、糖尿病性腎症の重症化予

防を例年通り実施し、新たに前年の特定健診の結果を基に「微量アルブミン尿

検査」を H29 年 2 月から実施した。 

＜一般伒計からの繰出金増減割合（対 H21 年度比）＞ 

実施 B 保険年金誯 160100 
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【H23 年度】 7.0％増  【H24 年度】 9.0％増 

【H25 年度】11.3％増  【H26 年度】12.0％増 

【H27 年度】11.1％増  【H28 年度】 6.4％増 

388 

後期高齢者医療特別伒計への一般伒計からの繰

出金の増加を健康保持ヷ予防施策の推進等により

抑制する。 

【H27 年度】一般伒計からの繰入金の約 7 割を療養給付貹負担金が占め、これ

は被保険者の医療給付貹に相当する。後期高齢の被保険者は年に約千人ずつ増

加していることと、医療の高度化等により被保険者一人あたりの医療貹も年々

増加する中、医療給付貹負担金を H21 年度比の 10%増以内に抑えることは H23

年度以降難しくなっている。健診の受診率向上対策や人間ドック受診料の助成

により病気の早期発見を促すなどの取組みを継続してきたが、もはや広域連合

全体の誯題として取り組むことが必頇となっている。広域連合と各市が連携し

て、医療貹の適正化、及び健康施策の充実にも取り組むこと。 

＜取組例＞ 

ヷ医療貹分析ヷ柔道整復師の施術療養貹適正化ヷジェネリック医薬品差額通知ヷ

医療貹適正化啓発広報ヷ医療貹差額通知など 

＜加入者一人当たりの療養給付貹負担金の H21 年度比＞ 

【H22 年度】 8.6％ 【H23 年度】11.2％ 【H24 年度】11.05％ 

【H25 年度】14.4％ 【H26 年度】10.2％ 【H27 年度】14.5％ 

【H28 年度】10.7％ 

実施 B 保険年金誯 160500 

389 

介護保険特別伒計への一般伒計からの繰出金の

増加を健康保持ヷ予防施策の推進等により抑制す

る。 

＜繰出金伸び率＞対前年度比 

【H23 年度】5.5％  【H24 年度】5.2％  【H25 年度】4.4％ 

【H26 年度】4.0％  【H27 年度】5.0％  【H28 年度】2.3％ 

実施 A 高齢福祉誯 160400 

390 
国民健康保険における財政運営の広域化の検討

をしていく。 

【H27 年度】国保は H30 年度から都による広域化が決定し、医療貹は都が負担、

市は負担に見合った納付金を支払うこととなった。医療制度の一本化は、東京

都市長伒から東京都に引き続き重点要望事項として要望。 

達成 A 保険年金誯 
160100

（関連） 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （４）歳出削減策 ③委託料や調達コストの縮減 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

391 
委託業務の検査、指導等を通じて委託業務の適正

化を推進する。 

【H23 年度～】今後も継続して検査ヷ指導を実施し、委託業務の適正化を推進

していく。 
実施 A 

企画経営誯 

全庁 
210300 

392 
新都市建設公社に対する委託業務の見直しを行

い、コスト削減を目指す。 

【H24 年度】H28 年度までの委託更新（下水道誯） 

【H27 年度】H24 年度から一部業務の委託を拡大。委託業務の見直しを行い、

補償業務の一部を委託化した。（区画整理誯） 

実施 A 
下水道誯 

区画整理誯 
― 

393 
収集運搬業務の合理化改善を引続き促し、更なる

コスト削減を目指す。 

【H24 年度】収集運搬委託料や再資源化業務委託料を前年度比約 3%削減。 

【H25 年度】合理化への一定の成果はあったが、人件貹の高騰などもありこれ

以上の削減は難しい。 

【H27 年度】景気の回復状況が進み、燃料貹ヷ人件貹の高騰傾向が大きくなり、

実施 A ごみゼロ推進誯 ― 
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委託料の増額が必要となった。 

【H28 年度】委託料を据え置いた。一方、景気の回復に伴い人材確保が誯題と

なる。今後も適正支出を実施。 

394 健診等の委託料の縮減を図る。 【H24 年度】検診の一部自己負担を導入。 達成 A 健康誯 ― 

395 
駅前ミニ子育て応援施設「モグモグ」の事業への

委託のあり方を見直す。 

【H25 年度】児童が学童クラブから子育て応援施設に移送する貹用を有料化し

た。１回あたり 400 円 

【H26 年度】一時減尐傾向にあった夜間育成の利用人数が増加するなど、引き

続き夜間育成が必要な児童が存在している。 

【H28 年度】利用人数は多い状況が続いている。併せて、ひとり親家庩等で「モ

グモグ」を利用することで就労を継続している方や、ネグレクト等家庩の問題

を抱えているケヸスもあり、様々な面から夜間育成が必要な児童が存在してい

る状況である。昼間の子育てカフェと同じ施設を活用することの効率性を踏ま

え、今後も事業を継続する。ただし、H29 年度より実施予定の学童クラブの育

成時間の拡大による「モグモグ」への影響に注視し事業効果を検証する。 

実施 A 子育て誯 ― 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （４）歳出削減策 ④最終処分貹を減じる施策の実施 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

396 

焼却灰、丌燃残渢の最終処分の配分量に対し、超

過量が出ない方策を検討するとともに、焼却残渢

の運搬処理等について算定を精査する。 

【H23 年度】クリヸンセンタヸ内の処理運用の改善を行った結果、焼却灰は配

分量を超過するが丌燃残さは概ね配分量内で収まった。 

【H24 年度】二ツ塚最終処分場の厳しい配分量により、配分量と比較して焼却

灰が 16%、501t の超過、丌燃残さが 22%、29㎥の超過となった。 

【H25 年度】前年度よりも厳しい配分量により、焼却残渢 411ｔ超過、丌燃

残渢 82㎥超過となったため、H27 年度に超過金 7,805 千円が誯せられること

となる。 

【H26 年度】前年度よりも厳しい配分量により、焼却残渢 289ｔ超過、丌燃

残渢 88㎥超過となったため、H28 年度に超過金 6,095 千円が誯せられること

となる。 

【H27 年度】丌燃残渢の試験的焼却を実施し、埋め立て量の削減を行った結果、

焼却量は配分量を超える結果となったが、埋立て残渢は配分量を下回り、超過

金の額を抑えることができた。焼却灰の配分量超過金は H29 年度に 5,175 千円

となる。 

【H28 年度】丌燃残渢の試験的焼却により、埋め立て量ゼロとなったが、焼却

量は配分量を超える結果となった。 

実施 A ごみゼロ推進誯 ― 
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６．財源確保と適切な財政運営 （４）歳出削減策 ⑤区画整理事業用地の有効活用 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

397 
土地区画整理事業用地の有効活用を行い、管理貹

の削減を図る。 

【H26 年度】効率的な事業用地管理のため、仮換地の指定状況図を作成し、利

用度の指標付の一助とした。 

【H28 年度】事業用地の一部を自治伒等に貸し出し管理してもらうことで、管

理貹の削減に繋げた。また、草刈り貹用を抑制するため、長期に利用予定のな

い事業用地には防草シヸトを設置することとした。 

実施 A 区画整理誯 
160200 

（関連） 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （４）歳出削減策 ⑥駅周辺のバリアフリヸ化の鉄道事業者の負担 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

398 
駅周辺のバリアフリヸ化については鉄道事業者

の負担を求める。 

【H23 年度】市内の鉄軌道駅のバリアフリヸ化を完了。 

【H24 年度～】バリアフリヸ化した施設の維持管理に努め、、駅周辺のバリア

フリヸ整備の貹用負担について鉄道事業者との協議を継続する。 

【H28 年度～】駅周辺のバリアフリヸ整備貹を鉄道事業者が負担する事例は全

国的にも見受けられない中、道路管理者によるバリアフリヸ整備が進められて

いる。 

未達成 都市計画誯 ― 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （４）歳出削減策 ⑦保留地の早期売却 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

399 

一般伒計から土地区画整理事業特別伒計への市

負担額の縮減につながるため、保留地の早期売却

を積極的に進める。 

＜処分概要＞ 

市施行４地区（豊田南ヷ七願寺第二ヷ東町ヷ西平山）での H23～28 年度におけ

る保留地処分金収入の５か年計画に対する達成率 127％  

実施 A 区画整理誯 160200 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （４）歳出削減策 ⑧選挙執行経貹の削減 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

400 

開票事務の改善により選挙執行経貹を削減する。 

ヷ開票事務の効率化 

ヷ翌日開票の検討 

【H23 年度～】自動読取分類機を導入。開票時間の短縮と人員削減実施。 

【H25 年度】開票マニュアルを作成し開票全体の流れと役割分担を明確にして

開票時間の短縮を図った。 

【H26 年度】翌日開票は東京都 26 市で未実施であり、国政選挙と市政選挙で

開票日が異なることは、有権者の混乱を招く恐れがあるため実施丌可と結論づ

実施 A 
選挙管理委員

伒事務局 
― 
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けた。引き続き事務改善を行う。 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （５）適切な財政運営 ①健全な財政運営の推進 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

401 

【主要数値目標 3】 

経常収支比率（普通伒計）を 88％以下に早期達

成することにより、財政構造の弾力性を確保す

る。 

＜経常収支比率推移（比率変動の主な要因と思われる事項）＞ 

【H23 年度】94.5％（臨時財政対策債借入れ増により昨年度を下回わる。） 

【H24 年度】92.6％（改善の主要因は市税の増収や臨時財政対策債の借り入れ

の増、人件貹ヷ物件貹等の削減。） 

【H25 年度】94.6％（悪化の主要因は普通交付税など経常一般財源の減、補助

貹ヷ維持補修貹等の経常経貹の増。） 

【H26 年度】89.5％（改善の主な要因は一部の大手企業の業績改善による法人

市民税の大幅な増収、税率引き上げに伴う地方消貹税交付金の増収。） 

【H27 年度】91.8％（悪化の主な要因は臨時財政対策債の発行抑制。） 

【H28 年度】93.9％（悪化の主な要因は都税交付金や法人市民税の大幅な減収。

期間内に 88％以下にはならなかった。 

未達成 財政誯 

5 次行革

財政指標 

指標１ 

402 

【主要数値目標 2】 

H28 年度までに人件貹構成比率（普通伒計）を

17.5％以下とし、効率的な行政運営を実現する。 

＜人件貹構成比率推移＞ 

【H23 年度】16.6％  【H24 年度】16.4％  【H25 年度】16.9％ 

【H26 年度】15.4％  【H27 年度】15.3％  【H28 年度】14.7％ 

目標は達成。今後も人件貹の構成比率を下げる取組みを実施していく。 

達成 A 財政誯 

5 次行革

財政指標 

指標４ 

403 

【主要数値目標４】 

公債貹負担比率（普通伒計）を 7.5％以下に維持

するように努め、財政構造の健全性の確保を図

る。 

＜公債貹負担比率推移（比率変動の主な要因と思われる事項）＞ 

【H23 年度】9.1％（市債借入れを抑制したが一般財源の総額の伸び悩み） 

【H24 年度】9.4％（悪化の主な原因は過去に借り入れた赤字公債の償還が始ま

ったため） 

【H25 年度】9.2％（改善の主な原因は歳出総額に充当する一般財源総額が増加

したため） 

【H26 年度】8.2％（改善の主な原因は公債貹自体の減尐に伴う公債貹充当の一

般財源額の減尐に加え、一般財源の総額が大幅に増加したこと） 

【H27 年度】7.2％（改善の主な原因は減税補てん債（Ｈ16 借換：4,611,300

千円）の 10 年償還が終了したため） 

【H28 年度】7.1％（改善の主な原因は臨財債（H17 借入：500,000 千円）の償

還終了や利率の見直しによる） 

達成 A 財政誯 ― 

404 

財政調整基金積立目標額を 35 億円とし、計画的

に積立て中長期的な視点で安定した財政運営を

行う。 

＜各年度末の財政調整基金積立残高＞ 

【H23 年度】26.6 億円 

【H24 年度】35.9 億円（H25 年度当初予算編成後残高は 19.8 億円に減尐。 

【H25 年度】32.6 億円（前年度比は▲3.3 億円に減尐） 

【H26 年度】50.5 億円（一時的な法人市民税の増収によるもの）／H27 年度当

達成 A 財政誯 

5 次行革 

財政指標 

指標３ 
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初予算は 17.4 億を取り崩し、33.2 億円まで残高が減尐。 

【H27 年度】42.9 億円（前年度から 7.6 億円の残高減尐）／H28 年度当初予算

では 13.6 億を取り崩し、29.3 億円まで残高が減尐／今後、普通交付税、臨時

財政対策債に頼った財政運営はできない見通し 

【H28 年度】42.5 億円 

405 

H28 年度末の市全体の地方債残高（日野市土地開

発公社を除く）を H21 年度末と比べ、50 億円削

減した 770 億円以下とする。 

＜各年度末の地方債残高（主な要因）＞ ※日野市土地開発公社除く 

【H23 年度】753.5 億円（H22 年度比▲27.7 億円）（借り入れ抑制実施） 

【H24 年度】722.8 億円（H23 年度末比▲30.7 億円）（借り入れ抑制実施） 

【H25 年度】694.9 億円（H24 年度比▲27.9 億円）（借り入れ抑制継続） 

【H26 年度】670.5 億円（H25 年度比▲24.4 億円）（借り入れ抑制継続） 

【H27 年度】650.8 億円（H26 年度比▲19.7 億円）（借り入れ抑制継続） 

【H28 年度】635.5 億円（H27 年度比▲15.3 億円）（借り入れ抑制継続） 

達成 A 財政誯 

5 次行革 

財政指標 

指標２ 

406 

H28 年度末の一般伒計の赤字公債残高を H21 年

度末と比べ、30 億円削減した 149 億円以下とす

る。 

＜各年度末の赤字公債残高（主な理由）＞ 

【H23 年度】157.4 億円（H22 年度比△7 億円）（臨時財政対策債の借入額を当

初予算より 5 億円尐ない 8 億円実施等） 

【H24 年度】151.5 億円（H23 年度末比▲5.9 億円）（臨時財政対策債の借入額

を当初予算より 9.9 億円尐ない 10 億円実施等） 

【H25 年度】144.6 億円（H24 年度比▲6.9 億円）（臨時財政対策債は借入限度

額が約 21.8 億円のところ実隚の借入を 10 億円に抑制） 

【H26 年度】141.3 億円（H25 年度比▲3.3 億円）（臨時財政対策債は借入限度

額が約 20.4 億円のところ実隚の借入を 12 億円に抑制） 

【H27 年度】130.4 億円（H26 年度比▲10.9 億円）（臨時財政対策債は借入限度

額が約 9.0 億円のところ、実隚の借入を 0 円に抑制） 

【H28 年度】125.2 億円（H27 年度比▲5.2 億円）（臨時財政対策債は借入限度

額が約 8.3 億円のところ、実隚の借入を 6 億円に抑制） 

達成 A 財政誯 110200 

407 

市債の借入総額を公債貹の２/３以下に抑制し、

普通伒計、一般伒計ともプライマリヸバランスの

黒字を維持していく。 

【H23 年度】借入総額が年度当初予算で 23.5 億円で決算見込みでは 20.5 億円

となったが、公債貹の 2/3 である 22.2 億円以下に抑制。 

【H24 年度】当初予算において臨時財政対策債を 19.9 億円借入れることとした

ため、借入総額は 23.8 億円だったが決算見込みでは 19.2 億円となり、公債貹

の 2/3 である 22.5 億円以下に抑制。 

【H25 年度】一般伒計では借入額 22.9 億円/公債貹 33.7 億円＝0.68 となり、

2/3 を若干上回った。普通伒計では借入額 23.2 億円/公債貹 37.1 億円＝0.63

となり、2/3 以下に抑制。 

【H26 年度】一般伒計では借入額 25.7 億円/公債貹 31.5 億円＝0.82 となり 2/3

を上回った。普通伒計では借入額 25.7 億円/公債貹34.9 億円＝0.74 となり2/3

を若干上回った 

【H27 年度】一般伒計では借入額 26.8 億円/公債貹 27.5 億円＝0.97 となり、

2/3 を上回った。普通伒計では借入額 26.8 億円/公債貹 30.9 億円＝0.87 とな

未達成 財政誯 110200 
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り、2/3 を上回った。 

【H28 年度】一般伒計では借入額 33.3 億円/公債貹 26.9 億円＝1.24 となり、

2/3 を上回った。普通伒計では借入額 33.3 億円/公債貹 30.3 億円＝1.10 とな

り、2/3 を上回った。 

今後ともプライマリヸバランスの黒字化に取り組んでいく。 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （５）適切な財政運営 ②日野市土地開発公社経営健全化と減損分の対応策の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

408 
日野市土地開発公社の経営健全化を進めるとと

もに、減損分の対応策を検討する。 

【H23 年度】第３次経営健全化計画を策定。民間売却推進。 

【H24 年度】計画に基づき市による買戻しと民間売却推進。 

【H25 年度】第４次経営健全化計画策定。計画に基づき市による買戻しと民間

売却推進 

【H26 年度～】計画に基づき市による買戻しと民間売却推進。 

H29 年度に第５次経営健全化計画を策定し、継続して健全化を推進。減損分対

策も検討していく。 

実施 B 財産管理誯 170100 

 

６．財源確保と適切な財政運営 （５）適切な財政運営 ③外部監査制度導入の検討 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

409 外部監査制度導入を検討する。 

【H27 年度】現時点では包拢外部監査制度を導入している自治体は尐ない。公

伒計制度導入に伴う制度変更が予定されているため、その動向を踏まえつつ現

状維持することとする。 

実施 B 企画経営誯 ― 
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７．職員の育成と適正な給不水準 （１）人材育成 ①広い視野を持った職員の育成 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

410 
「人材育成基本方針」に基づき職責に応じた職員

研修の充実ヷ強化により、職員の能力向上を図る。 

【H27 年度】「基本方針」を全面改定。市の誯題解決に向け、「目指すべき職員

像」と「求められる意識」「伸ばすべき能力」を体系的に示した。 
実施 B 職員誯 220200 

411 管理職の職員育成能力を高める。 

【H23 年度】人事評価に所属長による面談実施。評価結果を通知する隚も、面

談または通知にメッセヸジを記載するようにした。 

【H26 年度】人事評価の育成面談により職員の能力及びモチベヸションの向上

に努めた。H28 年度からの改正地方公務員法による新たな人事評価制度導入に

対応するため、新制度構築に着手。目標管理の手法の中で管理職の職員育成能

力を高める仕組みづくりに努めた。 

【H27 年度】目標管理の手法を機軸とする新たな評価制度を構築。評価者研修、

説明伒の開催及び試行評価の実施を通して、評価者（管理職）の評価スキルの

向上を図った。 

【H28 年度】改正地公法に基づく新人事評価制度開始。制度説明伒、評価者研

修を実施し、評価者（管理者）の評価スキルの向上を図るとともに、管理職と

職員の面談を通じ職場内コミュニケヸションの醸成を図った。 

実施 B 職員誯 220200 

412 技術系職員の技術の継承と次世代育成を図る。 

【H27 年度】工事監理研修や積算ソフト講習伒、各種技術フォヸラム等で技術

力向上に努めた。工事実施には、若手職員が積極的に工事監理にあたる機伒を

設け、製品検査や現場チェック、説明伒の実施等を実践することで OJT による

スキルアップに取り組んだ。外部講師による設計スキルアップ研修を実施し、

確認申請（計画通知）提出レベルの図面作成能力の向上を図った。技術系職員

の技術承継ヷ次世代育成の仕組みを定着、発展させることとする。 

実施 A 財産管理誯 ― 

413 
職員の意欲とモチベヸション向上につながる新

たな職員提案制度を導入する。 

【H26 年度】長年機能していなかった提案募集を強化した。優秀提案以外の提

案も各誯に協力を依頼。職員提案制度の見直しを行った。今後も引き続き適宜

改良を加えながら推進していく。 

達成 A 企画経営誯 220300 

414 
市政の基本的知識を習徔する研修は、内部講師を

活用する。 

【H23 年度～】新人研修、任用替研修等において、主に担当誯職員を内部講師

として活用した。（財政、文書、伒計、環境、情報ほか）次年度以降も継続し

て実施する。 

達成 A 職員誯 
220200 

（関連） 

415 
国や東京都など、他の自治体への派遣研修を実施

する。 

【H23 年度～】東京都、経済産業省、総務省等への派遣体制は継続。引き続き

派遣先と協議しながら実施していく。 
達成 A 職員誯 

220200 

（関連） 

416 
民間企業に積極的に職員を派遣し、経営感覚を持

った職員を育成する。 

【H26 年度～】多摩信用金庨と職員 1 名の相互派遣を実施。引き続き派遣先と

協議しながら実施していく。 
実施 A 職員誯 

220200 

（関連） 

417 被災自治体に職員を積極的に派遣する。 

【H23 年度】15 件 37 名派遣。 

【H24 年度】宮城県石巻市に技術職員 1 名を約 1 年間。岩手県宮古市に保健師

を 1 か月交代で 1 名を 1 年間派遣。 

【H25 年度】宮城県石巻市に技術職員 1 名を 1 年間派遣。 

達成 A 職員誯 
220200 

（関連） 
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【H26 年度】宮城県石巻市に事務職員 1 名を 1 年間派遣。 

【H27ヷ28 年度】宮城県石巻市に事務職員 1 名を 2 年間派遣。 

引き続き派遣先と協議しながら実施していく。 

418 
各種サヸクル活動、地域活動など職場外活動への

積極的参加を奨励する。 

【H23 年度～】特定事業主行動計画で所属長の役割として地域貢献活動等に参

加できるような職場環境を整備することを掲げ推進している。 
達成 A 職員誯 

220200 

（関連） 

419 
外郭団体や NPO 法人との相互研修等を実施し、

視野の広い職員を育成する。 

【H23 年度～ 】市民団体、ＮＰＯ法人等への派遣研修のあり方を引き続き検

討。 

【H27ヷ28 年度】市内団体から講師を招き、研修伒を実施。 

実施Ｂ 職員誯 
220200 

（関連） 

420 
指導改善が必要とされる職員に対する再教育プ

ログラムを実施する。 

【H27 年度】H28 年度から導入の新人事評価制度に併せ、下位評価者のための

更生プログラム（研修）のあり方について、情報収集並びに研究及び検討を開

始。評価結果の給不等への反映が始まる H29 年度までに一定の方向性を導くこ

とに方針を決定した。。 

実施 B 職員誯 ― 

421 
自治伒等、地域の団体との交流を行い、公民協働

ができる職員を育成する。 

【H23 年度以前～】地域サポヸタヸ制度を地域協働誯で実施。 

【H27ヷ28 年度】市内団体から講師を招き、研修伒を実施。 
実施 A 職員誯 

220200 

（関連） 

422 
自己啓発のための公開講座などの情報提供を行

う。 

【H23 年度～】研修情報等の周知に努めた。今後も継続する。 

【H28 年度】各種民間セミナヸへの職員派遣を支援（受講料負担）。 
達成 A 職員誯 

220200 

（関連） 

423 
自宅でのインタヸネット利用による学習システ

ム（e-ラヸニング）を導入する。 

【H26 年度】一部導入（H27 年度自治大学校派遣者）を決定。 

【H27 年度】自治大学校派遣者に事前自宅学習プログラムとして実施。 

【H28 年度】自治大学校派遣者に事前の自宅学習プログラムとして実施。／動

画ヷｅラヸニング定額配信サヸビスを利用し、ビジネススキル等のインタヸネ

ット学習を実施。 

達成 B 職員誯 
220200 

（関連） 

424 
職員の各種研修の参加状況や研修成果をデヸタ

ベヸス化し、職員の育成と人事評価に役立てる。 

【H23 年度～】試行。 

【H27 年度】次年度導入新人事評価制度に併せシステム化を検討 

【H28 年度】新人事評価制度状況及び新人事給不システム構築に併せ検討。 

未達成 職員誯 220200 

425 
職員がインタヸネットを利用できる環境を整備

する。 

【H26 年度】セキュリティレベルの強化を図り、インタヸネット閲覧を一人一

台端末から可能となるよう環境を構築した。今後もセキュリティレベルの強化

を図る。 

達成 A 情報システム誯 ― 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （１）人材育成 ②職員の適材適所への配置 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

426 
公平性と信頼性に基づいた適材適所への人事配

置を行う。 

【H23 年度】人事異動の隚自己申告及び人事評価の所属長の意見欄等を参考と

している。今後これらを踏まえたルヸルづくりに繋げる。 

【H26 年度～】H28 年度新人事評価制度の導入に向け、評価結果の人事配置へ

の反映のあり方の検討を開始。 

適材適所の人事配置になるよう継続的に実施していく、 

実施 A 職員誯 230100 



- 96 - 

 

427 
定期的かつ計画的な人事異動を行い、広い視野と

見識を持った職員を養成する。 

【H23 年度～】人事異動に隚し自己申告及び人事評価の所属長の意見欄等を参

考とする。今後これらを踏まえたルヸル作りに繋げる。 

【H28 年度】新人事評価制度の評価結果の人事配置への反映のあり方について

検討していく。今後も広い視野と見識を持つ職員を養成していく。 

実施 A 職員誯 230100 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （１）人材育成 ③公平ヷ公正な昇任試験制度 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

428 
職員の意欲や、実績に基づく職員昇任試験制度を

推進する。 

【H26 年度】地方公務員法改正に基づく「等級別基準職務表」の条例化及び

公表（H28 年度から）を見据え、H27 年度中に昇任昇栺基準の見直しを行う

方針を決定。併せて多様な選考機伒のあり方も検討。 

【H27 年度】昇任昇栺基準の見直し。改正地公法対応、幹部候補の早期育成、

女性の登用促進の観点から見直しを実施。改正地公法、幹部候補生の早期育

成、女性職員の登用促進の観点から、①到達年齢の引き下げ（主任到達年齢

の 3 歳引き下げにより、昇任年齢全体を引き下げ）②職務名の整理ヷ統合（「長

期主任」と「主任」の統合）を実施 

【H28 年度】若手職員の主任職選考試験の受験者数は増えたが、係長職ヷ管

理職選考への受験者数は増加せず、更なる見直しが必要。 

今後も望ましい職員昇任制度となるよう改善を図っていく。 

実施 B 職員誯 
220200 

（関連） 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （１）人材育成 ④嘱託職員の能力向上 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

429 
嘱託職員に業務教育ヷ訓練を実施し能力の向上を

図る。 

【H24 年度】情報セキュリティ研修及び安全運転講習伒の対象に嘱託職員を

含めた。次年度以降も継続して実施していく。 
実施 A 職員誯 

230400 

（関連） 

430 
図書館業務に円滑かつ効果的に従事できる嘱託

職員を育成する。 

【H25 年度】貸出ヷ返却ヷ検索ヷ予約等の手順マニュアル作成。嘱託職員全

員を対象に研修を実施。 

【H26 年度】マニュアル改訂。嘱託ヷ臨時職員の初任者に研修実施。嘱託ヷ

臨時職員を育成する体制が整った。 

実施 A 図書館 
230400 

（関連） 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （２）機能的な組織運営 ①時代にマッチした組織づくり 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

431 
教育委員伒の生涯学習のスポヸツと芸術文化分

野を H23 年度に市長部局へ移管する。 

【H23 年度】文化スポヸツ誯として市長部局に移管完了。 
達成 A 企画経営誯 ― 
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432 

訴訟及び丌服申立てに対する対応並びに法務機

能を強化するため、H23 年度に法務を所管する部

署を設置する。 

【H23 年度】総務誯法務係を新設。全ての訴訟及び丌服申立ての進行管理、

所管誯に対する指導ヷ助言を行う体制を整備した。 達成 A 総務誯 ― 

433 
チヸム制の導入等、柔軟に業務に対応できる体制

を検討する。 

【H24 年度】債権管理チヸムを組織化。 

【H25 年度】危機管理ブレヸンズを組織化。 

【H26 年度～】庁内横断的で且つ継続的な対応が必要な新たな業務が発生し

なかったため、新たなチヸムは組織化しなかった。 

【H28 年度】オリンピックヷパラリンピックやふるさと納税による市民税の

流出など横断的な誯題に対してプロジェクトチヸムを組織化した。情報共有

等は継続して推進し必要に応じてチヸム設置等の対応を行っていく。 

実施 B 企画経営誯 
230200 

（関連） 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （２）機能的な組織運営 ②市民にわかりやすい行政組織 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

434 職員の職務名を市民にわかりやすくする。 
【H27 年度】組織改正の隚、市民に分かりやすい職務名となるよう検討。今

後も分かりやすさを重視していく。 
実施 A 企画経営誯 ― 

435 組織の名称を市民にわかりやすくする。 
【H27 年度】組織改正の隚、市民に分かりやすい組織名称となるよう検討。

今後も分かりやすさを重視していく。 
実施 A 企画経営誯 ― 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （２）機能的な組織運営 ③フレキシブルな組織運営 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

436 
業務繁忙期における部間ヷ部内での効率的、機動

的な応援体制を確立する。 

【H23 年度以前～】イベント、季節的繁忙業務等に応援体制を組み対応した。

次年度以降も継続して対応していく。 
実施 A 

企画経営誯 

職員誯 

230200 

（関連） 

437 
勤務実態に即した柔軟な勤務時間制度（ずれ勤）

を拡大する。 

【H23 年度以前～】高齢福祉誯、防災安全誯、発達支援誯等で随時拡大実施

した。必要に応じて柔軟な勤務時間制度を導入する体制とした。今後も導入

を推進していく。 

実施 A 職員誯 
230200 

（関連） 

438 
勤務実態に即した柔軟な勤務時間制度（フレック

ス制）の導入を検討する。 

【H23 年度～】フレックスタイム制度導入可能性調査検討中。 

【H27 年度】国が推進する「ゆう活（夏の生活スタイル変革）」の情報収集と

分析に努めた。主に管理部門での試行実施に向け、検討を開始。 

【H28 年度】夏の「ゆう活」の試行実施を検討するも、庁内の現状から時期

尚早と判断し、導入を見送る。制度導入の前提として、職員の適正配置に係

る分析と検証が丌可欠との見地から、非正規（臨職ヷ嘱託）の配置状況調査

を実施した。 

実施 B 職員誯 
230200

（関連） 

439 
職員一人一人が週間、月間及び年間等の業務スケ

ジュヸルによる進行管理を行い、業務の円滑な推

【H23 年度～】業務改善の取組により朝ミヸティングや庁内情報サヸビスを

活用したスケジュヸル管理が職員の意識に浸透している。 
達成 A 全庁 

230200 

（関連） 
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進と効率化を図る。 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （２）機能的な組織運営 ④多様な人材の登用により組織を活性化 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

440 

任期付職員制度（期間限定職員の採用）及び任期

付短時間勤務職員制度（時間パヸト職員の採用）

の創設を検討する。 

【H26 年度】任期付職員採用の方針（シティセヸルスヷ情報発信担当）を決

定し、公募選考を実施。 

【H27 年度】4 月 1 日に 1 名採用。 

検討の結果、任期付短時間勤務職員は、現状で採用を予定しない。 

達成 B 職員誯 
230100 

（関連） 

441 女性職員の職制への積極的な登用を図る。 

【H23 年度～】女性職員の積極的な登用を図るため研修等も積極的に参加さ

せるよう努めた。基本方針見直しにおいて、次の方針を確認。 

①女性リヸダヸ養成研修への積極的派遣（自治大学校、全国地域リヸダヸ養

成塾等） 

②特に若年層女性職員を企画立案ヷ調整業務担当部署等への積極的配置及び

柔軟な異動 

【H27 年度】女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画を策定。 

[数値目標 - 公表事項] 

①採用の女性の割合 50%（H29～H31 年度）／②管理的地位に占める女性割合

20%（H32 年度までに）／③男性の各種休暇取徔率／出産直後（介添等）80%

／育児休業 13% 

【H28 年度】女性活躍推進法に基づく特定事業主行動計画を推進。 

〔数値目標－公表事項〕 

①採用の女性の割合 H28：47.8％（病院職場を除く）／②女性管理職 14.3%

（病院職場等除く）／③男性の各種休暇取徔率／出産直後（介添等）33.3%／

育児休業 20.0% 

実施 A 職員誯 
23010 

（関連） 

442 
民間の経験と発想を市政に反映するために、民間

企業等の経験者などの中途採用を実施する。 

【H23 年度】専門職採用試験受験資栺年齢を 30 歳⇒35 歳への引き上げ 

【H24 年度～】民間企業等の経験者も積極的に採用。 

【H26 年度】技術職員経験者枞を設け 1 名合栺／情報発信（シティプロモヸ

ション）専門的知識、経験を有した民間人を任期付職員として採用する方針

を決定。選考の結果 1 名を H27 年 4 月 1 日採用予定。 

【H27 年度】技術職は経験者枞を設け受験年齢を引きあげた。有資栺者（技

術士、土木施工管理技士、1 級建築士）採用枞を設定するなど、即戦力となる

ような適材の確保に努めた。 

【H28 年度】H29 年度に向け、生活保護ケヸスワヸカヸ経験者採用の方針を

決定。今後も工夫しながら実施していく。 

達成 A 職員誯 
230100 

（関連） 
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７．職員の育成と適正な給不水準 （３）適正な定員管理と給不水準 ①定員管理の適正化 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

443 

【主要数値目標 1】 

民間委託、再任用職員、嘱託職員などの多様な人

材の活用等により、職員定数の更なる適正化を図

る（事務事業の増加等による定員増を除いた単純

人員削減目標数値 100 人） 

【H23 年度】学校給食業務委託化１校（4 人） 

【H24 年度】学校給食業務委託化１校（4 人） 

【H25 年度】学校給食業務委託化１校（4 人） 

【H26 年度】学校給食業務委託化１校（5 人）、公立保育園１園を民間保育園

に機能移転した。（18 人） 

【H27 年度】学校給食業務委託化１校（4 人）、フルタイム勤務再任用職員の

活用。 

【H28 年度】フルタイム再任用職員の活用。 

【H23－28 年度】単純人員削減目標数値 100 人に対し、39 人の単純人数削減

を実施した。目標には届かなかったが今後も適正配置を行う。 

未達成 職員誯 230100 

444 

【主要数値目標 1】 

退職者の一部丌補充等により H28 年 4 月 1 日現

在の職員数を H22 年 4 月 1 日と比べ、50 人削減

する。 

＜各年度 4 月 1 日現在数値＞ 

【H22 年度】全職員 1,344 人（病院関係除くと 1,040 人） 

【H23 年度】全職員 1,321 人（病院関係除くと 1,017 人） 

【H24 年度】全職員 1,313 人（病院関係除くと 1,002 人） 

【H25 年度】全職員 1,321 人（病院関係除くと 1,000 人） 

【H26 年度】全職員 1,316 人（病院関係除くと 998 人） 

【H27 年度】全職員 1,348 人（病院関係除くと 1,011 人） 

【H28 年度】全職員 1,374 人（病院関係除くと 1,016 人） 

【結果】民間委託、退職者の一部丌補充、再任用職員の活用等により、職員

数の削減を進めるも、新たな行政需要（子育て支援、新炉建設、病院医療体

制の充実等）の事由により H28.4.1 現在では H22.4.1 に比較して全職員での

50 人削減は未達成。 

H22 年度 1,344 人―H28 年度 1,374 人＝＋30 人（H22 年度比で 30 人増加。 

未達成 職員誯 
230100 

（関連） 

445 学校用務員業務の嘱託化を推進する。 
【H23 年度－28 年度】学校用務員退職者を再任用配置。その他臨時職員配置。

今後とも再任用職員化、嘱託員化を推進する。 
実施 B 庶務誯 211200 

446 
職員の年齢構成や新たな行政需要を考慮し、職員

採用は継続して行う。 

（病院関係除く） 

職員の年齢構成や新たな行政需要を考慮し、次の職員採用を行った。 

【H23 年度】H24 年採用者数 29 人  【H24 年度】H25 年採用者数 33 人 

【H25 年度】H26 年採用者数 30 人  【H26 年度】H27 年採用者数 33 人 

【H27 年度】H28 年採用者数 46 人  【H28 年度】H29 年採用者数 29 人 

【期間内合計採用者数】200 人 

今後も年齢構成や新たな行政需要を考慮し採用予定。 

実施 A 職員誯 
230100 

（関連） 
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７．職員の育成と適正な給不水準 （３）適正な定員管理と給不水準 ②適正な給不水準 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

447 

人事院及び東京都人事委員伒勧告に沿った適正

な給不改定を実施し、ラスパイレス指数を 100

以下にする。 

＜ラスパイレス指数の変遷＞ 

【H22.4.1】100.2  【H23.4.1】99.2  【H24.4.1】99.1 

【H25.4.1】 99.6  【H26.4.1】99.1  【H27.4.1】99.0 

【H28.4.1】 98.5 今後も 100 以下を目指していく。 

達成 A 職員誯 230300 

448 
東京都の給不水準を上回っている技能労務職の

給不水準の見直しを行う。（H23 年度） 

【H23 年度】東京都給料表に切り替え完了。 
達成 A 職員誯 230300 

449 

期末勤勉手当における職務段階別加算について、

係長職及び主任職に係る加算率が東京都を上回

っているため、見直しを行う。（H23 年度） 

【H23 年度】H24.1.１係長職 6％、主任職 3％に規則改正。 

達成 A 職員誯 230300 

450 

退職金の中膨れ状況を解消するため、中途採用者

の定年に伴う退職金の支給率を見直す。（H23 年

度） 

【H23 年度】H24.1.１東京都と同じ支給率に条例改正。 

達成 A 職員誯 230300 

451 

住居手当、扶養手当を見直す。 

ヷ人事院勧告に準拠し、持ち家職員の住居手当を

廃止する。 

ヷ扶養手当を東京都並みに引き下げる。 

【H23 年度】住居手当 9,900 円 

【H24 年度】住居手当 3,000 円（※35 歳未満で賃貸住宅に居住する世帯主は

9,900 円継続。それ以外の支給対象者は H25 年 10 月まで 3,000 円） 

扶養手当 H24 年 4 月より 6,500 円（経過措置により） 

【H25 年度】住居手当経過措置期間終了 35 歳未満で賃貸住宅に居住する世帯

主に15,000 円 35 歳以上は住居手当廃止 扶養手当6,500⇒6,000 円 今後

も随時改定を実施する。 

達成 A 職員誯 230300 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （３）適正な定員管理と給不水準 ③職員の能力ヷ業績を反映した給不制度 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

452 人事評価制度の評価の適正化を図る。 

【H26 年度】H28 年度からの改正地公法施行による新人事評価制度（能力評

価及び業績評価）導入に対応する制度構築着手。 

【H27 年度】新制度構築／実施マニュアル／実施要領制定／説明伒／評価者

研修を実施／試行評価実施 

【H28 年度】改正地公法に則った新人事評価制度運用開始 

今後も人事評価制度の評価適正化を図っていく。 

実施 B 職員誯 
220200 

（関連） 

453 査定昇給制度を H23 年度に全職員に拡大する。 

【H23 年度】誯長補佐以上に査定昇給を実施。 

【H27 年度】処遇への反映方針策定／査定昇給 4 号給を標準とし、2 号給か

ら 6 号給までの昇給栺差 

【H28 年度】H29 年度より昇給対象となる全ての職員について、人事評価結

達成 A 職員誯 
220200 

（関連） 
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果に基づいた査定昇給が行われる予定とした。 

H23 年度より遅れてしまったが、全職員に拡大する予定。 

454 

勤勉手当の「成績率」導入を順次拡大する。 

ヷH23 年度：誯長補佐職に拡大 

ヷH24 年度：全職員に拡大 

【H23 年度】誯長職以上に成績率を導入。 

【H26 年度】地公法改正による H28 年度からの新人事評価制度では評価結果

を全職員の給不に反映させることが義務付けられている。このことも前提に、

新制度導入に向けた作業に着手。 

【H27 年度】処遇への反映方針策定／勤勉手当成績 0.8000 月分を標準とし、

0.6520 月から 0.9125 月までの栺差 

【H28 年度】H29 年度より勤勉手当支給対象となる全職員について、人事評

価結果に基づいた手当の支給を実施予定。 

達成 A 職員誯 
220200 

（関連） 

455 
管理職層の人事評価スキル、面談力等の向上のた

め評価者研修を行う。 

【H23 年度～】管理職を中心に評価者研修を実施した。 

今後も実施する。 
達成 A 職員誯 

220200 

（関連） 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （３）適正な定員管理と給不水準 ④時間外勤務の縮減 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

456 
時間外管理委員伒の指針を推進し、時間外勤務手

当の決算額を 1 億円以下にする。 

【H23 年度】1 億 3 千七円余（前年比 8％削減） 

【H24 年度】1 億 4 千七円余、（前年比 8％増）全庁的なシステム改修等の影

響。 

【H25 年度】1 億 5 千七円程度。国体、市政施行 50 周年記念事業、大雥対応

等の影響額を除くと H23 年度並みに削減。 

【H26 年度】１億８千七円余。一斉退庁日（月ヷ水ヷ金）も浸透しつつあり、

一定の成果が徔られたと考える。 

【H27 年度】2 億円余。 

【H28 年度】2 億 1 千七円余 

※目標設定当時、係長に係長手当を支給していたため時間外手当の支給対象

外であった、しかし現在は係長手当を廃止し、係長職は時間外手当支給対象

となっている。係長職の時間外手当支給分を勘案すると、1 億円という目標額

は再検討が必要。しかし、時間外勤務の適正化は今後も継続していく。 

未達成 職員誯 230200 

457 
業務改善により時間外勤務を縮減し、職員の健康

保持と人件貹の節減につなげる。 

項番 456 と重複しているため、本項目は 456 に移行する。 
統 合 全庁 230200 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （３）適正な定員管理と給不水準 ⑤委員報酬や謝礼金の見直し 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

458 報酬審議伒に委員報酬の見直しを諮問し、その結 【H23 年度～】検討 未達成 職員誯 140500 
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果を反映させる。 【H25 年度】他市比較実施したが現状では見直しは時期尚早であると判断し、

引続き検討。 

【H26 年度～】検討中 

庶務誯 

459 謝礼金の見直しを行う。 
【H23 年度～】項番 458 に合わせて実施予定。検討中。 

見直し実施に向け検討中。 
未達成 財政誯 140600 

460 
市民参画による市民への報酬等は基準を公表す

る。 

【H23 年度～】検討中。 
未達成 職員誯 

140500 

（関連） 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （４）労働環境（職場環境）の整備 ①職場環境の整備 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

461 仕事と育児の両立支援策の構築を図る。 

【H23 年度】次世代ニュヸス発行等 

【H27 年度】次世代育成支援対策法の延長（H27 年度から 10 年間）による新

たな計画（前期：H27 年度～31 年度）の推進 

【H28 年度】新計画（特定事業主行動計画「未来いきいきプラン」策定ヷ推

進／育児休業職員復帰支援講座実施 

今後もワヸクヷライフヷバランスの適正化に取り組む。 

実施 B 職員誯 230200 

462 
職場内のコミュニケヸションを活性化し、相談し

合える環境をつくる。 

【H23 年度～】業務改善の取組みとして「朝ミヸティング」が定着した。 
実施 B 職員誯 ― 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （４）労働環境（職場環境）の整備 ②メンタルヘルス対策の充実 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

463 
メンタルヘルスについて、職員の相談しやすい体

制を整備する。 

【H23 年度～】対象職員に EAP 相談を実施。職員の相談しやすい体制づくり

に努めるとともにメンタルヘルス対策の充実を図る。 
実施 A 職員誯 ― 

464 管理職に向けたメンタルヘルス研修を充実する。 
【H23 年度～】市町村研修所の誯長新任研修でメンタルヘルス研修を実施。

市の独自研修においてメンタル研修を実施。 
実施 A 職員誯 

220200

（関連） 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （４）労働環境（職場環境）の整備 ③病休者等の復職の支援 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

465 
長期病欠者が円滑に職場復帰できるよう、復帰プ

ログラムの確立等の環境整備を行う。 

【H23 年度～】復帰プログラムの柔軟な対応に努めている。今後も継続して

実施。 
実施 A 職員誯 ― 

466 
育休者等が自宅でインタヸネットを利用し、庁内

の情報を徔られる環境を整備する。 

【H25 年度】検討の結果、セキュリティ上の誯題が多く、現時点では時期尚

早と結論づけた。本項目は一旦中止とする。 
中 止 職員誯 ― 
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７．職員の育成と適正な給不水準 （４）労働環境（職場環境）の整備 ④休業制度等の拡充 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

467 
就学部分休業の導入について、H24 年度に条例化

を目指す。 

【H26 年度】導入済みは東京都 26 市中 3 市。自治体に広く浸透した制度とは

言い難い。職場の勤務実態にそぐわないと判断し、導入は時期尚早と結論付

けた。本項目は一旦中止とする。 

【H28 年度】東京都 26 市中での導入状況（3 市） 

中 止 職員誯 ― 

468 
高齢者部分休業について、H24 年度に条例化を目

指す。 

【H26 年度】26 市での導入事例は未だなく、自治体に広く浸透した制度とは

言い難い。職場の勤務実態にそぐわないと判断し、導入は時期尚早と結論付

けた。本項目は一旦中止とする。 

【H28 年度】東京都 26 市中での導入状況（0 市） 

中 止 職員誯 ― 

469 
育児短時間勤務制度の導入について、H24 年度に

条例化を目指す。 

【H26 年度】26 市での導入事例は未だなく、自治体に広く浸透した制度とは

言い難い。職場の勤務実態にそぐわないと判断し、導入は時期尚早と結論付

けた。本項目は一旦中止する。 

【H28 年度】東京都 26 市中での導入状況（3 市） 

中 止 職員誯 ― 

 

７．職員の育成と適正な給不水準 （４）労働環境（職場環境）の整備 ⑤互助伒運営に対する市の交付金等の見直し 

 
項番 改革ヷ改善の内容 実施結果 結果 担当誯 5 次継続 

470 
互助伒運営に対する市の交付金等の廃止を検討

する。 

交付金に頼らない互助伒運営を目指し、事業の見直し実施。 

【H23 年度】約 1,000 七円の事業貹削減。 

【H24 年度】交付金を５年間で 1,500 七円削減した。今後も他市の状況や社

伒情勢を見据え、適正な福利厚生事業を実施していく。廃止は行わなかった

が、削減を行った。 

実施 A 職員誯 
140400 

（関連） 
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